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第１章 包括外部監査の概要 

第1 外部監査の種類 

地方自治法第２５２条の３７第 1 項に基づく包括外部監査である。 

第２ 選定した特定の事件 

生活保護に関する事務の執行等について 

第３ 特定の事件を選定した理由 

生活保護制度は，住民の最後のセーフティネットとして重要な社会的役割

を担っている。したがって，真に保護要件を満たす者が保護費の支給を受け

られないというようなことはあってはならない。しかし，保護費及び担当職

員の人件費は公費から支弁されるものであり，保護事務に関する地方自治体

の財政的負担は，決して少なくはない。また，全国的に保護費の不正受給問

題も注目を集めている。平成２５年度の新潟市の保護費の金額は１６７億５

３５６万８３３６円であり，同年度歳出総額（一般会計）３６５６億５２７

１万１８８４円に占める割合は，４．５８％となっている。新潟市の保護費

は５年前の平成２０年度の１２４億９８９０万４０６７円から毎年度増加し

続け，６年間で約４３億円も増加している。殊に，就労するのに支障の認め

られない「その他」世帯の保護世帯数は平成２１年度の１万２７９世帯から

平成２５年度の２万７９７４世帯と５年間で２．７倍強に増加している。こ

のような財政的状況のなかで新潟市の生活保護に関する事務の執行は果たし

て有効，適切かつ効率的に処理されているのかについて関心を持った。 
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また，生活保護に関する事務は，生活に困窮している住民に対し，保護費

の支給との関連で調査，指導指示，自立支援など行うものであり，中には担

当職員の身体に危険が生ずる恐れのある対応困難なケースも想像されるとこ

ろである。しかも，担当職員には補足性の原理から年金，手当，自立支援給

付など他法他施策に通じていることが要求されるところ，職員には異動がつ

きものであり，知識，経験の不十分なままでの人員配置は避けられない。し

たがって，生活保護に関する事務を有効，適切かつ効率的に執行するために

はその事務の実施体制及び人員配置が重要となるが，この点新潟市において

はどのようになされているのかについて関心を持った。 

上記理由に加え，これまで新潟市においては生活保護に関する事務の執行

等について，包括外部監査がなされていなかったこともあり，特定の事件

（監査のテーマ）として選定した。 

第４ 監査対象期間 

平成２５年度。但し，必要がある場合は，上記以外の年度も対象とした。 

第５ 監査対象部，局または課等 

   福祉部福祉総務課及び北区役所健康福祉課，東区役所保護課，中央区役所保

護課，江南区役所健康福祉課，秋葉区役所健康福祉課，南区役所健康福祉課，

西区役所保護課，西蒲区役所健康福祉課 

   ただし，必要がある場合は，関連事務を行うその他の課等も対象とする。 

第６ 監査の方法等 
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生活保護に関する事務の執行及び同事務を執行する部署の組織や人事につ

いて，合規性，公平性及び３Ｅ(有効性，効率性，経済性)の観点から監査す

るため，保護台帳をはじめとする関係書類を閲覧精査し，かつ，関係部署に

対し文書照会をし，必要に応じて担当者のヒアリングを行った。 

監査の結果については，合規性，事務の効率性等の観点から，是正が必要

と思われるものについては「指摘」，組織及び運営の合理化に資するため述

べるものについては「意見」，として本報告書に記載した。 

なお，本件監査に際しては，平成２６年改正前の生活保護法によった。 

第７ 監査従事者 

１ 包括外部監査人 

弁護士 奈良橋 隆 

２ 補助者 

弁護士 吉田 耕二 

弁護士 松岡 優子 

第８ 外部監査の実施期間 

平成２６年６月１日から同２７年１月３０日まで 

第９ 利害関係 
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外部監査の対象とした事件につき，包括外部監査人及び補助者は，地方自

治法第２５２条の２９に定める利害関係はない。 

第１０ 表示数値・金額等について 

本報告書に記載の数値・金額等については，単位未満の端数調整をして表

示している場合がある。 

第１１ 表記 

１ 本報告書に各福祉事務所を各区と表記している場合がある。 

２ 監査結果についての表は［監●－●］と表記した。 

３ 資料に基づいて作成した表は【資●－●】と表記している場合がある。 
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第２章 生活保護に関する事務の執行について 

第１ 生活保護制度の概要 

生活保護制度とは，資産，能力等を活用してもなお生活に困窮する者に対

し，困窮の程度に応じた保護を実施し健康で文化的な最低限度の生活を保障

するとともに就労指導などにより被保護者の自立を助長する制度である。 

第２ 生活保護の目的 

日本国憲法第２５条第 1 項は「すべて国民は，健康で文化的な最低限度の

生活を営む権利を有する。」とし，さらに同条第２項で「国は，すべての生

活部面について，社会福祉，社会保障及び公衆衛生の向上及び増進に努めな

ければならない。」として，生存権の具現化を国の責務として努力する義務

を課している。この憲法の生存権保障を受けて制定されたのが生活保護法で

あり，同法第 1 条において「この法律は，日本国憲法第２５条に規定する理

念に基づき，国が生活に困窮するすべての国民に対し，その困窮の程度に応

じ，必要な保護を行い，その最低限度の生活を保障するとともに，その自立

を助長することを目的とする。」としてその趣旨を明らかにしている。そし

て，生活保護法（以下，「法」という）がその目的の中に，最低限度の生活

の保障とともに自立の助長を含めたのは，人が「人たるに値する存在」であ

るためには，単に最低生活を保障するだけでは十分ではないという価値観，

思想に基づくものとされる。この自立の助長は，自立支援によって行われる

が，自立支援には，就労自立支援だけでなく，日常生活自立支援(身体や精神

の健康の回復・維持)及び社会生活自立支援(社会的つながりの回復・維持)も

含まれる。 
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第３ 生活保護の基本原理 

１ 国家責任の原理(法第 1 条) 

生活保護制度は，国がその直接の責任において，生活に困窮する国民の保

護を実施し，最低限度の生活を保障するだけでなく，保護を受ける者の将来

における自立の助長を図ることを目的としている。 

２ 無差別平等の原理(法第２条) 

全ての国民は，生活困窮に陥った原因の如何は一切問わず，法律に定める

要件を満たす限り，無差別平等に生活保護を受けることができる権利を有す

る。 

３ 最低生活保障の原理(法第３条) 

この制度で保障する最低生活は，かろうじて生存を続けられる程度もので

は足りず，健康で文化的な生活水準を維持することができるものでなければ

ならない。 

４ 補足性の原理(法第４条) 

保護は，利用し得る資産，能力その他自分の力でできるだけ努力し，さら

に親族等の扶養や，年金制度をはじめとする他の法律や施策の援護などを全

て活用しても，なお生活の維持ができない場合に，はじめて受けられる。 
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第４ 生活保護の基本原則 

１ 申請保護の原則(法第７条) 

生活保護は，要保護者自身か，その扶養義務者，あるいは同居の親族の申

請により，はじめて開始されることを原則とする。但し，要保護者が急病等

の急迫した状況があるときは，保護の申請がなくても，職権により必要な保

護を行うことができる。 

２ 基準及び程度の原則(法第８条) 

保護の実施にあたっては，厚生労働大臣が定めた保護の基準により測定し

た要保護者の需要を基にして，その者の金銭または物品で満たすことのでき

ない不足分を補う程度において行うことを原則としている。また，この基準

は，国民の最低限度の生活水準を示すものであり，要保護者の年齢，世帯構

成，所在地域その他保護の種類に応じ，必要な事情を考慮して定められる。

この保護基準によって計算された最低生活費とその者の収入を差し引いた差

額を保護費として支給する。 
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３ 必要即応の原則(法第９条) 

要保護者の生活は，年齢，性別，健康状態など，実際の個別事情の相違を

考慮して，有効かつ適切に行われることを原則とする。 

４ 世帯単位の原則(法第１０条) 

我が国の生活実態に鑑み，世帯を単位として経済生活が営まれていること

から，保護の要否や程度を決定するときには，世帯を単位とすることを原則

とする。 

この世帯の認定については，同一の住居に居住し，生計を一つにしている

者は，原則として，同一世帯員として認定することとされている。 

第５ 生活保護の種類（法第１１条） 

生活保護はその内容によって以下のとおり，生活扶助，教育扶助，住宅扶

助，医療扶助，介護扶助，出産扶助，生業扶助，葬祭扶助の８種類の扶助に

分けられている。次の表（厚生労働省の公開資料等，以下，「厚労省資料」

という）は，生活上の費用とこれに対応する扶助の種類と支給内容の関係を

示すものである。 
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１ 生活扶助（法第１２条） 

①  衣食その他日常生活の需要を満たすために必要なもの 

②  移送 

２ 教育扶助（法第１３条） 

①  義務教育に伴って必要な教科書その他の学用品 

②  義務教育に伴って必要な通学用品 

③  学校給食その他義務教育に伴って必要なもの 

３ 住宅扶助（法第１４条） 

①  住居 

② 補修その他住宅の維持のために必要なもの 

４ 医療扶助（法第１５条） 

① 診察 

② 薬剤又は治療材料 

③ 医学処置，手術及びその他の治療並びに施術 

④ 居宅における療養上の管理及びその療養に伴う世話その他の看護 

⑤ 病院又は診療所への入院及びその療養に伴う世話その他の看護 

⑥ 移送 

５ 介護扶助（法第１５条の２） 
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① 居宅介護（居宅介護支援計画に基づき行うものに限る） 

② 福祉用具 

③ 住宅改修 

④ 施設介護 

⑤ 介護予防（介護予防支援計画に基づき行うものに限る） 

⑥ 介護予防福祉用具 

⑦ 介護予防住宅改修 

⑧ 移送 

６ 出産扶助（法第１６条） 

① 分べんの介助 

② 分べん前及び分べん後の処置 

③ 脱脂綿，ガーゼその他の衛生材料 

７ 生業扶助（法第１７条） 

① 生業に必要な資金，器具又は資料 

② 生業に必要な技能の習得 

③ 就労のために必要なもの 

８ 葬祭扶助（法第１８条） 

① 検案 

② 死体の運搬 
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③ 火葬又は埋葬 

④ 納骨その他葬祭のために必要なもの 

第６ 生活保護の方法(法第３０条ないし法第３８条) 

１ 保護の場所(法第３０条) 

被保護者に対する扶助は，その者の居宅において行うことを原則とする。

居宅生活が困難で，事情によっては施設入所によらなければ法の目的が達せ

られない場合があり，この場合は施設入所により保護が行われる。法が予定

している施設には，救護施設，更生施設，医療保護施設，授産施設，宿所提

供施設がある(法第３８条)。 

２ 給付の方法 

生活扶助，教育扶助，住宅扶助，出産扶助，生業扶助，葬祭扶助について

は金銭給付の方法によって行うのが原則とされているが，医療扶助及び介護

扶助については現物給付（診察や介護等のサービスの提供）の方法によって

行われるのが原則である。 

第７ 生活保護の基準 

最低生活費を計算する尺度となる保護基準は，厚生労働大臣が年齢，世帯

構成，所在等の事情を考慮して次の表（厚労省資料）のとおり扶助別に８種

類に定められる。 
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また，誰にでも適用される経費の基準のほか，特別の需要のある者に対し

てのみ上積みすることが認められている特別経費分の基準を加算という。こ

うした生活保護費の構成をまとめたのが次の表（厚労省資料）である。 
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次に保護基準に基づく最低生活水準の具体的事例（平成２５年８月）を示

す（厚労省資料）。 

第８ 生活保護手続きの流れ 

１ 事前相談，保護申請 

生活保護は，申請保護の原則により，本人又はその扶養義務者などが，保

護の実施機関(福祉事務所)に申請することによって開始される。しかし，実

際には，面接相談から入るのが一般である。相談を担当する職員（ケースワ
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ーカー，専任の面接相談員）は，相談に至った経緯，すなわち，生活困窮の

原因となっている，現在の生活状況，収入の有無，病状，就労状況，資産・

負債の有無，家族親戚関係について確認し，生活保護制度を説明するととも

に，各種社会保障施策等の活用できる他法他施策や新たなセーフティネット

施策（住宅手当，生活福祉資金等）を紹介し，その活用について検討し助言

する。しかし，他法他施策等の活用ができない，あるいは，その活用では不

足であると思われる場合には，生活保護の申請が必要となる。 

２ 審査のための調査，要否判定 

生活保護の申請がなされると，保護の要否を判定するため，①生活状況等

を把握するための訪問調査(家庭訪問等)，②預貯金，保険，不動産等の資産

調査，③就労収入等の調査，④稼働能力の調査，⑤扶養義務者による扶養の

可否の調査，⑥年金や児童扶養手当等の他法関係の要件調査が行われる。 

そして要否判定の結果，保護否となれば申請は却下され，保護要となれば

保護開始となる。以上１，２までの生活保護手続きの概要は次の図（厚労省

資料）のとおりである。 
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３ 保護費の支給，生活状況等の把握，保護変更，保護の停・廃止 

保護の開始決定がなされると最低生活費から収入(年金や就労収入等)を差

し引いた額が保護費として毎月支給される。その後，被保護者は稼働能力等

の状況に応じて，定期的に収入申告書を提出するものとされている。また，

福祉事務所の地区担当の現業員(ケースワーカー)が，世帯の実態に応じて，

年数回の訪問調査を行ったり，就労の可能性のある者に対しては，就労に向

けた助言や指導を行ったりする。そして，収入の増減，世帯員の増減，病気

治療など事情の変更に対応して保護内容が変更したり，最低生活費以上の収

入を得るようになったり，扶養義務者の扶養を受けられるようになった場合
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など保護を必要としなくなったときは，保護を停止又は廃止する(法第２６

条)。要保護状態の解消が，一時的(概ね６か月以内)な場合には保護の停止，

継続的な場合には保護の廃止となる。 

４ 法第６３条に基づく費用返還と法第７８条に基づく費用徴収等 

資力はあるが急迫等の理由で保護を利用した場合，保護に要する費用を支

弁した都道府県又は市町村に対して速やかに，その受けた保護金品に相当す

る金額の範囲内において保護の実施機関の定める額を返還しなければならな

い(法第６３条)。 

また，不実の申請その他不正な手段により保護を受け，又は他人をして受

けさせた者があるときは，保護費を支弁した都道府県又は市町村の長は，そ

の費用の全部又は一部を，その者から徴収することができる(法第７８条)。 

そのほか，被保護者に対して民法の規定により扶養の義務を履行しなけれ

ばならない者があるときは，その義務の範囲内において，保護費を支弁した

都道府県又は市町村の長は，その費用の全部又は一部を，その者から徴収す

ることができる(法第７７条)。 

第９ 被保護者の権利と義務 

生活保護は被保護者の最低生活を維持するための給付であるが，保護に要

する費用は全て税金によって賄われている。 

そのため，被保護者には，特別の権利が与えられている一方，義務も課せ

られている。 

１ 権利 
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① 不利益変更の禁止(法第５６条) 

被保護者は正当な理由がなければ既に決定された保護を不利益に変更さ

れることがない。 

② 公課禁止(法第５７条) 

被保護者は保護金品を標準(対象)として租税その他の公課を課せられる

ことがない。 

③ 差押禁止(法第５８条) 

被保護者は既に給付を受けた保護金品又はこれを受ける権利を差し押え

られることがない。 

２ 義務 

① 譲渡禁止(法第５９条) 

被保護者は保護を受ける権利を譲り渡すことができない。 

② 生活上の義務(法第６０条) 

被保護者は常に能力に応じ勤労に励み，支出の節約を図り，その他の生

活の維持，向上に努めなければならない。 

③ 届出の義務(法第６１条) 

被保護者は収入，支出その他生計の状況について変動があったとき，又

は，居住地若しくは世帯の構成に異動があったときは，速やかに保護の実

施機関に届け出なければならない。 

④ 指示に従う義務（法第６２条） 

被保護者は，保護の実施機関から生活の維持，向上その他保護の目的達

成に必要な指導又は指示を受けたとき（法第２７条）は，これに従う義務

がある。この義務に違反した場合は，保護の実施機関は保護の変更，停止
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または廃止をすることができる。 

第１０ 外国人世帯 

生活保護制度は，本来，日本国民を対象としたものである。しかし，行政

実務上は，「生活に困窮する外国人に対する生活保護の措置について」(昭和

２９年５月８日社発第３８２号厚生省社会局長通知)に基づき，一定の範囲の

外国人に対し，法の準用ということで保護を実施している。現在の運用上，

生活保護の利用を認められているのは，次の外国人である。 

① 特別永住者 

② 出入国管理及び難民認定法別表第２の「永住者，日本人の配偶者等，永

住者の配偶者等，定住者」 

③ 同法第６１条の２第１項に基づく難民認定を受けている者 

第１１ 生活保護上の処分に関する不服申立て 

生活保護申請の却下，保護の不利益変更や停止，廃止の処分，法第６３

条・法第７８条の決定等に対しては，行政不服審査法に基づく審査請求をす

ることができる。また，裁判所に対し保護申請の却下決定等処分の取消を求

めて取消訴訟を提起することができる。但し，取消訴訟を提起するに際して

は当該処分について審査請求に対する裁決を経なければならない(法第６９

条)。 

第１２ 生活保護の実施機関 
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法第１条は，生活保護制度による保護は，国の直接責任で行われることを

明確にしている。しかし，生活保護事務は，地方自治体の長が国から受託し

て実施することとされ(法定受託事務)，実際の保護の実施機関は都道府県知

事，市長及び福祉事務所を管理する町村長である(法第１９条第 1 項)。その

ため生活保護の事務の実施については，国の定める基準により行われ(法第８

条)，国は，市町村及び都道府県が支弁した保護費，保護施設事務費及び委託

事務費の４分の３を負担する(法第７５条第 1 項)。都道府県及び市には福祉

事務所の設置義務がある(社会福祉法第１４条第 1 項)。そして，生活保護を

担当する第一線の行政機関として福祉事務所が設置されている。 
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第３章 生活保護の現状 

第１ 全国の現状 

１ 被保護世帯数，被保護人員，保護率の推移 

現生活保護法は昭和２５年５月に制定されたが，今日までの被保護世帯数，

被保護人員，保護率（全世帯に対する保護世帯の比率）の年次推移は次の表

（厚労省資料）のとおりである。 
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各数値は，終戦後なだらかに低下し，昭和４０年代後半からほぼ横ばいで

あった。しかし，昭和６１年から平成３年の平成景気の好景気と足並みを揃

えるように急低下した後，バブル経済崩壊後の景気失速にやや遅れ，平成７

年を底として各数値は急上昇に転じた。平成２５年７月（速報値）には生活

保護受給者は２１５万人と過去最高を更新し，また，保護率も 1.70％と増加

傾向が続いている。 

２ 保護世帯数と構成割合の推移 

保護世帯は５類型に分類されている。①男女とも６５歳以上の者のみで構

成されている世帯か，これらに１８歳未満の者が加わった世帯を高齢者世帯，

②死別，離別，生死不明及び未婚等により，現に配偶者がいない６５歳未満

の女子と１８歳未満のその子のみで構成される世帯を母子世帯，③世帯主が

障害者加算を受けているか，障がい・知的障がい等の心身上の障がいのため

働けない者である世帯を障がい者世帯，④世帯主が入院（介護保険施設入所

を含む）しているか，在宅患者加算を受けている世帯，若しくは世帯主が傷

病のため働けない者である世帯を傷病者世帯，⑤上記外の世帯をその他世帯

という。 

保護世帯数とその構成割合につき，平成１５年度と平成２５年７月（概

数）を比較すると次の表（厚労省資料）のとおりである。 
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全国の保護世帯総数は９４万世帯から１５８万世帯と６８％の増加となっ

ているのに対し，その他世帯は８万５千世帯から２９万世帯と３倍強に増加

し，保護世帯における構成割合もその他世帯は 9.0%から 18.3%と倍増してい

る。この１０年間で，稼働年齢層と考えられるその他世帯の割合が大きく増

加している。 

３ 生活保護費の推移 

国の生活保護費負担金の推移は，次の表（厚労省資料）のとおりである。 
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国の生活保護費負担額は，平成２０年度が 2.7 兆円（実績額）であったの

に平成２５年度は 3.8 兆円（当初予算額）となっており，リーマンショック

のあった平成２０年以降の６年間で３８％も増加している。 
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第２ 新潟市の現状 

１ 新潟市の概要 

新潟市は，信濃川・阿賀野川の両河口に堆積したデルタ地帯に発達した古

くからの商都で，人口約８１万人を擁する都市である。信濃川の河口は古く

から栄え，これを基盤に商業が発達した。信濃川の東は海運・鉄道等の運

輸・工場等を中心とし，西は古くからの商店街，区官庁，文教施設を中心と

して発展してきたが，昭和４０年代以降，新潟市の都市化は更に進み，新幹

線，高速道路などの高速交通網が整備され，新潟駅周辺にはオフィスビルが

建ち並び，日本海側随一の近代都市に成長し，発展を続けている。平成１３

年１月には西隣の黒埼町と合併し５０万都市の基盤を確保し，更に，平成１

７年３月２１日には近隣の１２市町村と，平成１７年１０月１０日には巻町

と合併し，平成１９年４月１日には本州日本海側初の政令指定都市となり今

後の発展が期待されている。 

新潟市の人口は少子高齢化の影響によりほぼ横ばい傾向にあるが，世帯数

は核家族化による世帯分離を背景に増加傾向にあり，平成２５年４月末時点

の住民基本台帳による人口・世帯数は，人口８０６，８３３人，世帯数３２

３，１４６世帯となっている。これを区別でみると北区は７７，５０６人，

２７，６９３世帯，東区は１３９，３４４人，５８，３８６世帯，中央区は

１７６，３１６人，８３，４０８世帯，江南区は６９，７４０人，２５，５

０５世帯，秋葉区は７８，４０２人，２８，１６４世帯，南区は４６，７９

４人，１５，０２４世帯，西区は１５７，９０６人，６５，３０４世帯，西

蒲区は６０，８２５人，１９，６６２世帯となっており，中央区，西区，東

区の順にこの３区の人口・世帯数が圧倒的に多い。 
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２ 保護世帯数と構成割合の推移 

新潟市の保護世帯数（年度合計）は，平成２１年度は７７，５５０世帯で

あったが平成２５年度には１０１，００２世帯となり，５年間で３０％増加

した。保護世帯の構成割合については，平成２１年度は，保護停止世帯を除

く保護世帯総数７７，３４５世帯のうち，高齢者世帯が２９，８９４世帯，

母子世帯が６，２４５世帯，障がい者世帯が１０，１５８世帯，傷病者世帯

が２０，７６９帯，その他世帯１０，２７９世帯であったが平成２５年度は，

保護停止世帯を除く保護世帯総数１００，５３２世帯のうち，高齢者世帯が

３９，５０５世帯，母子世帯が７３１９世帯，障がい者世帯が１２，７４０

世帯，傷病者世帯が１２，９９４世帯，その他世帯２７，９７４世帯となっ

ている。 

この５年間の新潟市における保護世帯数全体の増加率が３０％であるのに

対し，その間，その他世帯は 2.7 倍強に増加し，保護世帯における構成割合

もその他世帯は 13.3％から 27.8％と倍増している。稼働能力を有するその他

世帯の新潟市における急増ぶりは全国的傾向と一致している。 
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３ 保護率 

新潟市における平成２５年度の保護率（全世帯に対する保護世帯の比率）

は 1.43％である。次の表（厚労省資料）は，平成２５年７月時点の都道府

県・政令指定都市・中核都市別保護率を掲載したものである。 
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保護率の全国平均が 1.70％であるのに対し新潟市は 1.42％（平成２５年７

月時点）と全国平均よりも低く，特に政令指定都市の中では，新潟市は浜松

市の 0.94％，静岡市の 1.22％についで３番目に低い保護率となっている。ち

なみに一番高いのは，大阪市で 5.66％となっている。 

平成２５年度の新潟市の保護率を区別でみると，北区 1.41％，東区 2.37％，

中央区 1.95％，江南区 1.14％，秋葉区 0.61％，南区 0.50％，西区 1.19％，

西蒲区 0.38％と区ごとにばらつきがあり，保護率の一番高い東区は一番低い

西蒲区の実に６倍強となっている。 

４ 生活保護費の推移 

次の図表は新潟市から提供を受けたもので生活保護扶助費決算額に関する

ものである。 



34 

●生活保護扶助費決算額の推移

（単位：円）

生活扶助 住宅扶助 教育扶助 介護扶助 医療扶助 出産扶助 生業扶助 葬祭扶助 施設事務費 合　計（Ａ）
一般会計
歳出総額（Ｂ）

歳出対比
(A)/(B)

医療扶助
の割合

19決算 4,366,785,077 1,569,384,818 68,076,272 294,061,083 5,015,393,314 966,791 35,589,445 13,345,167 188,103,901 11,551,705,868 311,117,890,492 3.71% 43.4%

20決算 4,459,031,777 1,639,918,473 70,247,396 321,326,586 5,767,231,757 141,131 43,171,063 13,154,280 184,681,604 12,498,904,067 327,604,980,826 3.82% 46.1%

21決算 5,034,644,001 1,859,607,577 98,730,824 332,086,437 6,143,989,217 156,747 56,662,662 20,901,679 183,841,530 13,730,620,674 357,903,630,757 3.84% 44.7%

22決算 5,705,576,944 2,109,013,380 115,519,267 330,759,844 6,462,679,092 86,955 66,350,437 15,437,274 181,448,723 14,986,871,916 350,014,114,845 4.28% 43.1%

23決算 6,063,187,344 2,310,020,406 118,284,546 343,375,973 6,821,521,446 386,771 69,916,106 19,800,020 183,878,245 15,930,370,857 356,565,762,445 4.47% 42.8%

24決算 6,344,108,037 2,465,964,052 119,705,346 373,424,282 6,972,489,141 261,370 77,177,801 18,166,804 188,801,384 16,560,098,217 353,301,041,493 4.69% 42.1%

25決算 6,247,238,415 2,556,155,505 113,137,039 382,110,407 7,152,175,268 388,939 85,471,001 18,839,824 198,051,938 16,753,568,336 365,652,711,884 4.58% 42.7%

年度 決算額

H2 4,822,520千円

H3 4,783,275千円

H4 4,792,674千円

H5 4,815,884千円

H6 4,844,557千円

H7 5,359,759千円

H8 5,640,364千円

H9 5,945,772千円

H10 6,462,613千円

H11 7,070,065千円

H12 7,385,663千円

H13 7,613,938千円

H14 8,486,300千円

H15 9,403,201千円

H16 9,854,094千円 （単位：円）

H17 11,846,056千円 11,846,055,314 　前年度比

H18 12,382,081千円 12,382,080,750 104.5%

H19 11,551,706千円 11,551,705,868 93.3%

H20 12,498,905千円 12,498,904,067 108.2%

H21 13,730,621千円 13,730,620,674 109.9%

H22 14,986,872千円 14,986,871,916 109.1%

H23 15,930,371千円 15,930,370,857 106.3%

H24 16,560,099千円 16,560,098,217 104.0%

H25 16,753,569千円 16,753,568,336 101.2%
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国の場合と同様，リーマン・ショック以降の新潟市における生活保護費も

急増している。新潟市の生活保護費については平成２０年度が１２５億円で

あったが平成２５年度には１６８億円となり，この６年間で金額にして４３

億円，率にして３４％増加している。新潟市の一般会計歳出額に占める割合

も平成２０年度の 3.82％から 4.58％に増加し，生活保護費の負担が市の財政

を圧迫している。 
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第３ 福祉事務所の体制 

１ 生活保護の実施機関と福祉事務所 

生活保護を決定しかつ実施する機関は，①都道府県知事，②市長(東京都の

特別区区長も含む)，③福祉事務所を管理する町村長である(法第１９条)が，

都道府県及び市には福祉事務所の設置義務がある(社会福祉法第１４条１項)。

そして，都道府県知事等は，その管理に属する福祉事務所長に保護の決定及

び実施に関する事務の全部又は一部を委任することができるとされている(同

条第４項)。 

福祉事務所とは，生活保護法，児童福祉法，母子及び寡婦福祉法，老人福

祉法，身体障害者福祉法，知的障害者福祉法のいわゆる福祉六法を司る社会

福祉の第一線の行政機関である(社会福祉法第１４条第６項)。福祉事務所の

組織は，所長，査察指導員(スーパーバイザー・ＳＶ)，現業員(ケースワーカ

ー・ＣＷ)，面接相談員（専任の場合のほか，ＣＷが兼任することもある），

事務職員で構成される。現業員は，援護，育成または更生の措置を要する者

等の家庭を訪問し，または訪問しないで，これらの者に面接し，本人の資産，

環境等を調査し，保護その他の措置の必要の有無及びその種類を判断し，本

人に対し生活指導を行う等の事務を行う(社会福祉法第１５条第４項)。査察

指導員は，現業員の指導監督を行う(同条第３項)。平成２５年４月１日現在，

福祉事務所の設置状況は，全国で１，２５１カ所となっている。福祉事務所

の所員数は条例で定められるが，社会福祉法第１６条はケースワーカーにつ

き，市に関しては被保護世帯２４０以下の場合，標準数３名で被保護世帯が

８０増すごとに１名追加，都道府県に関しては被保護世帯３９０以下の場合，

標準数６名で被保護世帯６５が増すごとに１名追加という標準数を示してい

る。また，厚生労働省は査察指導員人数につきケースワーカー７人に対し１
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人を目安としている。厚生労働省社会・援護局保護課の平成２４年調べによ

ると，ケースワーカー一人当たりの担当世帯数（平均）は，市が 95.8 世帯，

県が 65.2 世帯となっている。 

２ 新潟市の場合 

新潟市の場合，各区役所単位で福祉事務所が設置され，生活保護に関する

事務は東区，中央区，西区の３区役所は保護課，それ以外の５区役所は健康

福祉課保護係で所管する。平成２５年４月１日現在のケースワーカーの人数

は，北区役所に設置されている北福祉事務所が９名，東区役所に設置されて

いる東福祉事務所が２８名，中央区役所に設置されている中央福祉事務所が

３３名，江南区役所に設置されている江南福祉事務所が７名，秋葉区役所に

設置されている秋葉福祉事務所が４名，南区役所に設置されている南福祉事

務所が３名，西区役所に設置されている西福祉事務所が１７名，西蒲区役所

に設置されている西蒲福祉事務所が３名となっている。平成２５年４月 1 日

時点での新潟市の各福祉事務所のケースワーカー一人当たりの担当世帯数の

平均は，74.6 と適正水準を保っており全国平均（95.8 世帯）を下回っている。 

以上の制度と現状を前提として次章以降のとおり，監査を実施した。 
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第４章 生活保護業務

第１ 面接相談

１ 制度

   生活保護の申請の多くは窓口での面接相談から始まる。国民はひとしく保護

の申請権を有しておりこれを侵害することは許されない。

   生活保護の相談があった場合には，①相談者の困窮の状況を把握し，②生活

保護制度についての正確な説明を行い，③保護の申請意思の有無を確認し，

④申請の意思が確認された場合には保護申請書を交付し，⑤申請手続につい

て助言を行う，こととされている。

   そして，面接の度毎に全区共通の「面接記録票」を作成することとされ，相

談の概要を書き取る他, 相談者の申請の意思の有無及び対応等を明記すること

とされている。後に申請権を侵害されたのではないか等のトラブルとなった

とき適正に面接相談を行っていたことを証明するのはこの面接記録票しかな

いことから，申請意思の有無や対応等必要事項は漏れなく記録されている必

要がある。

２ 監査方法及び監査事項

   上述のような手続の過程で，いわゆる水際作戦と見られるような申請権を侵

害する対応あるいは侵害していると見られかねない対応をしていないか，ま

た面接記録票が正しく記載されているか，について各区ごとに平成２５年４

月ないし６月分の面接記録票を監査した。監査した件数は次表のとおりであ

る。
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 【面接記録票監査件数】

北 東 中央 江南 秋葉 南 西 西蒲 合計

監査件数 65 125 178 50 49 42 144 62 715

３ 監査結果

（１） 北区（検討した件数・６５件）

     特に問題となる対応はなく，面接記録票の作成にも問題はなかった。

（２） 東区（検討した件数・１２５件）

・ 通帳残高７万５０００円余, 現金１万円を有する相談者に対して急迫

の状態ではないとして光熱費の支払及び食料品の購入後に再度の来所を

促していると思われるケースがあった。再来を求めるのではなく申請書

を交付すべき事案であったと思われる。

・ 相談者の医療費分だけでも生活保護を受けられないかとの相談に対 

して医療費の自己負担分だけを保護することはできない旨説明したとの

ケースがあった。相談者の真意を汲み取っていないのではないかと思わ

れる。

（３） 中央区（検討した件数・１７８件）
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     明らかに問題と思われる事案はなかった。但し，

・ 相談において親族に扶養照会をする旨告げたところ申請しないこと 

となったとするものが数件あった。親族に扶養照会をすることを告げる

こと自体は正規の手続の説明ではあるが，これが申請を断念するよう慫

慂しているのであれば問題であろう。取り敢えず申請書を交付すべきだ

ったのではないかと思われる。

・ 銀行に預金を有する一方，同銀行に同程度の借入債務があり，また，

その他の支払債務もある事案で，預金の活用を助言したとの事案があっ

た。このケースは相当額の預金があるため一見多額の資産を有するよう

にも見えるが，実際には預金担保と思われる貸付であり，既に要保護状

態であったのではないかと思われる。単に資産活用を促すだけでなく預

金の解約，他の債務などの支払を指導し，早急に保護申請をさせるべき

事案ではなかったかと思われる。この相談者はその後同年１２月時点で

も保護申請がなされた形跡がなく，アフターフォローの点からも問題が

ないとは言えない事案であった。

・ 相談時，通帳等を持参しなかったため後日改めて申請に来たいと話 

していたとして申請の意思なしと処理しているものがあったが，申請自

体に通帳は不要のはずであり，本来であれば申請の意思ありとして処理

すべきではなかったかと思われるケースがあった。

・ 申請の意思の有無が不明な相談票が数件あった。

（４） 江南区（検討した件数・５０件）
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     特に問題となる対応はなく，面接記録票の作成にも問題はなかった。

（５） 秋葉区（検討した件数・４９件）

  水際作戦と見られるような申請権を侵害する対応あるいは侵害している

と見られかねない対応が散見された。主なものは次のとおりである。

・ （求職活動を熱心に行っていないとして保護廃止になり，再び申請の 

相談のあったケースで）申請しても却下になる，まずはハローワークで

求職活動を頑張るようにと助言し申請書も交付しなかったというケース。

このケースは保護廃止となる前に自動車の保有についても処分指導に従

わない等問題のあったケースであるが，申請の意思がある以上申請書を

交付し，相当の理由があれば却下すべき事案であったと思われる。

・ 扶養義務者からの援助が優先されることを説明したとして申請書を 

交付しなかったケース。

・ 保護申請の際には借金の清算が必要であると説明したケース。

・ 申請後には自動車の運転は禁止されるので廃車してから来るように 

と助言したケースあるいは申請時に自動車の廃車証明，売却代金の領収

証を確認させてもらう等と説明したケースが数件あった。自動車の保有

については保護決定後に保有要件を満たしているか否かを検討し，満た

していなければ処分指導をすべきものであり，自動車を廃車にしてから

でないと申請できないかのような助言，説明は誤りであろう。
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      秋葉区では自動車を所有していることを理由に申請を断念させている

のではないかと思われる事案が相当数にのぼっていた。

・ このように申請権を侵害していると見られかねない対応が散見され 

るからか，他区に比較すると同一人が何度も申請の相談に訪れているの

が特徴的であった。

（６） 南区（検討した件数・４２件）

    特に問題となる対応はなく，面接記録票の作成にも問題はなかった。

（７） 西区（検討した件数・１４４件）

 ・ 預金７万円のみの相談者に対して預金がなくなったら申請に来るよ 

う指導したというケース。このケースは５月２４日の相談であるが医療

費の支払を済ませて同月２７日再来し，保護申請に至っているものであ

るが，当初の相談時点でも申請が可能であったケースと思われる。

 このケースの他にも預金残高が９万８０００円あるが最低生活費との

関係で預金が少なくなってから申請に来るよう指導したもの，同様に残

高１２万円のケース，残高１５万円のケースでも預金が少なくなってか

ら改めて来所するよう伝えたとするケースが散見された。上述のとおり

相談者の意思としては申請の意思があったのではないかと思われるケー

スであり，当初の相談時点で申請書を交付すべきではなかったかと思わ

れる。

（８） 西蒲区（検討した件数・６２件）
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    ・ 保護を受けようとする者は歩行困難で実兄宅に居候中のため実兄が相

談に来所したところ，保護は世帯単位となる旨説明し了解を得たとして

相談のみで終了とされたケース。保護を受けようとする弟は病気のため

東京のアパートを引き払って兄宅に一時的に身を寄せているだけであり，

居候を解消すれば別世帯として申請できるのではないかと思われるケー

スであった。

４ 指摘

（１） 新潟市福祉監査課による平成２４年ないし２５年の各区に対する監査で

も度々，申請権を侵害する対応あるいは侵害していると見られかねない対

応をしていないか，また面接記録票が正しく記載されているかについて監

査対象とされ問題点が指摘されていた。これを受けてか平成２５年４月な

いし６月の面接相談票を監査した限りでは，ほとんどの区で問題と思われ

る事例は少なくなっていた。但し，上述のとおり秋葉区では未だに問題と

思われる事例が少なくなかった。

     秋葉区で問題となる事例の多くは自動車を保有している相談者について

であり，自動車の運転は禁止されるので廃車してから来るようにと助言し

たケースや申請時に自動車の廃車証明，売却代金の領収証を確認させても

らう等と説明したケースである。上述のとおり，自動車の保有については

保護決定後に保有要件を満たしているか否かをケース診断会議で検討し，

満たしていなければ処分指導をすべきものであり，自動車を保有していな

いことを保護申請の要件であるかのごとき説明は申請権を侵害していると

言われても仕方のないものである。面接相談者には保護要件と保護決定後

の処分指導とを明確に区分した認識を持つよう要請したい。
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（２） 新潟市福祉監査課による監査でも度々指摘されているところであるが，

面接相談が適切に行われていることの資料となるのは「面接記録票」の記

載のみである。特に相談者の申請の意思の有無については正確に記載して

おくことが求められる。監査した面接記録票では申請の意思の有無のどち

らにもチェックがなされていないものが少数ながらあった。面接記録票の

作成者としては記録票の他の記載から申請の意思の有無が読み取れると思

ってチェックをしなかったのかも知れないところであるが，この点を曖昧

にすべきではないと思われる。最低限，申請の意思の有無欄のチェックは

全件で守られるべきである。

５ 意見

   相談時に相談者がある程度の現金預金を保有していると資産活用を指導し，

相談のみで終わったとするケースが全区的に見られた。もちろん最低生活費

を大きく超える現金預金を保有する場合にはそのような対応でよいが，実際

には判断が難しいケースもある。

   一人世帯で１０万円程度の現金預金しかなく最低生活費ギリギリのようなケ

ースも散見される。上述のとおりこのようなケースでも預金が少なくなった

ら申請に来るよう指導しているケースが多い。他方，保護申請があってから

原則として２週間以内に保護決定をするか否か判断しなければならないこと

になっているが，実際には例外として１ヶ月を要しているケースも多い。申

請してから１ヶ月後に保護決定がなされるとほとんど現金預金もなくなって

いる状態であろうと思われる。この場合申請があったことを前提に社会福祉

協議会からの小口貸付制度を利用して対応しているケースが多いようである

が，相談者として不安な日々が続くことになる。このようなケースでは相談
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時に申請書を交付しておき，現金預金が最低生活費を下回ったら直ちに申請

するよう指導するべきではないかと思われる。

   この点，現在の資産活用の指導あるいは保有現金等が少なくなったら再来す

るよう指導したという対応だけでは不十分ではないかと思われる。なお言え

ば，現在の保護決定の判断は申請時の保有資産を判断資料とする扱いで，か

つ保護決定の効果が申請日に遡及することから，そのような運用自体は不可

能とのことであるが，保護決定までに２週間ないし１ヶ月を必要とするので

あれば保有現金等からその期間分の生活費相当額を控除した額を保有額と認

定することができないかとも思われるところである。
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第２ 保護申請

 生活保護は申請に基づいて開始することを原則としている。

 上述の面接相談において，保護申請の意思が確認された相談者に対しては，

速やかに保護申請書を交付するとともに申請手続についての助言を行うこと

とされている。

 もっとも，法律上は保護申請は口頭でも可能となっているが，申請書に記

載して提出してもらい，これを受理しているのが現状である。

 申請書用紙を交付しないで，申請を事実上妨げるようなことがあってはな

らないのは勿論である。

 上述の面接相談での対応を監査した限り，申請の意思が明確である者に対

して申請書用紙を交付しない等という問題のあるケースはなかった。
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第３ 保護要件の審査

１ 制度

（１） 保護申請があると実施機関は保護の受給要件（法第４条）を満たしてい

るか否かを判断するため，申請者から必要な資料を的確に提出させる必要

がある。この資料としては①資産申告書，②収入申告書，③関係先照会の

同意書があり，事案によっては給与証明書，家賃証明書の提出を求める必

要もある。また，実施機関は申請者の世帯構成の把握や扶養義務者の有無

の確認のため，戸籍謄本や戸籍の附票，住民票等を収集する必要がある他，

申請者の申告以外にも資産・収入の有無等について金融機関等に照会した

り，名寄帳や不動産登記簿謄本を徴する等，法第２９条調査をすることと

されている。

（２） また，保護申請があったときは，実施機関は申請書等を受理したときか

ら１週間以内に申請者を訪問し，実地に調査しなければならないこととさ

れている。

２ 監査方法及び監査事項

 各区ごとに平成２５年４月中に保護開始決定（決裁）がなされた保護台帳の

提出を求め，この内，東区，中央区，西区については開始決定がなされたケ

ースの半分のケース（ケース番号の下一桁奇数もしくは偶数によりランダム

に抽出）について，他は全ケースについて個々の保護台帳を閲覧し，次の①

～⑪の事項について監査した。なお，その件数は次のとおりである。
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 【保護要件の監査件数】

北 東 中央 江南 秋葉 南 西 西蒲 合計

監査件数 3 17 21 7 3 2 11 4 68

【監査事項】

① 世帯認定が適切になされているか。

② 申請に必要な資料が徴集されているか（資産申告書，収入申告書，同意

書）

③ 申請後，１週間以内に訪問調査が実施されているか。実施されていない

場合に合理的な理由があるか。

④ 預金照会がなされているか。その結果の一覧表がケース記録に綴られて

いるか。

⑤ 保険照会がなされているか。その結果の一覧表がケース記録にが綴られて

いるか。

⑥ 預金照会が世帯員全員分についてなされているか。

⑦ 保護申請前の預金通帳のコピーを徴しているか。

⑧ 申請者が取得している可能性のある遺産分割未了の財産の有無をチェッ

クしているか。

⑨ 絶対的扶養義務者が申請者の申告または戸籍謄本によって確認されてい

るか。

⑩ 絶対的扶養義務者の住所が申請者の申告または戸籍の附票等によって確

認されているか。

⑪ 絶対的扶養義務者に対して扶養照会がなされているか。
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  なお，不動産保有の場合の名寄帳及び登記簿謄本の徴集については後述の

不動産保有の項で述べる。

３ 監査結果

上述の①ないし⑪の事項についての監査結果は［監３－１］ないし［監３

－１１］のとおりである。表の内容については必要に応じてコメントする。

［監３－１］世帯認定が適切になされているか

北 東 中央 江南 秋葉 南 西 西蒲 合計

○ 3 17 21 7 3 2 11 4 68

× 0 0 0 0 0 0 0 0 0

合 計 3 17 21 7 3 2 11 4 68

  世帯認定については各区とも全件について適切になされていた。

［監３－２－１］申請に必要な資料が徴集されているか－資産申告書

北 東 中央 江南 秋葉 南 西 西蒲 合計

○ 3 17 21 7 2 2 11 4 67

× 0 0 0 0 1 0 0 0 1

合 計 3 17 21 7 3 2 11 4 68

・ 秋葉区の１件は前年９月他都市で保護開始がなされ，その際には徴集さ

れていたためか秋葉区では徴集していなかったものである。
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［監３－２－２］申請に必要な資料が徴集されているか－収入申告書

北 東 中央 江南 秋葉 南 西 西蒲 合計

○ 1 16 18 5 0 2 5 4 51

× 2 1 3 2 3 0 6 0 17

合 計 3 17 21 7 3 2 11 4 68

 収入申告書は保護申請前３ヶ月分の収入について申告を求めているところ，

全区において全件収入申告書自体は徴集されているが，南区及び西蒲区以外

では何月分の収入か不明なものや金額欄に全く記載のないものもあり，収入

申告書としては不完全なものが散見された。

［監３－２－３］申請に必要な資料が徴集されているか－同意書

北 東 中央 江南 秋葉 南 西 西蒲 合計

○ 3 17 21 7 3 2 11 4 68

× 0 0 0 0 0 0 0 0 0

合 計 3 17 21 7 3 2 11 4 68

 全区において全ケースで徴集されていた。
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［監３－３－１］申請後，１週間以内に訪問調査がされているか。

北 東 中央 江南 秋葉 南 西 西蒲 合計

○ 3 12 10 7 3 2 4 2 43

× 0 4 11 0 0 0 7 2 24

非該当 0 1 0 0 0 0 0 0 1

合 計 3 17 21 7 3 2 11 4 68

［監３－３－２］訪問されていない場合に合理的な理由があるか。

北 東 中央 江南 秋葉 南 西 西蒲 合計

○ 0 2 10 1 0 0 2 1 16

× 0 2 1 0 0 0 5 1 9

非該当 3 13 10 6 3 2 4 2 43

合 計 3 17 21 7 3 2 11 4 68

  ・ 北区，秋葉区及び南区では全件で１週間以内に訪問されていた。

  ・ その他の区では１週間以内に訪問されていないケースも散見されたが,  

その多くはいわゆるホームレス申請（特に，中央区で多い）や病院あるい

は緊急保護施設に入所中等であり１週間以内に訪問調査ができなかったこ

とにそれなりの理由があるものである。

・ しかし，保護台帳を見る限り，特別の理由がないのに１週間以内に訪問

調査をしていなかったケースが，東区で２件，中央区で１件，西区で５件，

西蒲区で１件あった。
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［監３－４－１］預金照会がされているか

北 東 中央 江南 秋葉 南 西 西蒲 合計

○ 2 17 20 5 3 2 11 4 64

× 1 0 1 2 0 0 0 0 4

合 計 3 17 21 7 3 2 11 4 68

 照会されていない４件の内，北区のケースと江南区のケースは直前まで他区

で保護受給中のものであり，他区の保護開始時には照会されていたものであ

る。中央区の１件は東日本大震災により福島から避難してきた者による申請

のケースであるが，照会をしないでよい理由はないと思われる。

［監３－４－２］預金照会の結果一覧表が綴られているか

北 東 中央 江南 秋葉 南 西 西蒲 合計

○ 2 17 16 5 3 2 7 4 56

× 1 0 5 2 0 0 4 0 12

合 計 3 17 21 7 3 2 11 4 68

東区，秋葉区，南区及び西蒲区以外では照会結果の一覧表の綴られていな

いケース記録が散見された。
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［監３－５－１］保険照会がされているか

北 東 中央 江南 秋葉 南 西 西蒲 合計

○ 2 17 20 5 3 2 11 4 64

× 1 0 1 2 0 0 0 0 4

合 計 3 17 21 7 3 2 11 4 68

照会されていない４件の内，北区のケースと江南区のケースは直前まで他

区で保護受給中のものであり，他区の保護開始時には照会されていたもので

ある。中央区の１件は預金調査と同様東日本大震災により福島から避難して

きた者による申請のケースであるが，照会をしないでよい理由はないと思わ

れる。

［監３－５－２］保険照会の結果一覧表が綴られているか

北 東 中央 江南 秋葉 南 西 西蒲 合計

○ 2 17 16 5 3 2 7 4 56

× 1 0 5 2 0 0 4 0 12

合 計 3 17 21 7 3 2 11 4 68

  ここでも東区，秋葉区，南区及び西蒲区以外では照会結果の一覧表の綴られ

ていないケース記録が散見された。
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［監３－６］預金の照会が世帯全員についてなされているか

北 東 中央 江南 秋葉 南 西 西蒲 合計

○ 2 9 21 4 3 2 5 1 47

× 1 0 0 0 0 0 1 0 2

非該当 0 8 0 3 0 0 5 3 19

合 計 3 17 21 7 3 2 11 4 68

  被保護者以外の世帯員の預金について，北区及び西区で照会されていないケ

ースがそれぞれ１件ずつあった。

［監３－７］保護申請前の通帳のコピーを徴しているか

北 東 中央 江南 秋葉 南 西 西蒲 合計

○ 2 15 15 7 3 2 9 3 56

× 1 1 4 0 0 0 2 1 9

非該当 0 1 2 0 0 0 0 0 3

合 計 3 17 21 7 3 2 11 4 68

  申請者の取引金融機関の把握や資産調査の観点からも，申請前の通帳のコピ

ーを徴集するのがよい方法かと思われるところ，実際にも大半のケースでは

徴集していた。長年ホームレス状態にあったと思われる申請者から徴集して

いなくても問題視していない。
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［監３－８］遺産分割未了の財産の有無をチェックしているか

北 東 中央 江南 秋葉 南 西 西蒲 合計

○ 0 0 0 0 0 0 0 0 0

× 0 3 4 1 0 0 0 0 8

非該当 3 14 17 6 3 2 11 4 60

合 計 3 17 21 7 3 2 11 4 68

平成２０年４月以降に両親が死亡したケースについて相続財産の有無をチ

ェックしているか否かを調査した結果である。

両親が平成２０年４月以降に死亡したケースは全区で８件あったが，いずれ

のケースでも特に相続財産の有無については調査されていなかった。

［監３－９］絶対的扶養義務者が確認されているか

北 東 中央 江南 秋葉 南 西 西蒲 合計

○ 3 17 21 7 3 2 11 3 67

× 0 0 0 0 0 0 0 1 1

合 計 3 17 21 7 3 2 11 4 68

（１） 保護申請があると，実施機関は申請者の，

① 絶対的扶養義務者（直系血族及び兄弟姉妹）及び

② 相対的扶養義務者（３親等内の親族）の内，実際に申請者を扶養

しているか過去に申請者から扶養を受ける等特別の事情があり扶

養能力があると推測される者

   の存否を確認し書面を送付する等して扶養の可能性について調査する。

    まず申請者の自己申告や戸籍・除籍謄本を収集して扶養義務者の存否を
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的確に把握確認しているかを検討した。

（２） 西蒲区で徴集していなかった１件は南区から移管のケースであり，南区

で徴集されていたことから徴集が省略されたものである。従って扶養義務

者の存否の確認については必要な調査や資料の徴集は全てのケースでなさ

れていた。

［監３－１０］絶対的扶養義務者の住所が確認されているか

北 東 中央 江南 秋葉 南 西 西蒲 合計

○ 3 17 21 5 2 2 11 3 64

× 0 0 0 1 1 0 0 1 3

非該当 0 0 0 1 0 0 0 0 1

合 計 3 17 21 7 3 2 11 4 68

  江南区及び西蒲区のケースはそれぞれ他区からの移管であり，前区で徴集さ

れていたものである。秋葉区のケースは申請者の妻の両親について調査がさ

れていないものである。但し，この両親は相当な高齢者であり扶養義務を果

たすことが困難と思われても仕方のないケースであった。従って，扶養義務

者の住所についても全てのケースで確認されていたと考えて良いと思われる。
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［監３－１１］絶対的扶養義務者に扶養照会がされているか

北 東 中央 江南 秋葉 南 西 西蒲 合計

○ 3 13 15 4 2 2 10 3 52

× 0 3 3 2 1 0 1 1 11

非該当 0 1 3 1 0 0 0 0 5

合 計 3 17 21 7 3 2 11 4 68

  ・ 非該当の事案はいずれも夫のＤＶ（配偶者暴力）により別居しているケ

ースや長年にわたって音信不通の状態にあるケースであり，扶養照会をし

ないことに合理的な理由のあるものである。

・ 他方で合理的な理由がなく，交流のありそうな兄弟姉妹等に扶養照会

をしていなかったケースが全区合計で１１件あった。但し，江南区の１

件は西区から移管のケースで西区において照会されていた。また，他区

から移管のケースでは前区での扶養照会で扶養不可能との回答を得てい

たため照会しなかったケースもあった。

４ 指摘

（１） 申請に必要な資料の徴集

     上述のとおり資産申告書及び関係機関への照会の同意書は全件で徴集さ

れているが，収入申告書についてはやや杜撰な面があり，どの程度きちん

と説明し記載させていたのか疑問が生ずるものがあった。これは担当のケ

ースワーカーに限らず，要否認定をする際の決裁権者の見落としでもあり
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手続的に不十分といわざるを得ないものである。収入申告書は保護の要否

判断をするには必要不可欠の資料であるが，不十分な徴し方であることは

適切ではない。

（２） 申請後，１週間以内の訪問調査

     ホームレス申請であったり緊急保護施設に入所中等であり１週間以内に

訪問調査ができなかったことにそれなりの理由があるものがほとんどであ

るが，保護台帳上合理的な理由が見当たらず訪問していないケースもわず

かにあった。後述のとおり訪問調査は申請者・被保護者世帯の生活実態を

把握し，自立を促すためにも不可欠なものであり，保護開始決定前といえ

ども合理的な理由のない限りは必ず実施すべきものである。

（３） 預金・保険照会

    ほとんど全部のケースで世帯員全員の分を含めて照会がなされているが，

その結果の一覧表が綴られていないケースが多い。このような状態では組

織としての把握が十分にできないと思われる。特にケースワーカーの多く

は３年前後で担当が変わるのであるから，後任者にも必要な調査がなされ

ているか否かを明確にするためにも一覧表を綴るべきである。

    また，預金調査先の資料としても資産申告の資料としても申請者が所持

する預金通帳についてはコピーを徴すべきと思われる。実際にも大半のケ

ースでコピーを徴していた。ホームレス申請等では通帳を所持していない

者も多いのが実情であるが，それ以外は積極的に徴するべきものと思われ

る。
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（４） 絶対的扶養義務者への扶養照会

     扶養義務者への照会はおおむね適切になされていると思われる。照会し

なかったケースは上述のとおり，過去に扶養義務者から暴行（ＤＶを含

む）を受けたことがあったり，扶養義務者が国外にいたり，過去に他市で

保護受給の際に扶養照会をした際に扶養不可能との回答を得ていたもので

あったり，永年にわたって行き来のないものであったり，扶養義務者自身

が保護受給者である等，照会しなかったことにそれなりの理由があるもの

がほとんどである。しかし，照会の発送時に住所が変わっていて送達され

ずに戻ってきたものをそのまま放置していたものや，照会しない理由が不

明なものもわずかながらあった。

    逆に，異母兄弟で全く交流のない兄弟への照会，死亡した兄の妻への照

会など照会が不要と思われるケースもあった。

    なお，要保護者の同一管内に居住する重点的扶養義務者に対しては実地

調査もすることとされているが，この調査の必要なケースはではいずれも

実地調査はされていなかった。

５ 意見

（１） 預金照会 

    預金照会は新潟市内の都市銀行，地方銀行，信金・信組，労金等定型の

金融機関に，戸籍の附票や申請者からの聴き取りを基に過去の住所歴の金

融機関を加えて行っている。加えるべき過去の住所地の金融機関も概ね妥

当と思われるが，県外から初めて新潟市に来たホームレスの申請について

まで定型的な新潟市内の金融機関への照会が必要なのかは疑問である。業
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務の効率化を図るためには，新潟市内に居住歴を有しない者について，定

型的な新潟市内の金融機関への照会を省略しても支障はないものと思われ

る。

 （２） 絶対的扶養義務者の調査

申請者の戸籍謄本及び戸籍の附票は全件入手していたが住民票は入手し

ているものとしていないものがあり，担当者によってバラツキがあった。

絶対的扶養義務者である親兄弟について父母が死亡したとの聴き取りが

あるだけで戸籍・除籍謄本で確認されておらず，その結果，兄弟姉妹の存

在が検討されていないと思われるケースもあった。実父母の死亡の確認は，

その生活歴の聴取と併せて，上述のとおり遺産分割未了の相続財産の確認

にも繋がるものであり，その重要性に鑑みれば，確実に戸籍・除籍謄本を

収集する必要があろう。

    なお，このような担当者によって戸籍・除籍謄本や住民票の収集にバラ

ツキがあることは，明確なマニュアルがないことが大きな要因と思われる。

ケースワーカーに対する指導やマニュアルの作成が望まれるところである。

（３） 名寄帳の収集

 不動産の保有については後に述べるが，申請者が不動産を保有している

旨申告すれば名寄帳や登記簿謄本を入手するが，保有していない旨申告す

るときは特段の調査をしない扱いとなっている。別途不動産保有のケース

記録を監査したところ，不動産を保有している認識がなかったのに保有し

ていたケースも散見されたことからすると，登記簿謄本は別としても名寄

帳あるいは無資産証明書は収集してしかるべきではないかとも思われる。



61 

この点，南区及び西蒲区では保護申請のあった全ケースについて資産税課

に不動産の有無について照会している。

（４） 遺産分割未了財産の有無の調査

     不動産の保有調査については項を改めて述べることとするが，未だ申請

者の所有名義にはなっていない遺産分割未了の不動産が存在する可能性も

ある。申請者の両親などが最近死亡している事案でも相続財産の有無につ

いての調査はヒアリングも含めてほとんど行われていないようである。こ

のことは前述の扶養義務者の調査において両親等の死亡の記載のある戸

籍・除籍謄本が必ずしも必要十分に収集されていないことからも推測され

る。相続財産があれば自立の一助となる可能性も大きいものであるから必

要な調査がされてしかるべきものと思われる。
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第４ 保護決定 

１ 保護開始 

（１） 制度 

実施機関は保護申請があったときから１４日以内に保護の要否，種類，

程度及び方法を決定して申請者に書面をもって通知しなければならない。

上述の資産収入や扶養義務者の調査等は申請後２週間以内に完了するもの

ではないので現実には収集された資料で保護の要否判断をし，要件を満た

していれば保護開始決定をし，これらの調査は開始決定後にも引き続いて

行われることになる。その結果資産が発見されたり扶養義務者の扶養が可

能となれば保護廃止となったり法第６３条による保護費返還となる。 

     そして，資産状況等の調査に時間を要する特別な理由があるときであっ

ても３０日以内には保護開始または却下等の決定をしなければならないこ

ととされている。 

（２） 監査方法及び監査事項 

     上述の平成２５年４月中に保護開始決定（決裁）がなされた保護台帳に

ついて次の事項を監査した。 

① 申請後，２週間以内に保護要否決定がされているか（決定がなされ 

ていない場合に特別な理由があるか）。 

② 申請後，１ヶ月以内に保護要否決定がなされているか。 
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（３） 監査結果 

     上述の①及び②の事項についての監査結果は［監４－１］及び［監４－

２］のとおりである。表の内容については必要に応じて各区ごとにコメン

トする。 

［監４－１］申請後，２週間以内に保護開始決定がされているか（決定がされて

いない場合に特別の理由があるか）。     

北 東 中央 江南 秋葉 南 西 西蒲 合計

○ 3 13 15 6 1 2 6 4 50

× 0 4 6 1 2 0 5 0 18

合 計 3 17 21 7 3 2 11 4 68

（ⅰ） 北区，南区及び西蒲区以外の区では２週間以内に保護開始決定がな

されていないケースが散見された。 

（ⅱ） 中央区では２週間以内に保護開始決定がなされていないケースが６

件あったが，その内の５件はホームレス申請で住居の確定に時間を要し

たものあるいは医療扶助で医療費の回答が遅れたものであり，それなり

の理由があるものである。 

      しかし，１件は資産調査に時間を要したとしつつ，名寄帳及び登記簿

謄本を徴するのに時間を要しているだけで，保護台帳からは合理的な理

由が見当たらないケースである。 

（ⅲ） その他の区の２週間以内に保護開始決定がなされなかったケースも
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調査に時間を要した等というものであり，特別な理由があったとは思え

ないものが散見された。 

［監４－２］申請後，１ヶ月以内に保護開始決定がされているか     

北 東 中央 江南 秋葉 南 西 西蒲 合計

○ 3 17 21 7 3 2 11 4 68

× 0 0 0 0 0 0 0 0 0

合 計 3 17 21 7 3 2 11 4 68

   全区全ケースにおいて申請後，１ヶ月以内に保護開始決定がなされていた。 

（４） 指摘 

    ほとんどのケースで２週間以内に保護要否決定がなさているかもしくは住

居が未確定であったり，医療扶助について病院からの医療費の回答が遅くな

ったりしたもので２週間を超えたことに合理的な理由のあるものであった。 

    しかし，資産調査に時間がかかったというだけで合理的な理由がなく２週

間を超えるケースもわずかながらあった。特に，西区では２週間以内に保護

開始決定がなされたケースとなされなかったケースがほぼ同数であり，原則

を遵守しようとの認識が不足しているように感じられた。 

 申請のあった日から１４日以内に保護要否の決定を通知しなければならな

いとする趣旨は，最低限度の生活を迅速に確保させることにある。決定まで

に長期間を費やすときは，その間，申請者の最低生活が維持されないことに

なってしまう。事務処理の遅れゆえに１４日を超過することのないよう注意

すべきである。 
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２ 却下及び取下げ 

（１） 制度 

生活困窮者が福祉事務所に対し生活保護の開始申請をしても，保護要件

が満たされていなければ同申請は却下されることになる。また，法第７条

は申請保護の原則をとっていることから，一旦，保護申請をしても本人が

自らの意思で当該申請を取下げることは自由である。しかし，法に定める

要件を満たす限り誰でも保護を受給できるというのが生活保護制度なので

あるから，実施機関において申請の違法な却下や取下げを促すような言動

はあってはならない。また，申請の却下や取下げ自体に問題がなかったと

しても，生活の困窮を理由に保護開始の申請をしているのであるから事後

フォローが必要なケースについては適切なフォローが実施される必要があ

る。 

（２） 監査方法及び監査事項 

却下ケースについては，①却下の理由は正当か，②却下後事後フォロー

が必要なケースについては適切なフォローが行われているか， 

取下げケースについては，①取下げにつき不正ないし不適切な働きかけ

はないか，②取下げ後事後フォローが必要なケースについては適切なフォ

ローが行われているかにつき，保護台帳に基づき監査した。 

抽出した案件は，平成２５年４月中に保護申請の却下（決裁）がなされ

た案件９件（東区２件，中央区３件，江南区２件，秋葉区２件）及び保護

開始申請の取下げがなされた案件２件（中央区２件）である。 
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（３） 監査結果 

［監４－３］却下の理由は正当か 

北 東 中央 江南 秋葉 南 西 西蒲 合計

○ 0 2 3 2 1 0 0 0 8

× 0 0 0 0 1 0 0 0 1

合 計 0 2 3 2 2 0 0 0 9

［監４－４］却下ケースで事後フォローの必要な事案についてフォローが行われ

ているか 

北 東 中央 江南 秋葉 南 西 西蒲 合計

○ 0 1 1 1 0 0 0 0 3

× 0 0 0 1 0 0 0 0 1

非該当 0 1 2 0 2 0 0 0 5

合 計 0 2 3 2 2 0 0 0 9
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上記各表の内容について各区ごとにコメントする。 

（ⅰ） 東区の却下ケース２件 

最低生活費を上回る資産や収入が判明したもので却下の理由にいずれ

も問題はなかった。また，最低生活費を上回る資産が判明したケースに

ついては，申請者に対し「生活費がなくなればいつでも相談を受け付け

る」と伝えてあり，適切なフォローがなされていた。 

（ⅱ） 中央区の却下ケース３件 

最低生活費を上回る資産や収入があったものと申請後転出したもので

却下の理由にいずれも問題はなかった。また，最低生活費を上回る資産

が判明したケースは，法第２９条調査により内妻の預金数百万円余が見

つかったもので，その金額から当面事後フォローの必要のないものであ

った。 

（ⅲ） 江南区の却下ケース２件 

いずれも僅かではあるが最低生活費を上回る資産があった（最低生活

費を収入充当額が上回っている）もので却下の理由には問題はなかった。

しかし，いずれのケースについても事後フォローの必要があると判断さ

れるところ，１件については手持ち金減少後再申請予定というフォロー

があり，実際，４か月後に再申請がなされていた。 

しかし，もう１件については，不適切な処理のもと事後フォローがな

されなかった。このケースは，最低生活費を収入充当額が１万数千円程
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超えており，却下の理由は正当である。しかし，傷病により申請者には

稼働能力がない可能性が高かったところ，申請者には年金を別にすれば

生活を維持する上で活用できる資産は保険（解約返戻金数十万円）くら

いしかなかった。保護台帳には翌月から年金受給権が発生する旨の記載

があるが裏付け資料が全くない。申請者が年金について明確な資料を所

持しており，法第２９条調査をするまでもなかったというのであればそ

のコピーを編綴すべきであった（コピーが無理なら，基礎年金番号等の

当該年金に関する具体的情報を記録すべきであった）。そのため，保護

台帳上は申請者の年金受給権に関し客観的資料は何もないばかりか，年

金額すら不明のケースとなってしまった。 

したがって，保護台帳から判断する限り，本件ケースについては，申

請却下後フォローが必要な状況にあった可能性が高いと言わざるを得な

い。それにも拘わらず何らのフォローがなされていないのであるから，

不適切な対応であったということになる。 

（ⅳ） 秋葉区の却下ケース２件 

１件は最低生活費を上回る資産があったもので却下の理由に問題はな

かった。また，申請者に対し「手持ち金が減ったら再申請できる」と説

明しており，適切なフォローがなされていた。もう１件は，指導義務違

反（能力不活用）により保護廃止となった者から再申請があった事案で

あるが，指導義務違反（能力不活用）により却下となった。しかし，ハ

ローワークを週３回以上利用し，週１度は応募という指示は無駄，無理

を強いるもので却下理由は正当ではなかった。 
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［監４－５］取下げに不正・不適切な働きかけはないか

北 東 中央 江南 秋葉 南 西 西蒲 合計

○ 0 0 1 0 0 0 0 0 1

× 0 0 1 0 0 0 0 0 1

合 計 0 0 2 0 0 0 0 0 2

［監４－６］取下げケースで事後フォローの必要な事案についてフォローが行わ

れていたか 

北 東 中央 江南 秋葉 南 西 西蒲 合計

○ 0 0 1 0 0 0 0 0 1

× 0 0 0 0 0 0 0 0 0

非該当 0 0 1 0 0 0 0 0 1

合 計 0 0 2 0 0 0 0 0 2

上記表の取下げケース２件（中央区）についてコメントする。 

１件は申請直後に１００万円の定額貯金のあることが判明したケースで取

下げ理由は合理的であり，不正な働きかけもみられなかった。また，１００

万円という金額から当面事後フォローの必要のないものであった。 

しかし，もう１件は，取下げに関し不適切な働きかけがあったのではない

かと疑われるものであった。このケースは，ホームレス状態の申請者が申請

の数日後，取下げ書を持参したというものである。取下げの理由は，申請者

の親族が申請者の口座を使い借入金の返済をしていたため申請時点で口座残

高があったことに関し，「主の所持金とみなされる」旨説明を受けたという

ことにある。しかし，当該口座の開設経緯や入出金状況によっては当該親族
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の預金と認定できる場合がないとは言えない。また，「みなされる」という

言葉は，実際はどうであるかに拘わらずそのように扱われるということを意

味するものであり，「主の所持金とみなされる」旨の説明は不適切であった。

仮に上記預貯金が収入充当されたとしても，ホームレス状態で申請者の月収

が僅かしかないとなれば，このケースにおいては保護開始となった可能性も

十分にある。 

したがって，このケースについては取下げに不適切な働きかけがあったも

のと考える。 

但し，取下げ書受け取り後，「生活困難となった場合，再度相談に来るよ

うに」と伝え，適切なフォローがなされていた。その後，申請者から「もう

一度申請したい」との電話があったが，実際申請があったか否かについては

保護台帳上不明であった。 

（４） 指摘 

（ⅰ） 江南区の却下ケースに関して 

収入認定額が最低生活費を超えていることを理由に保護申請の却下

をしたが事後フォローの必要がないと認定した場合には，保護申請者

が生活に困窮しない状況にあることを保護台帳に記録し，その裏付け

資料を保護台帳に編綴されたい。 

（ⅱ） 秋葉区の却下ケースに関して 

指導義務違反を理由に保護の再申請を却下する場合には，当該指導

が再申請者に対し，無駄，無理を強いる内容となっていないか等合理
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性を十分に検討されたい。 

（ⅲ） 中央区の取下げケースに関して 

     判例は，自らの出損によって自己の預金とする意思で預け入れた者

が預金者であるとしており，口座の名義人が預金者であるとは限らな

い。したがって，出損者が口座名義人と異なる預金について収入認定

をする場合には，口座の開設経緯や入出金状況について十分調査をし

なければならない。それ故，保護申請者等に対し預金の収入認定の説

明をするに際しては，不適切な働きかけとならないよう，名義のみを

根拠に断定的な説明をしないよう心がけられたい。 
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第５ 保護開始後の調査等

   生活保護は生活に困窮する者がその利用しうる資産・能力その他あらゆるも

のを，その最低限度の生活の維持のために活用することを要件として行われ

る。すなわち，自らの力で最低生活を維持することができない場合に行われ

る。保護開始決定がなされた後も，被保護者が自らの力で最低生活を維持す

ることができるようになれば保護の必要性がなくなるし，これができるよう

に指導していくことが必要となる。

 そのために保護開始決定後には被保護者ごとに援助方針を策定し，一方で

被保護者の生活実態を把握するため訪問調査をし，年金を含む収入調査を継

続し，他方で課税調査も行うこととされている。

１ 援助方針

（１） 制度

     保護が開始されるとそれまでの訪問調査や関係機関調査によって把握し

た被保護者の生活状況を踏まえて，個々の被保護者の自立に向けた課題を

分析するとともに，それらの課題に応じた具体的な援助方針を策定するこ

ととされている。そしてこの策定された援助方針は原則として被保護者本

人にも説明し理解を得るよう努めることともされている。

     また，被保護者世帯に対する指導援助の結果を適宜適切な時期に評価し，

援助方針の見直しを行うことともされ，世帯の状況等の変動にあわせて行

うほか，世帯の状況に変動がなくても少なくとも年に１回以上行うことと

されている。策定された援助方針は個別の保護台帳に綴ることともされて

いる。
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（２） 監査方法及び監査事項

     平成２５年４月中に保護開始決定（決裁）がなされたケースの内，中央

区，東区，西区については半数のケースについて，その他の区については

全ケースについて個別の保護台帳を閲覧し，次の事項について監査した。

①  個別のケースごとに援助方針が策定され，各保護台帳に綴られてい

るか。

② 策定された援助方針は適切な内容になっているか。

（３） 監査結果

［監５－１］援助方針が策定されて個別台帳に綴られているか

北 東 中央 江南 秋葉 南 西 西蒲 合計

○ 3 17 21 7 2 2 11 4 67

× 0 0 0 0 1 0 0 0 1

合 計 3 17 21 7 3 2 11 4 68

  秋葉区の１件を除いては全区全ケースで援助方針が策定され，各保護台帳に

綴られていた。秋葉区の１件も保護開始時の援助方針は作成されていないも

のの１年後には策定され綴られていた。
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［監５－２］援助方針の内容は適切か

北 東 中央 江南 秋葉 南 西 西蒲 合計

○ 1 16 20 7 1 2 10 4 61

× 2 1 1 0 2 0 1 0 7

合 計 3 17 21 7 3 2 11 4 68

   援助方針が不適切と判断したもののほとんどは具体性を欠くものや世帯員

個々に対する具体的な方針が策定されていないものである。例えば，

・ ６７歳ではあるが健康で就労意欲もある被保護者について「健康に留意

するよう指導助言する」というのみの援助方針（北区）

・ 統合失調症ではあるが就労意欲があり地域活動支援センターに通い続け

る被保護者について，就労支援について何も触れられていない援助方針

（北区）

・ 知的障がいはあるものの軽労働は可能でありその意欲もある被保護者の

娘に対する就労支援が何も触れられていない援助方針（秋葉区）

等である。

（４） 指摘

上述の通り援助方針は１年に１回は見直すこととされているが，１年後

の援助方針も前回のものと全く同じで見直されたのか否か不明なものも散

見された。
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援助方針を策定し，これを組織全体としての方針とするため各保護台帳

に綴って保管するということはほとんど漏れなく実施されている。

     しかし，その内容については例えば就労を支援・助言するとか扶養義務

者との交流を図るよう指導する或いは健康に留意するよう指導助言する等

具体性を欠くものが多い。就労支援について言えば，就労支援の指導・助

言というだけでなく，新潟市就労支援プログラムに参加させるための方策

等に踏み込んで具体的な方針を策定すべきであろう。
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 ２ 訪問調査

 （１） 制度

（ⅰ） 生活保護の保障は要保護者個々の需要に基づいて行われるものであ

るから，要保護者の生活の実態を把握しそれに基づいた保護を行わなけ

ればならない。

      要保護者の生活状況などを把握し援助方針に反映させることや，保護

の要否及び程度の確認，更に自立を助長するための助言指導を行うこと

を目的として，世帯の状況に応じて訪問調査を行うこととされている。

この訪問調査は年間訪問計画を策定の上，行うことともされており，計

画を策定するに当たっては家庭訪問については少なくとも１年に２回以

上訪問すること，入院入所者訪問については１年に１回以上訪問するよ

う留意することとされている。

      これを受けて新潟市ではＡ～Ｆの訪問格付を行い，この格付に応じた

家庭訪問をすることとしている。格付の内容と訪問の頻度は下表のとお

りである。
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【資５－１】訪問格付

格付 該当世帯 訪問頻度 

Ａ 常時，生活実態の把握や援助を要する者のいる世帯 毎月１回以上 

Ｂ 重点的に生活実態の把握や援助を要する者のいる世帯 ２か月に１回以上

Ｃ 定期的に生活実態の把握や指導を要する者のいる世帯 ３か月に１回以上

Ｄ 
生活状況がほぼ安定し，適宜生活実態の把握や援助で対応できる

世帯 
４か月に１回以上

Ｅ 生活状況が安定し，適宜生活実態の把握や援助で対応できる世帯 ６か月に１回以上

Ｆ 関係機関により生活実態が把握されている世帯 １年に１回以上 

 そして，保護開始決定から３ヶ月間は原則として格付をＡとし，その

間に生活状況や援助・指導の要否の程度を確認し，その後上記Ｂないし

Ｆに格付を変更している。

（ⅱ） このような訪問調査によって把握した要保護者の生活状況を踏まえ，

個々の要保護者の自立に向けた課題を分析するとともに，それらの課題

に応じて上述の具体的な援助方針を策定することとされている。

（２） 監査方法及び監査事項

     平成２５年４月中に保護開始決定がなされたケースの内，中央区，東区，

西区については半数のケースについて，その他の区については全ケースに

ついて個別の保護台帳を閲覧し，次の事項について監査した。

① 保護開始決定当時の訪問格付は適切か。

② 訪問格付に沿った訪問調査がなされているか（保護開始後，格付変 
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更がなされるまで）。

③ 訪問格付の変更時期は適切か。

④ 変更後の訪問格付は適切か。

⑤ 変更後の訪問格付に沿った訪問調査がなされているか（平成２６年 

３月までの間）。

（３） 監査結果

     上記①ないし⑤の事項についての監査結果は［監５－３］ないし［監５

－７］のとおりである。表の内容について各区ごとにコメントする。

［監５－３］保護開始決定当時の訪問格付は適切か

北 東 中央 江南 秋葉 南 西 西蒲 合計

○ 1 10 20 5 1 2 9 4 52

× 0 0 0 0 1 0 0 0 1

非該当 2 7 1 2 0 0 2 0 14

不明 0 0 0 0 1 0 0 0 1

合 計 3 17 21 7 3 2 11 4 68

   保護開始当時の訪問格付はほとんどがＡとされていた。江南区では保護開始

時に長期入院中の被保護者２名についてＤに格付けされていたが結果として

は適切である。

   秋葉区では１件は格付の記載がなく不明であり，１件については保護台帳に

「生活実態に疑義があり要注意世帯」と記されているにもかかわらず当初か

らＣに格付けされており不適切な格付と言わざるを得ないものである。
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［監５－４］開始後訪問格付に沿った訪問調査がなされているか

北 東 中央 江南 秋葉 南 西 西蒲 合計

○ 3 10 10 1 0 0 3 2 29

× 0 5 9 6 3 2 8 2 35

非該当 0 2 2 0 0 0 0 0 4

合 計 3 17 21 7 3 2 11 4 68

非該当の４件は保護開始直後に死亡，他区への移管による廃止のケース３

件と長期入院となったケース１件であり，格付どおりの訪問調査が不要或い

は困難なものである。

   しかし，全区的に格付どおりの訪問調査が実施されていないのが実情である。

新規に保護を開始したのであるから，少なくとも当初の３ヶ月間は被保護者

の生活実態を的確に把握するためにも格付どおりの訪問調査が必要不可欠と

思われるところ，格付どおりに訪問調査をしているのは半分のケースにも満

たなかった。

［監５－５］訪問格付の変更時期は適切か

北 東 中央 江南 秋葉 南 西 西蒲 合計

○ 3 13 8 3 0 0 7 3 37

× 0 1 4 0 0 0 2 1 8

非該当 0 2 5 4 1 0 1 0 13

不明 0 1 4 0 2 2 1 0 10

合 計 3 17 21 7 3 2 11 0 68
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［監５－６］変更後の訪問格付は適切か

北 東 中央 江南 秋葉 南 西 西蒲 合計

○ 3 15 14 3 1 1 8 4 49

× 0 0 3 0 1 0 1 0 5

非該当 0 2 4 4 1 0 1 0 12

不明 0 0 0 0 0 1 1 0 2

合 計 3 17 21 7 3 2 11 4 68

   格付変更の時期の適切さと変更後の格付の適切さは同様の問題を孕むのでま

とめてコメントする。

   訪問格付は保護開始から３ヶ月間はＡとされて１ヶ月に１回の訪問調査を行

うが，ほとんどのケースではこの３ヶ月間で被保護者の生活実態を把握した

として，その後格付を変更している。

   しかしながら，被保護者の中には稼働能力がありながら就労活動をしない者

や借入を繰り返す者等生活態度に問題があるケースも多く見受けられる。こ

のようなケースでも３ヶ月経過すると数ヶ月に１回の訪問調査でよいとする

ことには問題があろう。ケースによっては生活上の問題点の把握や指導のた

めに１ヶ月に１回は訪問して指導・助言が必要と思われる。上述の格付変更

時期が不適切と思われるケースはこのようなケースである。

   また，格付けの変更もほとんどがＣに変更されているが，問題のある被保護

者については変更せずにＡのままとするか，少なくともＢとして２ヶ月に１

回の訪問調査をするのが適切と思われる。中央区で不適切としたケースは，

稼働能力がありながらほとんど就職活動をしていない者をＣに格付している

２件及びアルコール依存症であり且つ浪費癖のある者をＤに格付している１

件であるが他区の不適切と思われるケースも類似のものである。
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［監５－７］変更後の訪問格付に沿った訪問調査がなされているか（平成２６年

３月までの間）

北 東 中央 江南 秋葉 南 西 西蒲 合計

○ 3 11 8 1 0 0 2 1 26

× 0 4 7 3 2 2 8 2 28

非該当 0 2 6 3 1 0 1 1 14

合 計 3 17 21 7 3 2 11 4 68

 格付変更後に他区への移管による保護廃止や入院等の非該当のケースを除

くと格付どおりに訪問調査が行われているのは半分にも満たないのが実情で

ある。

なお，被保護者宅を訪問しても不在であった場合について，訪問調査をし

たとしてカウントする区とカウントしない区があった。不在であれば生活の

実態を把握することはできないのであるからカウントすべきではないと思わ

れる。また，被保護者が来庁して面接したことをもって訪問調査をしたこと

にしていると思われるケースもあったが同様にカウントすべきではない。

（４） 指摘

（ⅰ） 保護開始後の３ヶ月は訪問格付はＡとされ１ヶ月に１回は訪問して

生活実態を把握することが必要なところ，この３ヶ月間の訪問調査も確

実に行われていないケースが半分もあることは問題である。少なくとも

格付どおりの頻度で訪問調査をなすべきである。

（ⅱ） 加えて保護開始から３ヶ月経過すると，ほぼ機械的に格付をＣもし

くはＤに変更していることも適切とは言い難い。訪問格付の変更におい
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ては，保護開始から３ヶ月の経過をもって安易にＣまたはＤに変更する

ことなく，被保護者の生活の実情にあわせて変更されたい。すなわち，

問題のある被保護者については変更せずにＡのままとするか或いは少な

くともＢとして訪問調査を充実させ積極的に指導助言をすべきである。

（ⅲ） 格付変更後の訪問調査についても格付どおりに行われていないケー

スが半分もあることも問題である。訪問調査が杜撰であると虚偽の収入

申告を見抜けずに課税調査との不一致が生じてその後の事務量を増やし

たり，十分な就労支援が不可能となる等様々な不都合を生ずる元となる。

訪問調査の重要性について十分意識を持つべきである。

（５） 意見

     訪問調査が格付どおりに行われていない原因の１つとしてはケースワー

カーの負担の大きさがあることも否めない。特に問題のある被保護者につ

いて経験の浅いケースワーカーに担当させることは酷なケースもある。そ

のようなケースワーカーを組織として支え育てていく方策も考慮すべきで

ある。
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 ３ 収入調査

   保護費の算定には収入調査が必要不可欠であり，かつ，保護開始後であって

も収入を得られるようになり保護の必要性がなくなる場合もあるから，被保

護者に収入申告書を提出させる方法で収入調査は継続される。

   稼働能力のある被保護者については毎月，長期入院中の被保護者等稼働能力

がないと思われる被保護者については１年に１度等，適切な頻度で収入調査

がなされているかを監査した。

（１） 監査方法及び監査事項

     平成２５年４月に保護開始となったケースについて各保護台帳に適切に

収入申告書が徴集されているかを監査した（各区の保護台帳数は上述と同

じである）。

（２） 監査結果

 ［監５－８］収入申告書が適切な頻度で徴されているか

北 東 中央 江南 秋葉 南 西 西蒲 合計

○ 1 13 16 6 0 2 7 4 49

× 2 0 3 1 3 0 1 0 10

非該当 0 4 2 0 0 0 3 0 9

合 計 3 17 21 7 3 2 11 4 68

・ 非該当のケースは他区への移管等によって保護廃止となったケースや 

入院中で収入のないことが明らかなケース等である。
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・ 北区では収入のある自営業の被保護者について，平成２６年６月まで収

入申告書が全く徴集されていないケースが１件あった。

・ その他のケースは収入申告書を徴してはいるが，半年分が徴されてい 

なかったり，半年分が一括して提出されたりしているケースである。

（３） 指摘

    収入申告書の不提出や一括提出が散見されるため，収入申告書は適切な

頻度で確実に徴するべきである。

    この徴集が不十分になると不必要な保護費を支給することになるし，ま

た課税調査による結果との不一致が生じ，その後の法第６３条あるいは法

第７８条の処理が必要になるなど事務煩瑣を招くことにもなることを十分

認識すべきであろう。
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 ４ 課税調査

（１） 制度

     保護の実施機関においては，生活保護制度に対する国民の信頼を保ち，

被保護者間の公平性を確保するため，被保護者から正しい収入申告を求め

ることと合わせて課税調査等により被保護者の収入状況を的確に把握する

ことが必要である。

そのため，毎年６月以降，課税資料の閲覧が可能となる時期に，速やか

に税務担当官署の協力を得て，被保護者に対する課税の状況を調査し，収

入申告額との突合作業を実施することとされている。これにより不正受給

の早期発見及び未然防止に努めることとなっている。

     また，調査の結果，未申告の収入が判明した場合には，まず当該世帯が

その収入を継続して得ているか否かについて速やかに確認し，現在も継続

して収入があることが判明した場合には当該収入について遅くとも８月分

の保護費に反映させるよう迅速な認定処理を行うこととされている。

（２） 監査方法及び監査事項

① 平成２５年度の課税調査において突合作業の着手時期及び終了時期

② 平成２５年度中に法第６３条もしくは法第７８条処理がなされなか

った件数

について各区に書面照会をした。

（３） 監査結果
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［監５－９］平成２５年度の課税調査における突合作業の着手時期及び終了時期 

北 東 中央 江南 秋葉 南 西 西蒲 

着  手 6 月 6 月 6 月 7 月 6 月 6 月 6 月 6 月 

終  了 7 月 7 月 7 月 9 月 6 月 9 月 8 月 7 月 

   江南区以外は６月中に突合作業に着手し，北区，東区，中央区，秋葉区，西

区及び西蒲区では８月までに作業を終えている。

［監５－１０］平成２５年度中に法第６３条もしくは法第７８条処理がなされな

かった件数

北 東 中央 江南 秋葉 南 西 西蒲 合計

未処理数 0 0 13 5 10 0 8 0 36

（４） 指摘

     各区ともほぼ６月には課税調査に着手しているが８月までに終了してい

るのは北区，中央区，秋葉区，西区及び西蒲区のみであり，これらの区で

も課税調査の結果を８月分の保護費に反映させることはほとんどできてい

ない。このため法第７８条の処理をしなければならないケースが増えてし

まっており事務的に負担となっている。毎年６月から８月は課税調査に集

中した作業をすることが肝要であろう。

     加えて，中央区，江南区，秋葉区及び西区では平成２５年度末までに法

第７８条の処理を終えていない。少なくとも年度内の処理を徹底されたい。
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 ５ 年金調査

（１） 制度

 生活保護制度は，その利用しうる資産，能力等のあらゆるものを活用す

ることを要件としているので，保護の実施にあたっては年金制度等の社会

保障施策の活用が前提となっている。そのため保護の実施機関は保護の実

施上必要があるときは年金事務所等関係機関について必要事項を調査する

こととされている。

    なお，年金調査は保護開始の要否判断の際にも収入調査の一環としてな

されるものであるが，保護開始時に年金受給年齢に達しておらず，保護受

給中に受給年齢に達する者も多いことから，便宜，この項において述べる

ものである。

（２） 監査方法及び監査事項

     年金調査が的確に行われているかについて各区に書面照会をし，また各

区の監査時に聞き取り調査をした。

（３） 監査結果

いずれの区においても年金事務所に照会し調査をしていたが，調査対象

者については差異があった。

（ⅰ） 北区
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      調査対象者は原則５８歳以上とし，障害年金の可能性がある場合も別

途調査対象としている。また保護申請時に年金受給権が分かる書類があ

れば年金事務所に照会しないとしている。

（ⅱ） 東区

 ５８歳の継続被保護者及び５９歳以上の被保護者のうち今年度に保護

を開始したが年金加入状況を確認していない者について照会し，障害年

金受給の可能性がある場合は随時照会する場合があるとしている。

（ⅲ） 中央区

原則として２０歳以上の者とし，２０歳未満の場合であっても厚生年

金保険料を納めている者については照会する。若年者についても照会す

る理由としては障害年金受給権の資格を確認するためとしている。

（ⅳ） 江南区

５８歳以上の者とし，若年者については調査していない。

（ⅴ） 秋葉区

新規保護申請時については２０歳以上の者について，継続ケースにつ

いては５８歳以上の者について照会している。若年者についても照会す

る理由としては職歴の把握及び障害年金の可能性があるためとしている。
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（ⅵ） 南区

２０歳以上の者について照会している。就労状況や障害年金の受給権

の確認のためとしている。

（ⅶ） 西区

 ５８歳以上の者について照会し，その他必要に応じて若年者について

も照会している。障害年金，遺族年金の受給権確認のためとしている。

（ⅷ） 西蒲区

申請時２０歳以上の者について照会し，５８歳時に再照会している。

障害年金受給の可能性のある場合は随時照会するとしている。

（４） 意見

 年金制度は複雑で被保護者本人も自分に年金受給権があるのか或いは 

いわゆる消えた年金がないのか認識していない場合も多い。従って，年金

事務所に照会の上，被保護者の職歴等を聴取して年金事務所からの資料に

漏れがないか確認する等して受給権を確認することは必要である。平成２

５年度において各種年金収入が発覚したことから法第６３条による保護費

返還決定額が約７８００万円，法第７８条による徴収決定額が約１６００

万円となっていることや保護廃止となったケースも若干ながらあったこと

からしても年金調査は重要と思われる。ただ，年金記録の確認等には専門
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的な知識を必要としケースワーカーの知識では不十分であることも否めな

い。これについて，現在では東区に年金調査員１名が配置されているが，

近い将来年金制度が変更され，受給権者が増える可能性もあることを考え

ると他区でも専門の年金調査員を置くことも有意義なことと思われる。

     なお，多くの区では障害年金の受給権の確認等のために２０歳を超える

若年者についても年金調査を行っているが，事務手続の無駄を省くことを

考えると障がい者の被保護者等に限って調査することでも足りると思われ

る。
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６ 債務整理

（１） 債務整理について

（ⅰ） 生活保護は最低限度の生活を維持するために実施されるものである

から，支給された保護費を債務の返済に充てることは，返済に充てた分

だけ最低限度の生活が損なわれることになり，望ましくない。

そこで，被保護者に債務が存在する場合には，実施機関が債務整理を 

指導し，支給された保護費が債務の返済に充てられることを防止する必

要がある。

（ⅱ） 債務整理の指導内容としては，被保護者に法テラス（日本司法支援

センター）を紹介し，民事法律扶助を利用して弁護士に債務整理を依頼

するよう勧めることが基本となる。弁護士に依頼をするためには，ファ

ーストステップとして法律相談を受けることになるところ，生活保護受

給者であれば３回まで無料で法律相談を受けることができる。

STEP1
STEP1

被保護者に

法テラスを紹介

STEP1 STEP1 STEP1STEP2 STEP3 STEP4

無料法律相談
民事法律扶助を

利用した弁護士

への依頼

債務整理

債務整理の方針は，主として自己破産ということになるだろうが， 

債務があまりにも少額であり自己破産に適さない場合には，弁護士が債

権者に対して生活保護受給中であることを説明し，債権放棄や当面の支

払猶予を求める旨の内容証明郵便を送付する等の手段もある。
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（ⅲ） 民事法律扶助とは，弁護士費用の立替え制度であるところ，生活保

護受給者が自己破産をする場合には，弁護士費用だけでなく裁判所に納

める予納金についても立替えを受けることができる。また，生活保護を

受給している場合は，原則として，援助終結まで立替費用の償還が猶予

されるとともに，援助終結時に生活保護を受給している場合には，立替

費用の償還を免除してもらうことができる。

したがって，弁護士費用及び予納金を保護費の中から支弁する必要は

ない。

（ⅳ） 被保護者が弁護士に自己破産を依頼した場合でも，債務調査をした

ところ，多額の過払金が発生しており自己破産をする必要がなくなる場

合がある。債務を支払ってなお過払金が残る場合には，法第６３条の適

用をする必要がある。

 また，弁護士に自己破産を依頼さえすれば，必ず自己破産手続の終結 

まで至るというものではなく，途中で弁護士が依頼者（ここでは被保

護者）と連絡が取れなくなるなどして，破産手続が頓挫する場合もあ

る。

      したがって，債務整理については，その終了に至るまで担当ケースワ

ーカーが被保護者に対し随時進捗状況を確認する必要がある。

（２） 監査方法及び監査事項

     平成２５年４月に保護開始決定（決裁）がなされたケースのうち，東区，

中央区，西区については約半数のケース（ケース番号の下一桁が奇数もし

くは偶数のケースをランダムに抽出）について，その他の区については全
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ケースについて保護台帳を閲覧し，債務整理の指導が適切に行われている

かについて監査を行った。

     監査件数は下表のとおりである。

北 東 中央 江南 秋葉 南 西 西蒲 合計

監査件数 3 17 21 7 3 2 11 4 68

（３） 監査結果

     監査結果は下表のとおりである。

［監５－１１］債務整理が適切に指導されているか

北 東 中央 江南 秋葉 南 西 西蒲 合計

○ 0 1 2 0 0 1 0 1 5

× 0 1 3 0 0 0 1 0 5

非該当 3 15 16 7 3 1 10 3 58

合 計 3 17 21 7 3 2 11 4 68

   債務整理の指導対象となるケースは全区で合計１０件あり，このうち債務整

理が適切に指導されていたケースが５件，適切に指導されていなかったケー

スが５件あった。適切に指導されていなかったケースの概要は次のとおりで

ある。
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（ⅰ） 東区（１件）

・ 被保護者に約７０万円のカードローンがあるにもかかわらず，何ら

指導がなされなかったケース（１件）。

（ⅱ） 中央区（３件）

・ 社会福祉協議会に対し１０万円の債務があるにもかかわらず，何ら

指導がなされなかったケース（１件）。

・ 滞納家賃の支払について訴訟を提起され，敗訴したことをケースワ

ーカーが把握していたが，法テラスへの相談を指導しなかったケース

（１件）。

・ 家賃滞納が３か月分あるにもかかわらず，何ら指導がなされなかっ

たケース（１件）。

（ⅲ） 西区（１件）

・ 保護申請時から消費者金融に合計４００万円の債務があることを把

握していたにもかかわらず，保護開始決定後３か月以上が経過し，被

保護者から闇金への支払の話がなされた後に，ようやく法テラスへの

相談を指導したケース（１件）。
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（４） 指摘

債務整理が適切に指導されなかったケースが半数にのぼった。その内訳

をみると，何ら指導がなされなかったケースが大半であった。

ケースワーカーにしてみると，債務が少額である場合や，債権者が親族，

友人，知人である場合，また借入金以外の債務である場合などは，そもそ

も弁護士に相談してよい事案なのかどうか悩みが生じるようである。しか

しながら，債務に関する相談は，それを解決する有効な手段があるか否か

はともかくとして，どんなものでも弁護士への相談に馴染むといえるから，

被保護者に債務がある場合には，まずは法テラスの無料法律相談を受ける

よう指導するべきである。法テラスに繋ぐことができれば，あとはその進

捗をフォローしていけばよい。

     何ら指導がなされず放置されている債務がないように徹底されたい。
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第６ 不動産保有

１ 資産の保有

最低生活の内容として，その所有又は利用を容認するに適しない資産は原

則として処分の上，最低限度の生活の維持のために活用させることとされて

いる。但し，次の場合は保有が容認される。

（１） その資産が現実に最低限度の生活維持のために活用されており，かつ処

分するよりも保有している方が生活の維持及び自立の助長に実効があがっ

ているもの。

（２） 現在活用されてはいないが，近い将来において活用されることがほぼ確

実であって，かつ，処分するよりも保有している方が生活の維持に実効が

あると認められるもの。

（３） 処分することができないか，又は著しく困難なもの。

（４） 売却代金よりも売却に要する経費が高いもの。

（５） 社会通念上処分させることを適当としないもの。

２ 不動産の保有要件

（１） 制度

     資産の内，以下のような不動産は保有が容認されている。

（ⅰ） 宅地  次に掲げるものは保有を認める。但し，処分価値が利用価

値に比して著しく大きいと認められるものは，この限りでは
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ない。

     （ａ） 当該世帯の居住に供される家屋に付属した土地で，建築基準法

第５２条及び５３条に規定する必要な面積のもの。

   （ｂ） 農業その他の事業の用に供される土地で，業務遂行上必要最小

限度の面積のもの。

      なお，要保護世帯向け不動産担保型生活資金の利用（いわゆるリバー

スモーゲージ）が可能なものについては，当該貸付資金の利用によって

これを活用させることとされている。

（ⅱ） 田畑  次のいずれにも該当するものは保有を認める。但し，処分

価値が利用価値に比して著しく大きいと認められるものは，

この限りではない。

（ａ） 当該地域の農家の平均耕作面積，当該世帯の稼働人員等から

判断して適当と認められるものであること。

    （ｂ） 当該世帯の世帯員が現に耕作しているものであるか，又は当

該世帯の世帯員もしくは当該世帯の世帯員となる者がおおむね

３年以内に耕作することにより世帯の収入増加に著しく貢献す

るようなものであること。

（ⅲ） 山林原野  次のいずれにも該当するものは保有を認める。但し，

処分価値が利用価値に比して著しく大きいと認められるも

のは，この限りではない。

（ａ） 事業用又は薪炭の自給用もしくは採草地用として必要なもので

あって，当該地域の低所得世帯との均衡を失することにならない

と認められる面積のもの。

   （ｂ） 当該世帯の世帯員が現に最低生活維持のために利用しているも
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のであるか，又は当該世帯の世帯員もしくは当該世帯の世帯員と

なる者がおおむね３年以内に利用することにより世帯の収入増加

に著しく貢献するようなものであること。

（ⅳ） 家屋

（ａ） 当該世帯の居住の用に供される家屋は保有を認める。

        但し，処分価値が利用価値に比して著しく大きいと認められる

ものは，この限りではない。

        なお，保有を認められるものであっても，当該世帯の人員，構

成等から判断して部屋数に余裕があると認められる場合は，間貸

しにより活用させること。

        また，要保護世帯向け不動産担保型生活資金の利用（リバース

モーゲージ）が可能なものについては，当該貸付資金の利用によ

ってこれを活用させることとされている。

（ｂ） 事業の用に供される家屋で，営業種別，地理的条件等から判断

して，その家屋の保有が当該地域の低所得世帯との均衡を失する

ことにならないと認められる規模のものは保有を認める。但し，

処分価値が利用価値に比して著しく大きいと認められるものは，

この限りではない。

（ｃ） 貸家は保有を認めない。但し，当該世帯の要保護推定期間（お

おむね３年以内）における家賃の合計が売却代金よりも多いと認

められる場合は保有を認め，貸家として活用させること。

（ⅴ） 上記宅地及び居住用家屋保有の但し書きにいう処分価値が利用価値

に比して著しく大きいと認められるか否かの判断が困難な場合は，原則

として各実施機関が設置するケース診断会議等において，総合的に検討
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を行うこととされている。

（ａ） このケース診断会議の検討に付する目安として，当該実施機関 

における最上位級地の３０歳代及び２０歳代の夫婦と４歳の子を

例とする３人世帯の生活扶助基準額に同住宅扶助特別基準額を加

えた値におおよそ１０年を乗じ，土地・家屋保有に係る一般低所

得世帯，周辺地域住民の意識，持ち家状況等を勘案した所要の補

正を行う方法，またはその他地域の事情に応じた適切な方法によ

り算出した額をもってケース診断会議等選定の目安額とするとさ

れている。

         なお，この目安額はあくまでも当該診断会議等の検討に付する

か否かの判断のための基準であり，保護の要否の決定基準ではな

い，ともされている。

（ｂ） ケース診断会議での検討すべき点としては当該土地・家屋に居

住することによって営まれる生活の内容が，最低生活の観点から，

他の被保護世帯や地域住民との比較においてバランスを失しない

程度のものであるか，また生活保護の補足性の観点からみて居住

用の不動産としてその価値が著しい不公平を生じるものではない

か等について，住民意識及び世帯の事情等を十分勘案して長期的

な視点で行うものとし，具体的には①当該土地・家屋の見込処分

価値の精査，②処分の可能性，③当該世帯の移転の可能性，④世

帯員の健康状態・生活歴，⑤世帯と近隣の関係，⑥世帯の自立の

可能性，⑦当該地域の低所得者の持ち家状況，土地家屋の平均面

積，地域感情等について検討し，当該世帯の実情に応じた土地家

屋の保有の容認或いは活用の方策等の総合的な援助方針について

意見をまとめることとされている。
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 新潟市において上述の３人世帯の生活扶助基準額に住宅扶助特別基準

額を加えた値に１０年を乗じた値は２２３４万４０００円となり，これ

がケース診断会議に付するか否かの基準とされているようである。

（ⅵ） なお，不動産の保有については定期的に申告を行わせるとともに必

要がある場合には更に訪問調査等も行うこととされている。所有関係の

変化や評価額の変化を定期的に把握するためのものである。

（２） 監査方法及び監査事項

上述のような要件のもとに被保護者の不動産保有が容認されているか否

かを監査した。

（ⅰ） 被保護者（世帯）の内，平成２６年４月１日現在，不動産を保有す

るケース数は次のとおりである。

 【不動産保有ケース数（平成２６年４月１日現在）】

北 東 中央 江南 秋葉 南 西 西蒲 合計

ケース数 103 122 158 52 41 32 82 41 631

      先ず，中央区の不動産保有ケースについて無作為に１０件を調査した

ところ，ほとんどの保有不動産は現実に生活維持のために活用されてお

り，かつ処分するよりも保有している方が生活維持に実効があがってい

るもの，或いは明らかに処分することが困難か売却代金より売却に要す

る経費が高いもの（古い家屋では取壊し費用が嵩み，土地だけの売却代

金にも満たないものもある）である。これらの不動産を無理に処分させ
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ても住宅扶助費が必要となることを考えれば，保有を容認することも頷

けるところである。

（ⅱ） そこで，各区で固定資産税評価額が８００万円以上（概ね時価１０

００万円に相当）の不動産保有ケースを抽出して上記の要件を満たして

いるか否かを監査することとした。

      このようなケースの数は次のとおりである。

 【固定資産税評価額８００万円以上の不動産保有ケース】

北 東 中央 江南 秋葉 南 西 西蒲 合計

ケース数 15 32 21 14 5 8 13 2 110

（西区では上述のような不動産を保有する被保護者数では１４件であるが，被保護

者２名が同一の不動産を共有していたため監査対象の保有件数は１３件とした）

（ⅲ） 監査事項

上記の固定資産税評価額が８００万円以上の不動産を保有するケース

について，

① 保有要件を満たしているか

② 申請後，早期に名寄帳及び登記簿謄本を徴しているか

③ 共有の場合に共有者との関係を調査・調整しているか

④ 評価替えが適切に行われているか

⑤ 保有要件を満たしていないケースでは適切な処分指導がなされてい

るか
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⑥ リバースモーゲージの活用が検討されているか

の各事項について監査した。

（３） 監査結果

監査結果は［監６－１］ないし［監６－６ ］のとおりである。各区ご

とにコメントする。

 ［監６－１］保有要件を満たしているか

北 東 中央 江南 秋葉 南 西 西蒲 合計

○ 10 22 14 11 4 4 8 0 73

× 5 10 7 3 1 4 5 2 37

合 計 15 32 21 14 5 8 13 2 110

 （複数の不動産を保有するケースでは一部でも保有要件を満たしていないものは

×とした）

（ⅰ） 北区（検討ケース１５件）

１０件は居住している建物及びその敷地であり，固定資産税評価額が

２２３４万４０００円を超えるものはなく，保有要件を満たしているが，

他の５件は居住していない土地建物（旧宅）や廃業した工場の土地建物

或いは耕作されていない農地である。なお５件の中には保護開始時は居

住していたが数年前から被保護者は施設に入所し現在は居住用として利

用されていないというケースもあった。
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      なお，他区では不動産保有ケースについては保有についての検討表

（「不動産・資産活用状況の調査及び検討表」）が保護台帳に綴られて

いることが多いが，北区の保護台帳ではほとんどこれが綴られておらず，

保有要件が検討されたのか否か記録上明確でないものが多かった。

（ⅱ） 東区（検討ケース３２件）

被保護者の単独所有で固定資産税評価額が２２３４万４０００円を超

える住居用土地建物を保有するケースが２件あった。１件は破産手続依

頼中であり処分困難なものであるが，他の１件は売却処分の可能なもの

であった。

      その他の多くは居住している土地建物であるが，居住していない土地

建物や耕作されていない農地等保有要件を満たしていないケースが８件

あった。東区では全てのケースで保有についての検討表がケース記録に

綴られていた。

（ⅲ） 中央区（検討ケース２１件）

ほとんどは現に居住用の土地家屋であり，固定資産税評価額が２２３

４万４０００円を超えるものはない。

      しかし，現に居住に供していない土地建物や賃貸用物件ながら賃借人

がいない物件等保有要件を満たさないものが７件あった。

（ⅳ） 江南区（検討ケース１４件）

      居住用の土地建物で固定資産税評価額が２２３４万４０００円を超え

るものはない。ほとんどは居住用の土地建物であるが，耕作されていな
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い田畑を保有しているケースが３件あった。

（ⅴ） 秋葉区（検討ケース５件）

 ほとんどは現に居住用の土地家屋であり，固定資産税評価額が２２３

４万４０００円を超えるものはない。もっとも，平成１５年保護開始事

案で当時の評価額では約２７００万円，その後平成２４年の評価額では

約１５００万円というケースがあった。保有台帳でも保有は否認されて

いたが処分されずにいる間に評価額が下落したものである。また平成２

１年評価で約２３８０万円の評価額のケースがあったが，平成１９年の

保護申請前に競売開始決定がなされており処分不可能なケースであった。

      その他は居住用の土地建物であるが，現に耕作されていない畑を保有

しているものが１件あり，保有台帳でも保有を否認されていた。

なお，秋葉区では評価額が２２３４万４０００円以下の居住用土地建

物であってもリバースモーゲージの利用ができそうなケースについては

保有台帳上では保有を「否」と表記していた。

（ⅵ） 南区（検討ケース８件）

固定資産税評価額が２２３４万４０００円を超える居住用土地建物が

１件（土地建物評価額合計約２６４０万円）あり，また被保護者の居住

ではなくその長男が居住しているケースも１件あった。このケースは被

保護者自身は保護開始の２年前から特養老人ホームに入所しているもの

である。

更に耕作していない農地を保有しているケースが３件あった（この３

件の内，１件は評価額が２６４０万円の自宅土地建物を保有するケース
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と同じ事案であり，保有要件を満たしていない件数としては４件であ

る）。

（ⅶ） 西区（検討ケース１３件）

居住用の宅地建物については固定資産税評価額が２２３４万４０００

円を超えるものはなく全て保有要件を満たしていたが，居住用として使

用されていない土地を保有しているケースが２件，耕作していない農地

を保有しているケースが３件あった。

（ⅷ） 西蒲区（検討ケース２件）

居住用の宅地建物で固定資産税評価額が２２３４万４０００円を超え

るものはないが，１件は被保護者は認知症により施設に入所中であって

自宅に戻る可能性がなく，空き家になっているケースである。他の１件

は耕作が放棄されている田畑を保有しているケースである。いずれも保

有要件を満たしていないと思われる。

［監６－２］申請後，早期に名寄帳及び登記簿謄本を収集しているか

北 東 中央 江南 秋葉 南 西 西蒲 合計

○ 8 30 16 11 4 2 8 1 80

× 7 2 5 3 1 6 5 1 30

合 計 15 32 21 14 5 8 13 2 110
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（ⅰ） 北区（検討ケース１５件）

名寄帳は１５件全てで早期に収集しているが，登記簿謄本については

早期に収集していたのは８件であり，５件は保護開始から３年以上も経

過してから初めて徴集されていた。全く収集されていないケースが２件

あった。

  （ⅱ） 東区（検討ケース３２件）

名寄帳及び登記簿謄本を収集していないケースが１件，名寄帳は収集

しているが登記簿謄本を収集していないケースが１件あった。収集して

いないケースはいずれも相当前（昭和時代或いは平成２年）に保護開始

決定がなされていたケースである。

（ⅲ） 中央区（検討ケース２１件）

名寄帳は１８件，登記簿謄本は１６件が収集されていたが，名寄帳で

は３件，登記簿謄本では５件が収集されていなかった。収集されていな

かったものには複数の不動産を所有するケースについてその一部の名寄

帳及び登記簿謄本しか収集していないもの，収集はしたが保護開始から

３年経過後に初めて収集したケースもあった。

（ⅳ） 江南区（検討ケース１４件）

名寄帳は１３件，登記簿謄本は１１件で収集されていたが，名寄帳で

は１件，登記簿謄本では３件が収集されていなかった。このため，被保
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護者の話を合わせても共有なのか，単独所有なのか不明なケースもあっ

た。

（ⅴ） 秋葉区（検討ケース５件）

名寄帳は全てのケースで収集されていたが，登記簿謄本については１

件は保護申請時に自己破産手続が進行中で不動産についても競売手続が

見込まれたせいか，保護開始から３年経過後になって初めて収集し調査

をしているケースがあった。

（ⅵ） 南区（検討ケース８件）

名寄帳は全ケースで徴集されていたが登記簿謄本は２件でしか収集し

ていなかった。

（ⅶ） 西区（検討ケース１３件）

名寄帳は１２件で収集されていたが１件は収集されていなかった。登

記簿謄本については５件で収集されていなかった。

（ⅷ） 西蒲区（検討ケース２件）

名寄帳は２件とも収集されていたが，登記簿謄本は１件では保護開始

決定から４年後に収集していた。

      なお，他区では被保護者が不動産を所有している旨申告した場合に限

って名寄帳及び登記簿謄本を収集する扱いとするのが多いところ，西蒲
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区では全てのケースで資産税課に法第２９条照会を行い，所有の有無を

確認し，所有している場合には名寄帳及び登記簿謄本を収集し，所有し

ていない場合にはその旨の回答書を取得している。

［監６－３］共有の場合に共有者との関係等を調査・調整しているか

北 東 中央 江南 秋葉 南 西 西蒲 合計

○ 4 10 9 4 2 1 3 0 33

× 2 1 3 3 0 1 2 1 13

非該当 9 21 9 7 3 6 8 1 64

合 計 15 32 21 14 5 8 13 2 110

   共有関係にあるケースのほとんどは被保護者が相続によって取得した不動産

であり，他の相続人との遺産分割が未了のため共有となっているものである。

相続関係を調査し共有者を特定しているか，共有者との間での遺産分割協議

や他の共有者による共有持分の買取や共同処分の可否等の検討や指導がなさ

れているかを監査した。

（ⅰ） 北区（検討ケース６件）

      被保護者単独所有のケースが９件であり，６件は共有になるケースで

あるが，その内２件については共有者の調査が何もなされていない。登

記簿謄本を収集していないため不明のままとなっている。

      調査がされた４件のうち１件では他の共有者との共同処分の可能性等

を確認していたが，その他のケースでは共同処分の可能性や共有者によ

る共有持分買取の可否等を含めて特に調整を図っていない。
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（ⅱ） 東区（検討ケース１１件）

被保護者単独所有のケースが２１件であり，１１件は共有になるケー

スであるが，その内１件について共同相続が発生していることを認識せ

ず，単独所有と誤認したままになっていたケースがあった。

      他の共有者との共同処分の可能性等を確認していたものは３件のみで

あった。

（ⅲ） 中央区（検討ケース１２件）

共有の不動産を保有しているケースは１２件あったが登記簿謄本の収

集もなされず共有者との関係を調査していないものが３件あった。この

３件については当然のことながら他の共有者との調整も図られていない。

（ⅳ） 江南区（検討ケース７件）

共有のケースは７件であったが共有者との関係を調査していないもの

が３件あった。調査されていた４件の内２件については他の共有者との

調整が検討されていたが調査していない２件を含めて５件では特に調整

されていなかった。

（ⅴ） 秋葉区（検討ケース２件）

共有関係となる２件についてはいずれも調査されていたが，他の共有

者との調整を検討していたケースは１件のみであった。
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（ⅵ） 南区（検討ケース２件）

共有のケースは２件であるが１件についてしか調査されていなかった。

２件とも他の共有者との調整は検討されていなかった。

（ⅶ） 西区（検討ケース５件）

共有関係にあると思われる５件の内，３件については調査されていた

が２件は調査されていなかった。調査された３件の内１件では他の共有

者との調整が検討されていたが調査していなかった２件と合わせた４件

では何も調整されていなかった。もっとも１件は仮差押がされている物

件で調整は困難なものであった。

（ⅷ） 西蒲区（検討ケース１件）

 共有関係にあると思われるのは１件のみであるが，特に調査も調整も

していなかった。

［監６－４］評価替えが適切に行われているか

北 東 中央 江南 秋葉 南 西 西蒲 合計

○ 8 16 2 1 3 0 3 1 34

× 3 1 10 3 0 2 3 1 23

非該当 4 15 9 10 2 6 7 0 53

合 計 15 32 21 14 5 8 13 2 110
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（ⅰ） 北区（検討ケース１１件）

保護開始から３年以内のものは非該当とし，その他の１１件の内，８

件については名寄帳を数年毎に徴集して評価額を確認し，利用状況を確

認する等していたが，３件については定期的なチェックがされていなか

った。

（ⅱ） 東区（検討ケース１７件）

 評価替えが必要な１７件の内，１６件については名寄帳を数年毎に徴

集して評価額を確認し，利用状況を確認する等していたが，１件（平成

２年に保護開始決定がなされたケースである）については定期的なチェ

ックがされていなかった。

（ⅲ） 中央区（検討ケース１２件）

  定期的に評価替えを行っていたのは２件のみであった。

（ⅳ） 江南区（検討ケース４件）

定期的に評価替えを行っていたのは１件のみであった。

（ⅴ） 秋葉区（検討ケース３件）

３件とも定期的に評価替えがなされていた。
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（ⅵ） 南区（検討ケース２件）

      ２件とも定期的な評価替えは行われていなかった。

（ⅶ） 西区（検討ケース６件）

３件では定期的に評価替えを行っていたが，他の３件では行われてい

なかった。

（ⅷ） 西蒲区（検討ケース２件）

１件では定期的に評価替えを行っていたが，他の１件では行われてい

なかった。

［監６－５］適切な処分指導がなされているか 

北 東 中央 江南 秋葉 南 西 西蒲 合計

○ 2 2 0 0 0 1 0 1 6

× 3 5 5 3 1 3 4 1 25

非該当 0 3 2 0 0 0 1 0 6

合 計 5 10 7 3 1 4 5 2 37

各区で保有要件を満たしていないケースについての処分指導の有無である。

（ⅰ） 北区（検討ケース５件）
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 上述の保有要件を満たしていない５件について，その後に処分指導が

なされているかをチェックしたところ，２件については売却指導がなさ

れていたが３件については何らの指導もなされていなかった。但し，共

有状態等で売却指導も難しいものである。

（ⅱ） 東区（検討ケース１０件）

      保有要件を満たしていない１０件について，その後に処分指導がなさ

れているかをチェックしたところ，２件については指導されていたが５

件については何らの指導もされていなかった。なお，その他の３件の内，

２件は競売手続中であり，１件は被保護者が精神病院に長期入院中でい

ずれも指導ができないものである。

（ⅲ） 中央区（検討ケース７件）

保有要件を満たしていない７件の内，２件は競売待ち及び差押がなさ

れているケースで処分指導は不可能なものであるが，その他の５件につ

いては適切な指導はなされていない。

（ⅳ） 江南区（検討ケース３件）

 保有要件を満たしていない３件（いずれも耕作していない田畑）につ

いて何も指導がなされていない。しかし，宅地については評価額が２２

３４万４０００円を超えるものではなくとも処分の指導をしようとして

いた。
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（ⅴ） 秋葉区（検討ケース１件）

保有要件を満たしていない１件（耕作していない畑）について何も指

導がなされていない。

      なお，秋葉区では保有を容認されている自宅土地建物についてもリバ

ースモーゲージの利用ができそうなケースについてはほぼ全件において

リバースモーゲージの説明をしている。そして，これを注記する趣旨で

保有台帳上保有を「否」としているようである。

（ⅵ） 南区（検討ケース４件）

 保有要件を満たしていない４件の内，評価額が約２６４０万円となる

居住用土地建物を保有するケース１件についてはリバースモーゲージの

利用を指導しその手続中であるが，耕作されていない田畑等他の３件に

ついては何らの指導もなされていない。

（ⅶ） 西区（検討ケース５件）

 保有要件を満たさない５件の内，耕作されていない田畑の１件につい

ては処分指導がなされていたが，このケースは保護開始後に同一世帯で

田畑を所有していた義母が死亡し，亡夫の兄弟と共同相続が発生してお

り被保護者単独では処分できない田畑であるが，その認識を欠いたまま

指導しているようである。遺産分割協議から指導する必要のあるケース

である。その他については何らの指導もなされていなかったが，１件は

差押えがなされており処分指導が不可能なものである。
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（ⅷ） 西蒲区（検討ケース２件）

空き家になっているケース１件では保護開始の４年後になって保有要

件を満たさないと考え，被保護者への相続登記の検討をするようになっ

たが，その後の指導がなされていないものである。

      耕作を放棄した田畑のケース１件については処分の指導をしているが，

この田畑は被保護者の亡祖父名義となっており，加えて被保護者の父も

死亡しており，２つの遺産分割協議が必要なケースである。単に処分を

指導するだけでなく遺産分割協議の指導も必要となる事案であったが，

そこまで踏み込んだ指導はされていなかった。

［監６－６］リバースモーゲージの活用が検討されているか

北 東 中央 江南 秋葉 南 西 西蒲 合計

○ 2 11 2 5 2 4 2 1 29

× 5 0 0 2 0 0 1 0 8

非該当 8 21 19 7 3 4 10 1 73

合 計 15 32 21 14 5 8 13 2 110

（ⅰ） 北区（検討ケース１５件）

被保護者の年齢要件（６５歳以上）や共有等リバースモーゲージの利

用ができないケース８件を非該当とした。利用可能な７件の内，利用が

検討されていたのは２件のみである。

（ⅱ） 東区（検討ケース３２件）
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被保護者の年齢要件や共有，競売手続中等リバースモーゲージの利用

ができない２１件以外の１１件については利用が検討され，被保護者に

も説明がされている。なお，年齢から現在リバースモーゲージの利用が

できない被保護者にも６５歳に達したときは利用を指導する旨検討表に

記載されているケースが多い。

（ⅲ） 中央区（検討ケース２１件）

      被保護者の年齢要件や共有，競売手続中等リバースモーゲージの利用

ができない１９件以外の２件では検討されていた。しかし，被保護者が

利用を拒否すると簡単に諦めていた。

（ⅳ） 江南区（検討ケース１４件）

検討されていたのは５件であり，２件については本来検討すべき事案

であるが検討されていなかった。７件は共有物或いは年齢の関係で利用

できないケースである。なお，年齢の関係で利用できないケースでも６

５歳時には利用すべきことを説明しているケースがほとんどである。

（ⅴ） 秋葉区（検討ケース５件）

検討されていない３件は共有物，年齢及び競売申立等の理由によるも

のである。秋葉区では不動産保有者に対しては６５歳未満の者に対して

も原則としてリバースモーゲージの説明をし, 年齢に達したら利用する

よう指導をしている。しかし，共有関係の解消や被保護者及び家族の意
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向を尊重しているのか積極的に利用にまで結びつけるまでの働きかけは

乏しい。

      例えば，相続で弟と２分の１ずつ共有する自宅について弟は相続持分

を放棄する旨言明しているのにその登記手続の指導がないため３年近く

経過していながらリバースモーゲージが利用されていないケースがあっ

た。

（ⅵ）南区（検討ケース８件）

     年齢，共有関係，破産等利用できない４件を除いて全てのケースで利用

が検討されていた。

（ⅶ） 西区（検討ケース１３件）

年齢，共有関係，差押え等により利用できない１０件を除き，２件で

は利用が検討されていたが，１件では検討されていなかった。

（ⅷ） 西蒲区（検討ケース２件）

１件は年齢により利用できないが他の１件については被保護者への相

続登記を待って利用を検討する方針とされているが，肝心の相続登記に

ついての働きかけがなされていないと思われる。

（４） 指摘

（ⅰ） 名寄帳及び登記簿謄本を収集していないケースが散見されたが，不
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動産保有の可否を判断するためには必要不可欠の資料であり，保護申請

後早期に全件漏れなく収集すべきである。

      そして，これらの資料をもとに保有することの容認・否認の検討がな

されることになるが，その検討結果（「不動産・資産活用状況の調査及

び検討表」）がほぼ全件で保護台帳に綴られていた区もあるが，ほとん

ど綴られていない区もあり，綴られていない区では果たして保有要件を

きちんと検討したか否かも不明である。この検討結果を保護台帳にきち

んと残すべきである。

（ⅱ） 保有不動産が共有の場合，処分指導をするにしても共有者との関係

を調査しなければ適切な指導ができない。また，保有不動産が共有とな

っているのは被保護者の死亡した両親等の所有名義になったままで遺産

分割が未了のケースがほとんどである。このようなケースでは遺産分割

協議やその後の登記手続の指導等共有者との調整も積極的に取り組み指

導を充実させることが肝要であると思われるが，そのような指導をして

いるケースはほとんどないのが実情である。

（ⅲ） 適切な指導をするためには定期的に保有要件のチェック，保有不動

産の評価替えが不可欠であるがこれらも不十分である。近時作成される

ようになったと思われる保有不動産の台帳を充実させ，定期的にチェッ

クができる体制作りをする必要があろう。

（５） 意見－その１（保有要件の認定及び指導について）

（ⅰ） 意見の趣旨
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（ａ） 不動産の保有を容認するか否かについては個別具体的に，他の 

被保護世帯や地域住民との比較においてバランスを失しない程度の

ものであるか，また居住用の不動産としてその価値が著しい不公平

を生じるものではないか等について，住民意識及び世帯の事情等を

十分勘案して検討すべきである。

（ｂ） 保有を容認することが相当でないケースでは処分の指導を徹底 

し，保有容認であってもリバースモーゲージの利用を指導し利用さ

せるべきである。

（ⅱ） 意見の理由

（ａ） 不動産を保有している者でも高齢，疾病や失職等により生活困 

難に陥った場合に生活保護が支給されること自体に異論はないであ

ろう。しかし，生活に困窮すれば所有する不動産を換金処分して生

活費に充てるべきであるとするのが一般国民感情でもあろうし，生

活保護の補足性の原理にも叶うものであろう。そのため，不動産の

「処分価値が利用価値に比して著しく大きいと認められるもの」に

ついては保有が認められていないのである。

（ｂ） この「処分価値が利用価値に比して著しく大きいと認められる 

もの」の判断は難しく，ケース診断会議等で検討することとされて

いるがそのケース診断会議等に付する目安として上述の「３人世帯

の生活扶助基準額に住宅扶助特別基準額を加えた値に１０年を乗ず

る」基準が示されている。そして実際にはこの基準が「処分価値が

利用価値に比して著しく大きいと認められるか」の基準ともされて
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いる。新潟市でのこの値は２２３４万４０００円となり，これがケ

ース診断会議に付するか否かの基準，ひいては処分価値が利用価値

に比して著しく大きいと認められるか否かの基準とされているよう

である。

 しかし，新潟市内のほとんどの住宅はこの値以下の評価であろ 

うと思われる。担保権が何も設定されていない評価額２０００万

円もの自宅を保有しながら生活保護を受給するというのは市民の

感情とは必ずしも合致していないと思われる。

このような結果は安易に「３人世帯の生活扶助基準額に住宅扶 

助特別基準額を加えた値に１０年を乗ずる」基準（２２３４万４

０００円基準）がケース診断会議等に付する基準及び保有容認の

基準として用いられていることから生じているものと思われる。

        上述のとおり，この基準はケース診断会議等に付する目安であっ

て，容認の判断をする基準ではない。土地・家屋保有に係る一般

低所得世帯，周辺地域住民の意識，持ち家状況等を勘案した所要

の補正を行い，またはその他地域の事情に応じた適切な方法によ

り算出した額をもってケース診断会議等選定の目安額ひいては保

有容認基準とすべきものである。

        保有を容認するか否かについては上記「２３３４万４０００円基

準」ではなく個別の案件ごとに当該土地・家屋に居住することに

よって営まれる生活の内容が，最低生活の観点から，他の被保護

世帯や地域住民との比較においてバランスを失しない程度のもの

であるか，また生活保護の補足性の観点からみて居住用の不動産

としてその価値が著しい不公平を生じるものではないか等につい

て，住民意識及び世帯の事情等を十分勘案して検討すべきである。

実際にも評価額２３３４万４０００円以下の不動産でも単身世 
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帯について利用価値より処分価値の方が著しく大きいと判断して

処分指導をしていた区もあった。

（ｃ） 保有容認が相当でないケースでは早急に処分指導をすべきである。

ケースの中には処分指導をしても先祖伝来の土地であるからとか自

身が生まれた家であるから等の理由で処分を拒否するケースも散見

されるが，これらの拒否理由には合理性はないと思われる。

        どうしても処分を拒否するケースにおいては保護の廃止をすべき

である。保護の廃止をしないのであれば，せめてリバースモーゲ

ージの利用を強力に指導すべきである。リバースモーゲージのこ

れまでの利用実績は次のとおりである。

 【リバースモゲージの利用実績】

北 東 中央 江南 秋葉 南 西 西蒲 合計

ケース数 0 4 3 1 1 0 6 2 17

        不動産を保有する要保護者のほとんどは扶養義務者が扶養を拒否

しているケースでありながら，要保護者が死亡すると保有不動産

はほとんど扶養義務者に相続されることになる。扶養はしないが

遺産は相続するとの不当な結果が生じているのであり，このよう

な不合理な結果を回避するためにも処分指導やリバースモーゲー

ジの利用指導を徹底すべきものと考える。

        なお，厚生労働省からの課長通知ではリバースモーゲージの利用

が可能にもかかわらずこれを拒む世帯に対しては資産活用を恣意

的に忌避し，法第４条に定める保護の受給要件を満たさないもの

と解し，保護受給中の者については保護を廃止し，新規の保護申
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請者については保護を却下することとされたいとされているが, こ

れまでどの区でもこれを理由とした保護廃止或いは却下とされた

ケースはない。

（６） 意見－その２（民法等法的知識の研鑽について）

（ⅰ） 上述のとおり不動産が共有状態のケースも多く見られ，そのほとん

どは共同相続のケースである。ところが相続関係についての民法の知識

が欠如しているためか共有状態であることの認識がなく単独所有を前提

として処分指導をしているケースがあった。

（ⅱ） 住宅ローン付住居用土地建物を保有する者から保護申請があった場

合，これを保護すると結果として生活に充てるべき保護費からローンの

返済を行うこととなるので原則として保護の適用は行うべきではないと

されていることから，そのようなケースで保護をしているケースはほと

んどない（但し，既に住宅ローンの支払が停止され競売待ちの状態の不

動産保有者について保護を決定していたケースはあった）。

      ところが住宅ローンではなく，事業用の借入等に伴う担保権が設定さ

れている不動産を保有したまま保護が開始されているケースが散見され

た。このようなケースでも保護費が借入債務の返済に使われる恐れのあ

ることは住宅ローンと同様である。借入債務の返済に使われないよう指

導が必要であろう。

（ⅲ） このような特に民法を中心とした法的知識もケースワーカーらが研

修して身につける必要があると思われるところである。
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第７ 自動車保有

１ 自動車保有について

（１） 自動車の保有容認要件

最低生活の内容としてその所有又は利用を容認するに適しない資産は，

原則として処分のうえ，最低限度の生活の維持のために活用させなければ

ならない。

自動車は，「最低生活の内容としてその所有又は利用を容認するに適し

ない資産」に該当するといえるから，原則保有が認められない。なお，自

動車の「保有」とは，車検証上の所有者又は使用者であること，もしくは，

車検証上の名義人ではないものの自由な利用が可能であることをいう。

しかしながら，事業用品に該当する場合及び社会通念上処分させること

を適当としない場合には，例外的に保有が認められる。保有が認められる

具体的要件は【資７－１】保有容認要件等一覧表記載のとおりである。
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【資７－１】保有容認要件等一覧表

根拠規定

事
業
用
自
動
車

局第　3-3
別冊問答　3-10
　　　　　　　3-11

身体障がい
者の通勤用
自動車

次のいずれにも該当すれば、保有を容認。
①自動車による以外に通勤する方法が全くないか、又はきわめて困難であり、その保有が社
会的に適当と認められるとき
②自動車税等が減免される障がい者（下肢・体幹の機能障がい又は内部障がい者で身体障
がい者手帳を所持する者）を標準とし、障がいの程度、種類及び地域の交通事情、世帯構成
等を総合的に検討して、個別に判断

課第　3-9
別冊問答　3-15

障がい（児）
者の通院、通
所及び通学
用の自動車

次のいずれにも該当すれば、保有を容認。
①障がい（児）者の通院等のために定期的に自動車が利用されることが明らかな場合
②障がいの状況により自動車以外の方法（公共交通機関）で通院等をすることが著しく困難
であって、他法他施策による送迎サービス、扶養義務者等による送迎、医療機関等の行う送
迎サービス等の活用が困難であり、また、タクシーでの移送に比べ自動車での通院が、地域
の実態に照らし、社会通念上妥当であると判断される等、自動車により通院等を行うことが真
にやむを得ない状況であることが明らかに認められること
③自動車の処分価値が小さく、又は構造上身体障がい者用に改造してあるもので、通院等に
必要最小限のもの（排気量が概ね2,000㏄以下）
④自動車の維持に要する費用（ガソリン代を除く）が他からの援助、他施策の活用等により確
実に賄われる見通しがあること
⑤障がい者自身が運転する場合又は専ら障がい（児）者の通院等のために、生計同一者若し
くは常時介護者が運転する場合

課第　3-12

※①～⑤に該当しな
い場合であっても、そ
の保有を認めること
が真に必要であると
する特段の事情があ
るときは、その保有の
容認につき厚生労働
大臣に情報提供する
こと。

地理的条件
の悪い地域
に居住、又は
深夜勤務等
の業務に従
事している者
の通勤用自
動車

次のいずれにも該当すれば、保有を容認。
①自動車による以外の方法（公共交通機関）で通勤することが著しく困難
②当該勤務が当該世帯の自立の助長に役立っていると認められること
③当該地域の自動車の普及率を勘案して、自動車を保有しない低所得世帯との均衡を失し
ないもの
④自動車の処分価値が小さく、通勤に必要な範囲の自動車と認められるもの
⑤当該勤務に伴う収入が自動車の維持費を大きく上回ること

課第　3-9

公共交通機
関の利用が
著しく困難な
地域に居住
する者の通院
等に利用する
自動車

次のいずれにも該当すれば、保有を容認。
①当該者の通院等のために定期的に自動車が利用されることが明らかな場合
②他法他政策による送迎サービス、扶養義務者等による送迎、医療機関等の行う送迎サービ
ス等の活用が困難であり、また、タクシーでの移送に比べ自動車での通院が、地域の実態に
照らし、社会通念上妥当であると判断される等、自動車により通院等を行うことが真にやむを
得ない状況であることが明らかに認められること
③自動車の処分価値が小さく、通院等に必要最小限のもの（排気量が概ね2,000㏄以下）で
あること
④自動車の維持に要する費用（ガソリン代を除く。）が他からの援助等により、確実に賄われる
見通しがあること
⑤当該者自身が運転する場合又は専ら当該者の通院等のために生計同一者若しくは常時
介護者が運転する場合であること

課第　3-12

地域の普及率の如何にかかわらず、原則として保有は認められない。
使用も所有、借用を問わず原則的に認めない。特別の事情がある場合は本庁に報告する。

次第　3
別冊問答　3-14

原則として保有は認められない。
ローン残高がある場合は、所有者は自動車を販売したディーラー等になるため、自動車の使
用者が処分することはできない。そのため、ディーラーの引き取り等が困難な場合でも使用は
しないよう指導する。

次第　3-3

原則として保有は認められない。
速やかに廃車指導を行う。
ディーラーの引き取り等も困難な場合は、最低でも一時抹消登録（軽自動車の場合は自動車
検査証返納届）が必要。
※廃車について詳しくは７ページ・８ページ参照

次第　3-4

売却代金よりも売却
に要する経費が高い
自動車
（例：売却に要する
経費＞売却代金）

そ

の

他

の

自

動

車

保有容認要件等

生活用自動車

次のいずれにも該当すれば、保有を容認。
①営業種目、地理的条件等から判断して、これらの物の保有が当該地域の低所得世帯との均衡を失することになら
ないと認められる程度のもの
②当該世帯の世帯員が現に最低生活維持のために利用しているものであるか、又はおおむね１年以内に利用する
ことにより世帯の収入増加に著しく貢献するようなもの
項目分類：事業用品（事業用機械）

処分することができ
ない、又は著しく困
難な自動車
（例：自動車ローン
残高>売却代金）

社
会
通
念
上
処
分
さ
せ
る
こ
と
を
適
当
と
し
な
い
も
の

次
第
3

‐
5
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（２） 自動車保有ケースの事務処理手順

新潟市では，自動車保有ケースの事務処理の指針として，「自動車保有

世帯指導マニュアル」を定めている。

同マニュアルでは，被保護者が自動車を保有していることが分かった場

合，【資７－２】自動車保有ケースの事務処理手順記載の手順に沿って，

保有認否の決定を行うことになっている。
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【資７－２】自動車保有ケースの事務処理手順

①自動車の状況把握
　自動車検査証により、所有者、使用者、排気量、初年度登録年月、登録年月日、自
動車検査証の有効期間満了日等を確認。
※確認した内容は必要に応じて調査票【資７－３】に記載する。

②使用状況の把握
　世帯主・員から使用目的（事業・通勤・通院用、その他具体的に）及び自動車の保
管場所・諸費用（駐車場代、保険料、ガソリン代、ローン残高等）を聴取・確認。
※確認した内容は必要に応じて調査票【資７－３】に記載する。

③保有容認要件の確認と保有認否の決定
　保有容認要件を確認し、明らかに生活用自動車（保有否認）である場合を除き、上
記①②の確認事項を基にケース診断会議を開催し、保有認否と援助方針を決定。
　ケース診断会議を開催した場合には、「ケース診断会議結果表」に記録し、保護台
帳に同結果表のコピーを添付する。

④被保護者への説明内容
　決定内容を十分に説明し、保有否認の場合は、
期限を設定の上、速やかに必要な指導を行う。た
だし、処分指導保留の要件に該当する場合には、
「現在活用されていないが、近い将来において活
用される実効があがると認められるもの」（次官通
知第３－２）に該当するとして、一時的に処分指導
を行わないこととして差し支えない。

⑤定期的な点検と見直し
　家庭訪問等により自動車の取扱い状況を定期的に確認し、適宜、援助方針の見直
しを行う。いつ車検を受ける必要があるかを確認し、知らないうちに車検を受けていた
ということのないように注意する。

＊処分指導保留の要件＊

①おおむね６か月以内に保護から

脱却することが確実に見込まれる

②自動車の処分価値が小さい

③自動車の維持費の捻出が可能で

ある
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【資７－３】調査票書式

年 月 日

年 月 日 （ ）

（ 歳 ） 状況：（ ）

（ 歳 ） 状況：（ ）

（ 歳 ） 状況：（ ）

（ 歳 ） 状況：（ ）

（ 歳 ） 状況：（ ）

円 円 ）

・ ）

円 ～ 円

・ ）

年 月 日 ㏄

年 月 年 月 日 ㎞

（ ） 有（ 円）・無

駐車場代 円／月 自動車税 円

ガソリン代 円／月 自賠責保険料 円

任意保険料 円／月 その他（ ） 円

（ ）

（ ）

通

勤

利 用 頻 度

自動車の保管場所維持費の捻出方法

ローン残高車 種 （ 登 録 番 号 ）

初度登録 年月 有 効 期 限 走 行 距 離

自動車購入年月日 購 入 方 法 排気量

事

業

指
導
内
容

自 動 車 の 状 況

備 考

ケ ー ス 診 断 会 議 の 結 果

容認 １．事業　　２．障がい者通勤　　３．障がい者通院・通所・通学　　４．地理的条件・深夜勤務通勤

否認 １．廃車　　２．返還　　３．処分指導保留　　４．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

保
有

維
持
費

病 院 ・ 施設 ・ 学 校名通
院
等

勤 務 先

公共交 通機 関の 利用 可能 困難 （理由：

月 収

職種・就労形態

公共交 通機 関の 利用

週　・　月 回程度

ケース番号 世 帯 類 型 　高　・　母　・　障　・　傷　・　他　

診断会議参加者

可能 困難 （理由：

今後の目途 （ 増収等）

（内訳：

事業内容（車の必要性）

事 業 収 入

勤 務 地

経 費

自動車保有　容認　・　否認　ケース個別調査票

担 当 Ｃ Ｗケース診断会議開催年月日

稼働能力：　有　・　無

世

帯

構

成

主

地 区

保護開始年月日 車の使用者（世帯主との関係）

稼働能力：　有　・　無

稼働能力：　有　・　無

稼働能力：　有　・　無

稼働能力：　有　・　無
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（３） 処分指導

保有が否認された場合に，【資７－４】処分指導の手順に沿って処分指

導を行う。処分指導の内容は自動車ローンの有無や自動車の価値によって

異なる（【資７－５】ローンの有無等による処分指導の違いを参照）。ま

た，処分指導の経過（指導内容や交付文書など）はケース記録に記載する

必要がある。

【資７－４】処分指導の手順

①助言指導
　毎月１回は面接の上、３か月を目安に、口頭により処分を指導する。指導に当たって
は、生活保護法の趣旨、目的を十分に説明するとともに、法第６３条に基づき教示を
する。

②ケース診断会議
　履行期間内に処分されなかった場合は、ケース診断会議を開催し今後の方針を決
定する。

③口頭による指導指示（法第27条）
　ケース診断会議の結果に基づき口頭による指導指示を行う。

④文書による指導指示（法第２７条）
　文書で指導指示を行う。

⑤保護の停止又は廃止の検討
　ケース診断会議を開催し、世帯分離や保護の停止又は廃止を検討する。

⑥弁明付与（法第62条　第4項）
　保護の停止又は廃止の検討結果を伝え、弁明の機会を付与する。
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【資７－５】ローンの有無等による処分指導の違い

他人名義の車を
借　　用

返還指導
※乗車禁止を指示

売却指導

①無償譲渡
　→名義変更
②自己捻出・扶養
義務者の援助等に
より永久抹消登録
指導
※費用が捻出でき
ない場合は一時抹
消登録指導

　使用しないよう指
導し、処分が可能
な状況になったら
速やかに永久抹
消登録

売却指導

　自動車の引き上
げをディーラー又
はローン会社に依
頼するよう指導

所　有　者
（ローンなし）

使用者
（ローン残債あり）

　売却益が発生し
た場合は、保護開
始日（自動車の保
有を否認した日）を
起算日とし、法第
63条返還

　ローンの残債が
ある場合は、他の
負債と同様の取扱
い

売却代金　＞
売却に要する費用

売却代金　＜
売却に要する費用
（スクラップ費用等）

資産価値なし
資産価値　＞
ローン残債

資産価値　＜
ローン残債
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２ 監査方法及び監査事項

（１） 全区において，平成２４年度にケース診断会議によって自動車保有の認

否が判断されたケースの保護台帳を閲覧することにより，監査を実施した。

平成２５年度ではなく平成２４年度のケースを監査対象にしたのは，保有

の認否が判断された後に，保有が認められた場合には定期的な点検と見直

しが，保有が否認された場合には処分指導が適切に行われたか否かをチェ

ックするための日数の経過が必要だからである。

（２） 監査項目は次のとおり。

    ① 車検証を徴しているか

    ② 適切な時期にケース診断会議が開催されているか

    ③ ケース診断会議結果表が保護台帳に綴られているか

    ④ 保有が認められた場合

ア，保有容認要件を満たしているか

イ，保有容認要件を定期的に点検しているか

ウ，更新後の車検証を徴しているか

⑤ 保有が否認された場合

ア，否認の判断は適切か

イ，処分指導保留がされた場合，処分指導保留の要件を満たして 

いるか

ウ，処分指導を適切に行っているか

エ，処分指導の結果，自動車が処分されたか

（３） 監査件数は，北区２４件，東区１８件，中央区１６件，江南区５件，秋

葉区３件，南区０件，西区１３件，西蒲区３件であり，全区合計８２件で
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ある。件数は被保護者１人につき１件とし，１人の被保護者に付き複数回

のケース診断会議が実施されている場合にも１件としてカウントした。

【自動車保有ケース監査件数】

北 東 中央 江南 秋葉 南 西 西蒲 合計

監査件数 24 18 16 5 3 0 13 3 82

３ 監査結果

   監査の結果は［監７－１］ないし［監７－５－４］のとおりである。

［監７－１］車検証を徴しているか

北 東 中央 江南 秋葉 南 西 西蒲 合計

○ 22 17 16 5 2 0 12 3 77

× 2 1 0 0 1 0 1 0 5

合 計 24 18 16 5 3 0 13 3 82

   北区で２件，東区で１件，秋葉区で１件，西区で１件車検証を徴していない

（保護台帳に綴られていない）ケースがあった。中央区，江南区，西蒲区で

は全ケースにおいて車検証を徴していた。

北区の２件はいずれも，ケース診断会議結果表をまとめたファイルには車

検証が綴られていたものの，個別の保護台帳には車検証が綴られていなかっ

た。東区の１件は車検証が綴られていたものの，有効期限が切れている車検

証であった。秋葉区及び西区の各１件については，記録上，車検証を徴した

形跡が見当たらなかった。
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［監７－２－１］適切な時期にケース診断会議が開催されているか

北 東 中央 江南 秋葉 南 西 西蒲 合計

○ 18 16 14 2 2 0 11 3 66

× 6 2 2 3 1 0 2 0 16

合 計 24 18 16 5 3 0 13 3 82

   福祉事務所が被保護者の自動車保有を認識した場合，自動車の運転の可否に

ついて医師への照会が必要である等の特段の理由がない限り，当該認識時点

から３か月以内には自動車及びその使用の状況を把握し，ケース診断会議に

諮ることが可能であると思われる。そこで，自動車保有の認識時から，特段

の理由なく３か月以上経過した後にケース診断会議が開催されたケースにつ

いて，適切な時期にケース診断会議が開催されなかったものと判断した。

   また，「自動車保有世帯指導マニュアル」（【資７－２】の③）によれば，

「明らかに生活用自動車（保有否認）」である場合にはケース診断会議の開

催が不要とされている。同規定の趣旨は，保有容認要件に該当しないことが

明白である場合には，ケース診断会議により保有容認要件該当性を判断する

必要性に乏しいため，これをケース診断会議の対象から外すことにあるもの

と考えられる。このことからすると，保有を否認した上で処分指導を保留す

る場合には，処分指導保留の要件該当性を判断する必要性があること，処分

指導保留が例外的措置であることを考えれば慎重な判断が求められること，

及び，処分指導を保留された自動車は，近い将来就労に関連して使用される

蓋然性があるという点で，「明らかに生活用自動車（保有否認）」であると

してケース診断会議の対象から外すことは妥当ではないと考え，処分指導保

留についてケース診断会議が開催されなかった場合についても，適切な時期

にケース診断会議が開催されなかったものと判断した。
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 適切な時期にケース診断会議が開催されなかったケースは，北区で６件，

東区で２件，中央区で２件，江南区で３件，秋葉区で１件，西区で２件あっ

た。それらのケースの概要は次のとおりである。また，自動車保有の認識時

からどの程度の期間経過後にケース診断会議が開催されたかについて，後掲

【表７－２－２】にまとめた。

（１） 北区（６件）

・  保護開始時から自動車を保有しているにもかかわらず，特段の理

由なく３か月以上経過後にケース診断会議が開催されたケースが５

件あった。

・  ケース診断会議を経ることなく自動車の保有を容認していたが，

その自動車が廃車となり別の自動車を購入したときに初めてケース

診断会議が開催されたケースが１件あった。

（２） 東区（２件）

保護開始時から自動車を保有しているにもかかわらず，特段の理由なく

３か月以上経過後にケース診断会議が開催されたケースが２件あった。

（３） 中央区（２件）

・  保護開始時から自動車を保有しているにもかかわらず，特段の理

由なく３か月以上経過後にケース診断会議が開催されたケースが１

件あった。
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・  処分指導保留から保有容認に判断が変更されたにもかかわらず，

処分指導保留時にケース診断会議が開かれたのみで，保有容認時に

ケース診断会議が開催されなかったケースが１件あった。

（４） 江南区（３件）

・  保護開始時から自動車を保有しているにもかかわらず，特段の理

由なく３か月以上経過後にケース診断会議が開催されたケースが２

件あった。

・  自動車がなくとも就労が可能かどうか再確認し，再度自動車の保

有を容認するかどうかについて検討するとされていたにもかかわら

ず，再検討までに１年半が経過したケースが１件あった。

（５） 秋葉区（１件）

ケース診断会議を経ることなく処分指導が保留されていたケースが１件

あった。

（６） 西区（２件）

・  保護開始時から自動車を保有しているにもかかわらず，特段の理

由なく３か月以上経過後にケース診断会議が開催されたケースが１

件あった。
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・  ケース診断会議を経ることなく処分指導が保留されていたケース

が１件あった。 

［監７－２－２］３か月以上経過後にケース診断会議が開催されたケース数

～６月 ～１年 ～１年６月 ～２年 ２年超 合計 

北 3   1   1 5

東   1 1     2

中央     1     1

江南       1 1 2

西 1         1

合計 4 1 3 1 2 11

［監７－３］ケース診断会議結果表が保護台帳に綴られているか

北 東 中央 江南 秋葉 南 西 西蒲 合計

○ 20 17 16 4 2 0 9 3 71

× 4 1 0 1 1 0 4 0 11

合 計 24 18 16 5 3 0 13 3 82

   北区で４件，東区で１件，江南区で１件，秋葉区で１件，西区で４件ケース

診断会議結果表が保護台帳に綴られていないケースがあった。その他の区で

は全ケースにおいてケース診断会議結果表が保護台帳に綴られていた。

   また，【資７－３】調査票書式については，区によって，また同一区内でも

ケースワーカーによって利用の有無にばらつきがあった。
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［監７－４］保有が認められた場合について

［監７－４－１］保有容認要件を満たしているか

北 東 中央 江南 秋葉 南 西 西蒲 合計

○ 13 14 9 3 2 0 12 3 56

× 3 1 1 0 0 0 0 0 5

非該当 8 3 6 2 1 0 1 0 21

合 計 24 18 16 5 3 0 13 3 82

※非該当……一度も保有が容認されなかったケース 

   保有が容認されたが，保有容認要件を満たしていない（又は要件該当性につ

いて疑問がある）と考えられるケースが北区で３件，東区で１件，中央区で

１件あった。それらのケースの概要は次のとおりである。

（１） 北区（３件）

・ 母親が老人ホームに入所するまで，母親に対する精神的援助のため 

に保有を認めたケースが１件あった。保有容認要件には該当しない理由

である。

・ 通常１７時半終業，残業がある場合は１～２時間の場合に，不規則 

に残業があり帰宅に苦労しているとして保有を認めたケースが１件あっ

た。残業が２時間あったとしても１９時半終業のため，公共交通機関が

利用可能ではないかと考えられる。

・ 不規則に残業があり帰宅に苦労しているとして保有を認めたが，何 
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時までの残業がどの程度の頻度であるのか，また，残業があった場合の

公共交通機関の利用の可否について何ら検討がなされていないケースが

１件あった。

（２） 東区（１件）

保護台帳のケース記録票に「車（ローンあり）」との記載があるにもか

かわらず，ケース診断会議ではローンについて全く検討がなされずに保有

が容認されたケースが１件あった。

（３） 中央区（１件）

帰宅のバスに乗り遅れると次のバスが１時間後になるとして保有が容認

されたケースが１件あった。しかし，残業は基本的にないとのことであり，

通常はバスに乗り遅れることはないものと思料される。バスに乗り遅れる

という稀な事態を理由に公共交通機関での通勤が著しく困難であるとする

ことは疑問である。

   また，保有容認要件を満たしていないとまでは言えないが，北区，江南区，

秋葉区，南区（本報告書第４章「第９ケース診断会議」で検討したケース），

西区では，公共交通機関の利用について，電車やバスの時刻，所要時間，乗

継等の具体的な検討がなされていないケースが多く見られた。
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［監７－４－２］保有容認要件を定期的に点検しているか

北 東 中央 江南 秋葉 南 西 西蒲 合計

○ 13 15 8 3 2 0 8 2 51

× 1 0 0 0 0 0 3 0 4

非該当 10 3 8 2 1 0 2 1 27

合 計 24 18 16 5 3 0 13 3 82

※非該当……保有が容認されなかったケース，保有容認から間もなく保護廃止も

しくは自動車を手放したケース

   保有容認要件について再検討が必要であるにもかかわらず，再検討のための

ケース診断会議が開催されないまま経過しているケースが北区で１件，西区

で３件あった。それらのケースの概要は次のとおりである。

（１） 北区（１件）

通勤用自動車の保有が認められたケースで，転職のため就業場所及び終

業時間が変更になったにもかかわらず，ケース診断会議で保有容認要件の

再検討を行っていないケースが１件あった。

（２） 西区（３件）

・ 通勤用自動車の保有が認められたケースで，就業場所が変更になっ 

たにもかかわらず，ケース診断会議で保有容認要件の再検討を行ってい

ないケースが２件あった。

・ 事業用自動車の保有が認められたケースで，収益がほとんど上がら 
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ず，自動車の維持費すら捻出できないような状況であるにもかかわらず，

ケース診断会議で保有容認要件の再検討を行っていないケースが１件あ

った。

［監７－４－３］更新後の車検証を徴しているか

北 東 中央 江南 秋葉 南 西 西蒲 合計

○ 5 14 7 1 0 0 2 1 30

× 4 0 0 2 0 0 6 0 12

非該当 15 4 9 2 3 0 5 2 40

合 計 24 18 16 5 3 0 13 3 82

※非該当……保有が容認されなかったケース，車検証の有効期限が切れなかった

ケース

   更新後の車検証を徴していない（保護台帳に綴られていない）ケースが北区

で４件，江南区で２件，西区で６件あった。その他の区では全ケースにおい

て更新後の車検証を徴していた。
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［監７－５］保有が否認された場合について

［監７－５－１］否認の判断は適切か

北 東 中央 江南 秋葉 南 西 西蒲 合計

○ 11 3 6 2 2 0 2 0 26

× 0 0 0 0 0 0 0 0 0

非該当 13 15 10 3 1 0 11 3 56

合 計 24 18 16 5 3 0 13 3 82

 ※非該当……一度も保有が否認されなかったケース

全区において保有否認の判断は適切に行われており，保有容認要件を満た

すにもかかわらず保有が否認されたケースはなかった。

［監７－５－２］処分指導が保留された場合，処分指導保留の要件を満たしてい

るか

北 東 中央 江南 秋葉 南 西 西蒲 合計

○ 4 3 1 0 0 0 1 0 9

× 1 0 0 0 2 0 0 0 3

非該当 19 15 15 5 1 0 12 3 70

合 計 24 18 16 5 3 0 13 3 82

 ※非該当……処分指導保留の対象とならなかったケース

 処分指導保留の対象となった全区合計１２件のうち，処分指導保留の要件を満た

していないと考えられるケースが北区で１件，秋葉区で２件あった。それらのケー

スの概要は次のとおりである。  
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（１） 北区（１件）

 被保護者に就労の意欲はあるものの，病状が安定しておらず，就労で 

きる状態ではないにもかかわらず，処分指導を保留したケースが１件あっ

た。

（２） 秋葉区（２件）

被保護者が就職活動をしているものの，不就労の期間が長く，かつ具体

的な就職先の当てもない事案で，「おおむね６か月以内に就労により保護

から脱却することが確実に見込まれる」とは言い難いケースが２件あった。

［監７－５－３］処分指導を適切に行っているか

北 東 中央 江南 秋葉 南 西 西蒲 合計

○ 3 1 5 1 0 0 1 0 11

× 5 1 1 1 0 0 1 0 9

非該当 16 16 10 3 3 0 11 3 62

合 計 24 18 16 5 3 0 13 3 82

 ※非該当……処分指導の対象とならなかったケース

   処分指導の対象となった全区合計２０件のうち，処分指導が適切に行われて

いないケースが北区で５件，東区で１件，中央区で１件，江南区で１件，西

区で１件あった。それらのケースの概要は次のとおりである。
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（１） 北区（５件）

・ 自動車からナンバープレートが外されているのを現認していたが， 

廃車を証明する書類を提出するよう指導していなかったケースが２件あ

った。

・ 処分指導を口頭で１回行った後，自動車の処分が確認できていない 

にもかかわらず，処分指導を行った形跡が見られないケースが２件あっ

た。内１件は保有否認から初回の処分指導までに半年弱が経過していた。

・ 処分指導保留から１年３か月が経過してから保有を否認し，その後，

一時抹消登録するよう指導したが，一時抹消登録証明書の提出がないに

もかかわらず，同書を提出するよう指導していなかったケースが１件あ

った。

（２） 東区（１件）

処分指導が保留されていたケースで，処分指導の保留期間経過後，約７

か月半の間処分指導が行われなかったケースが１件あった。

（３） 中央区（１件）

保護開始時から自動車を保有しており，かつ，保有容認がされていない

にもかかわらず，約１年１か月の間処分指導が行われなかったケースが１

件あった。



143 

（４） 江南区（１件）

 保有否認後も被保護者が自動車のローンを支払い続けているにもかか 

わらず，処分指導を強く行っていないケースが１件あった。ただし，この

ケースは被保護者に障がいがあり，２日に１度の通院のために自動車が必

要であるが，自動車ローンが高額であるために保有が容認されなかった事

案であり，被保護者の事情を考えるとケースワーカーが処分指導を強く行

えないことも理解できないではない。

（５） 西区（１件）

保有否認後，処分指導を行った形跡が全く見られないケースが１件あっ

た。

［監７－５－４］処分指導の結果，自動車が処分されたか

北 東 中央 江南 秋葉 南 西 西蒲 合計

○ 3 2 4 1 0 0 0 0 10

× 5 0 2 1 0 0 1 0 9

非該当 16 16 10 3 3 0 12 3 63

合 計 24 18 16 5 3 0 13 3 82

※非該当……処分指導の対象とならなかったケース

   自動車が処分されたかどうかは，所有権移転登録や抹消登録等が証明書類に

より確認できたか否かを基準とした。

   処分指導の結果，自動車が処分されたか否かは処分指導が適切に行われたか

否かとリンクしている。ただし，東区では，処分指導の実施が遅れたものの
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結果的には自動車が処分されたケースが１件あり，中央区では，処分指導自

体は適切に行われたものの，自動車の処分が証明書類により確認できなかっ

たケースが２件あった。

ケースワーカーが所有権移転や廃車等について証明書類を提出するようあ

らかじめ指導しても，被保護者がこれに従わない事案が生じることは免れ得

ないとは思われるが，返還指導の場合を除き，自動車の処分は証明書類を提

出して初めて完了するという指導を徹底する必要があろう。

４ 指摘

（１） 車検証の徴収について

車検証の徴収は全区においてほぼ達成できているが，徴収し忘れもしく

は保護台帳への綴り忘れと見られるケースが数件あった。車検証は自動車

の状況把握に欠かせないものであり，かつ，自動車の保有を容認した場合

には，その後の車検時期の確認にも必要なものである。自動車を保有して

いるケースについては，全件において車検証を徴収しかつ保護台帳に綴る

よう留意されたい。

（２） ケース診断会議の開催について

（ⅰ） 適切な時期にケース診断会議が開催されていないケースが全体の約

２割にものぼった。同ケースの多くは，保護開始時から自動車を保有し

ていたもののケース診断会議の開催が遅れたケースである。また，新潟

市の中心部から離れ，公共交通機関の利用が不便になるほどケース診断

会議の開催が遅れがちな傾向にある。
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      南区では，平成２４年度にケース診断会議によって自動車保有の認

否が判断されたケースは０件であったが，下表のとおり，平成２５年

４月～１０月（半年間）には１５件あった。

【平成２４年度（１年間）と平成２５年４月～１０月（６か月間）の自動車保有

認否が判断されたケース数の比較】

北 東 中央 江南 秋葉 南 西 西蒲 合計

平成２４年度 24 18 16 5 3 0 13 3 82

平成２５年４月～１０月 15 20 16 7 4 15 14 3 94

南区の上記１５件のうち，自動車の保有開始から２年以上経過してか

らケース診断会議が開催されたケースが３件，９か月以上経過してから

開催されたケース（平成２４年度に保有を開始したケース）が１件あっ

た。すなわち，１５件中，相当期間経過後に保有の認否が判断されたケ

ースが４件あり，約４分の１がケース診断会議の開催が遅れたケースで

あった。南区では，過年度の遅れを取り戻すため，平成２５年４月～１

０月に自動車保有の認否が判断されたケース数が増加している。

ただし，同様の状況は他区でもあり，平成２４年度の一年間で自動車

保有の認否が判断されたケース数と２５年４月～１０月（半年間）に自

動車保有の認否が判断されたケース数を比較すると，概ね，ほぼ同数な

いしは後者の方が多い状況であった。これは，北区，江南区，秋葉区，

南区及び西区において，平成２４年度生活保護法施行事務監査で自動車

保有状況を総点検すべきことが指摘されたことを受けての結果であろう。

    新潟市の「自動車保有世帯指導マニュアル」では，明らかに生活用

自動車（保有否認）である場合にはケース診断会議の開催は不要とされ

ているが，その場合でも，３か月を目安に口頭により処分を指導し，履
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行期間内（３か月が目安ということになろう）に処分されなかった場合

は，ケース診断会議を開催し今後の方針を決定する必要がある。したが

って，およそ３か月を経過してなおケース診断会議を経ずに保有されて

いる自動車がないように徹底しなければならない。

（ⅱ） 一定期間経過後にケース診断会議で再検討するとされながら，再検

討がされない，ないしは再検討が遅れたケースが２件あった。ケース診

断会議で再検討するとされた場合には，再度の議題提出を担当者任せに

せず，査察指導員が再検討の時期を把握し，時期を逃さず会議を開催す

る必要がある。

（ⅲ） ケース診断会議結果表の保護台帳への綴り忘れが散見された。ケー

ス診断会議結果表には，再検討すべき事項や注意すべき事項が記載され

ているのであるから，備忘のため及び将来的な引継ぎのためにも必ず保

護台帳に綴るべきである。

（ⅳ） 【資７－３】調査票書式を利用していないケースが散見された。同

書式を利用し，必要事項を全て埋めることで，保有容認要件の検討漏れ

を防止することができる。【資７－３】調査票書式を利用するよう徹底

されたい。

（３） 保有容認について

（ⅰ） 北区において，保有容認要件に該当しないにもかかわらず，保有が

容認されたケースが１件あった。法令上の根拠なく自動車の保有を容認

すれば，福祉事務所が恣意的な判断をしているとのそしりを免れ得ない
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のであり，あってはならないことである。北区を除く他７区ではケース

診断会議の開催に当たり，該当ケースの担当者が会議用のレジュメを作

成しているが，北区ではこれを作成していない。自動車保有容認要件の

検討に当たっては，担当者が事前に要件該当性について検討し，必要な

事実確認をしておくことで，会議でも実効性のある議論をすることがで

きる。北区においては，今後，ケース診断会議の開催に当たり，自動車

保有容認要件該当性についてのレジュメを作成されたい。

（ⅱ） 保有容認要件該当性について疑問のあるケースが数件見られた。こ

れは，保有容認要件の一つ一つの要件について，具体的かつ個別的な検

討がなされていないことに起因する。特に，公共交通機関の利用につい

ての検討が曖昧になっているケースが多かった。公共交通機関の利用が

不便な地域においても，自宅ないし職場の位置によっては，公共交通機

関の利用が可能であるはずであり，そのような場合に具体的な検討をお

ろそかにすれば，被保護者間の不公平を生じさせてしまう。保有容認要

件該当性，特に公共交通機関の利用可能性については，電車やバスの時

刻，所要時間，乗継等について具体的に検討すべきである。

（ⅲ） 保有容認要件の定期的な点検について，就業場所が変更になったに

もかかわらず，保有容認要件の再検討を行っていないケースが３件あっ

た。通勤用自動車の保有を認めたケースで，被保護者の就業場所が変更

になった場合には，必ず保有容認要件の再検討を行うよう注意されたい。

（ⅳ） 保有容認後に車検の更新があったケースのうち，４分の１強のケー

スで更新後の車検証を徴していなかった。全体的に，車検の更新時期に

注意し，かつ，更新後の車検証を徴するという意識が低いと思われる。
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車検の更新に当たっては，車検費用をいかに工面するかという問題が生

じるし，車検を機に自動車の買い替えを行うという事態も起こり得る。

車検の更新時期に注意し，更新後の車検証を確実に徴するよう留意され

たい。

（４） 保有否認について

（ⅰ） 処分指導保留について，「おおむね６か月以内に就労により保護か

ら脱却することが確実に見込まれる」という要件に該当しないと考えら

れるにもかかわらず，処分指導が保留されたケースが３件あった。この

３件のケースはいずれも，被保護者の就労の見込みが乏しいにもかかわ

らず，就職活動をしていることをもって上記要件に該当するとの判断を

していると見受けられる事案であった。被保護者の自立を助長するとい

う観点，また，新潟市内は中心部を除き公共交通機関の利用が不便であ

ることを考慮すれば，就労の蓋然性についてある程度緩やかに考えるこ

とも必要ではあるが，就労の見込みが乏しいような場合にまで上記要件

に該当するとの判断をすることは，単に処分指導を遅らせるだけの結果

になりかねない。処分指導が遅れれば，その分だけ自動車にかかる維持

費が無駄になることになる。上記要件を緩やかに解しすぎることのない

よう注意されたい。

（ⅱ） 処分指導を適切に行っていないケースが対象ケースの約半数にのぼ

った。そして，処分指導が適切に行われていない場合，一部の例外を除

いて，自動車が処分されていなかった。これらのケースの中身を見ると，

処分指導の着手が遅く，かつ，自動車の処分について証明書類を提出す

るよう指導するのを怠っているという傾向が見られた。自動車の処分に
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ついては，処分指導が遅れることで，処分に対する強い抵抗感が生まれ

るものと考えられる。また，処分指導の開始当初から，自動車を処分し

た場合には証明書類を提出しなければならない旨指導しておかなければ，

事実上自動車を処分すればそれでよいとの誤解を生じかねないであろう。

処分指導は保有否認後ないしは処分指導保留期間経過後直ちに着手する

こと及び指導に当たっては，指導開始当初から証明書類の提出について

必ず説明するよう徹底されたい。

 ５ 意見

   処分指導保留は例外的措置であるという点で，保有容認の場合と同様に慎重

な判断が求められることから，処分指導保留はケース診断会議を開催して決

定するよう「自動車保有世帯指導マニュアル」に明記することが望ましい。

   しかしながら，明らかに生活用自動車（保有否認）である場合を除く自動車

保有の認否及び処分指導保留の判断を全てケース診断会議で行うとなると，

機動性に欠けることは否めない。

   そこで，場合によっては，ケース診断会議よりもより機動的で，かつ組織と

しての判断の慎重性を担保できる別の会議体を活用できるよう「自動車保有

世帯指導マニュアル」を改定することも検討されてよいと思われる。
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第８ 自立支援 

１ 自立支援プログラムの概要 

（１） 自立支援プログラム導入の背景 

社会保障審議会福祉部会生活保護制度の在り方に関する専門部会報告書

（平成１６年１２月１５日）を踏まえ，社会経済情勢，家族形態の変貌等

に対応するため，生活保護基準や制度・運用の在り方と自立支援の見直し

を実施することとなった。 

被保護世帯が抱える問題は多様であるという現状，すなわち，窮状の原

因等として精神疾患，高齢者等の傷病，ＤⅤ，虐待，ニート，多重債務，

元ホームレス，社会的背景として高齢者世帯（特に単身者世帯）の増加，

社会的きずなの希薄化と実施体制上の問題，すなわち，ケースワーカーの

不足（平成１６年度全国で約１割に相当する１，１９８人が不足）と査察

指導員の経験不足（平成１６年度全国で地区担当員経験のない者が

23.8％）があった。そのため，生活保護の現状には①経済的な給付のみで

は被保護者の抱える様々な問題への対応に限界，②保護の長期化を防ぐた

めの取組が不十分，③担当職員個人の経験等に依存する実施体制にも限界

という問題点があり，①多様な対応，②早期の対応，③システム的な対応

が可能となるよう，経済的給付に加え，自立支援策を充実させるため，平

成１７年度から自立支援プログラムを導入することとなった。 

（２） 自立支援プログラムの基本方針 

自立支援プログラムとは，実施機関が管内の被保護世帯全体の状況を把
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握した上で，被保護者の状況や自立阻害要因について類型化を図り，それ

ぞれの類型ごとに取り組むべき自立支援の具体的内容及び実施手順等を定

め，これに基づき個々の被保護者に必要な支援を組織的に実施するもので

ある。 

ここで自立とは，①経済的自立（就労による経済的自立），②日常生活

自立（身体や精神の健康を回復・維持し，自分で自分の健康・生活管理を

行うなど日常生活において自立した生活を送ること），③社会生活自立

（社会的つながりを回復・維持し，地域社会の一員として充実した生活を

送ること）とされている。 

また，実施体制の充実を図るため①他法他施策や関係機関（保健所，ハ

ローワーク，精神保健福祉センター等）の積極活用，②民生委員，社会福

祉協議会，社会福祉法人，民間事業者等への外部委託の推進や非常勤職員

の積極的活用，③セーフティネット支援対策等事業費補助金や生業扶助の

積極活用が促されている。 

（３） 自立支援プログラムの運用方針 

     ① 平成１８年度の運用方針 

       全自治体で，自立支援プログラムを少なくとも１つ策定 

     ② 平成１９年度運用方針 

       全自治体で，就労支援に関するプログラムを策定 

       生活保護受給者等就労支援事業の積極的な活用 

       稼働能力判定会議の設置 

（４） 全国の自立支援プログラムの策定状況 
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平成１７年１２月から同２０年３月までの全国自治体の自立支援プログ

ラムの策定状況は，次の図表（厚労省資料）のとおりである。 

（５） 生活保護受給者等就労支援事業の概要等 

生活保護受給者等就労支援事業の概要と実施状況は，次の図表（厚労省

資料）のとおりである。平成１８年度，同１９年度の全国調査であるが，

いずれも就職率は５０％を超えている。 
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２ 新潟市における自立支援プログラム 

（１） 新潟市において，現在，策定されている自立支援プログラムは次のとお

りである。 

① 新潟市就労支援プログラム実施要綱(全区対応，平成１７年４月１

日施行，平成２４年１０月１日改定) 

② 新潟市未就労者個別支援プログラム実施要綱(全区対応，平成１８

年４月１日施行) 
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③ 新潟市健康管理支援事業要綱(全区対応，平成１９年４月１日施行) 

④  新潟市西区生活保護受給者健康管理支援事業実施要領(西区独自事

業，平成２３年６月２３日作成) 

⑤ 北区，東区，秋葉区，西区における子ども学習支援事業実施要綱

（北区，東区，秋葉区，西区の各独自事業） 

⑥ 新潟市江南区就労ボランティア体験支援事業実施要綱(江南区独自

事業，平成２４年４月１日施行)  

（２） 自立支援に関する専門職員の各区への配置状況 

北区は就労支援相談員１名，東区は就労支援相談員２名，中央区は就労

支援相談員２名，西区は就労支援相談員２名，健康相談員１名，教育支援

員２名，江南区，秋葉区，南区及び西蒲区は専門職員の配置なし，となっ

ている。 

西区のみ健康管理支援事業の独自事業を有し専任の健康相談員１名を

配置している。これは厚生労働省「セーフティネット支援対策事業

（４）健康管理支援事業」であり，同事業を先行して実施していた東区，

中央区では区の保健師が健康管理支援業務を兼務していたが，西区にお

いては傷病者・障がい者世帯が比較的多く，精神疾患や精神不安のある

受給者に対し担当ケースワーカーと保健師だけでは十分な支援が困難な

状態にあったことによる。また，西区のみが子ども学習支援事業の独自

事業を有し教育支援員２名を配置している。これは厚生労働省「セーフ

ティネット支援対策事業（８）社会的な居場所づくり支援事業」に基づ

く事業であり，同事業を先行して実施していた北区，東区，秋葉区では

委託による学習会形式で実施していたが，平成２４年度から西区でも実

施するにあたり，先進事例を参考に事業をより効率的に実施するため，
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学習会と家庭訪問（アウトリーチ）の２本立てで行うことにしたことに

よる。 

（３） 新潟市就労支援プログラムの目的と概要 

     新潟市就労支援プログラムは，就労意欲を有する者に対して，就労支援

相談員と担当ケースワーカーのきめ細やかな助言・指導により，職業安定

所の就労支援事業等に結び付け，支援対象者の経済的・社会的自立を促す

ことを目的とし，就労支援相談員と担当ケースワーカーが，対象支援者の

意向を踏まえた上で新潟公共職業安定所が実施する生活保護受給者等就労

自立促進事業等を基にする支援メニューに参加することにより，就労に結

び付けていくものである。 

    新潟市の就労支援プログラムは，概略，①担当ケースワーカーによる支

援者の選定，②就労支援員・担当ケースワーカーと支援対象者との面接，

③就労支援チーム（福祉事務所と職業安定所の関係者によって編成され

る）による支援開始（支援メニューの選択）という流れで，その詳細を表

わしたのが次のフローチャートである。 
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なお，新潟市には上記プログラムをフォローする未就労者個別支援プロ

グラムというものがある。これは，就労支援プログラムにより，職業安定

所の就労支援事業等を含め求職活動をしてきたが，概ね３ケ月経過しても

就労に結びつかなかった支援対象者に対して，就労支援相談員と担当ケー

スワーカーが，個別に，具体的に助言・指導することにより，支援対象者

の就労意欲の継続，ひいては就労による社会的・経済的自立を促すことを

目的とするものである。 

（４） 各区の就労支援プログラム実施状況及び就職率等 

担当ケースワーカーが支援対象者として選定した人数，支援開始者数，

就労人数，保護脱却人数を基に，各区の支援開始率，支援開始者の就職率，

保護脱却率を計算すると，下表のとおりである（なお，２６年度は年度途

中での集計である）。 

（ⅰ） 北区では平成２２年度から就労支援プログラムを実施している。 

 22年 23年 24年 25年 26年 計 率 

選定数 27 15 36 31 22 131

開始数 12 8 9 19 7 55 42.0％

就職数 1 6 3 9 8 27 49.1％

脱却数 ― 1 0 1 2 4 7.3％
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（ⅱ） 東区では平成１７年度から就労支援プログラムを実施している。 

    なお，平成２３年度以前は数値の把握が正確ではないため，下表に

は平成２４年度以降の数値を掲載し，かつ，就職率等も同数値によって

算出した。 

 24年 25年 26年 計 率 

選定数 75 107 58 240

開始数 59 87 46 192 80.0％

就職数 24 46 24 94 49.0％

脱却数 2 6 2 10 5.2％

（ⅲ） 中央区では他区に先駆けて平成１７年度から就労支援プログラムを

実施している。 

なお，平成２２年度以前は数値の把握ができていないので，就職率等

は平成２３年度以降の数値によって算出した。 

 17年 18年 19年 20年 21年 22年 23年 24年 25年 26年 計 率 

選定数 ― ― 42 16 33 11 9 31 71 50 263

開始数 ― ― 36 16 31 11 9 29 70 51 253 98.8％

就職数 ― ― 11 16 9 13 2 13 32 32 128 49.7％

脱却数 ― ― ― ― ― ― 0 2 4 1 7 4.4％
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（ⅳ） 江南区では平成２４年度から就労支援プログラムを実施している。 

 24年 25年 26年 計 率 

選定数 10 17 16 43

開始数 10 17 12 39 90.7％

就職数 2 10 1 13 33.3％

脱却数 0 1 0 1 2.6％

（ⅴ） 秋葉区では平成２４年度から就労支援プログラムを実施している。 

 24年 25年 計 率 

選定数 16 5 21

開始数 16 5 21 100％

就職数 9 2 11 52.4%

脱却数 2 0 2 9.5%
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（ⅵ） 南区では平成２４年度から就労支援プログラムを実施している。 

 24年 25年 計 率 

選定数 17 21 38

開始数 6 14 20 52.6％

就職数 1 6 7 35.0％

脱却数 0 2 2 10.0％

（ⅶ） 西区では平成２２年度から就労支援プログラムを実施している。 

 22年 23年 24年 25年 26年 計 率 

選定数 19 28 31 47 40 165

開始数 19 28 31 47 39 164 99.4％

就職数 7 20 20 24 18 89 54.3％

脱却数 2 6 7 4 1 20 12.2％
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（ⅷ） 西蒲区では平成２２年度から就労支援プログラムを実施している。 

 22年 23年 24年 25年 26年 計 率 

選定数 7 5 3 10 5 30

開始数 7 5 3 10 5 30 100％

就職数 3 4 2 4 2 15 50.0％

脱却数 1 1 1 1 0 4 13.3％

（５） 監査方法及び監査事項 

    各区の支援開始率，就職率，保護脱却率から就労支援プログラムが有

効，適切に実施されているかを監査した。 

（６） 監査結果 

（ⅰ） 北区 

支援対象者の選定数に対し開始数が４割程度となっており，担当ケー

スワーカーによる支援対象者の選定があまい感じが否めない。担当ケー

スワーカーが選定した者の約６割がその後の手続（支援対象者の意向確

認，就労相談員等との面接等）により支援対象者から除外されているか

らである。就労支援プログラムによる就職率４９％は全国平均並みで支

援チームによる支援には問題はない。なお，同事業終了後も就労支援員

が定期的に面接指導をし，その後の就労に結びついたケースが７ケース
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あることが報告されている。 

（ⅱ） 東区 

支援対象者の選定数に対し開始数が８割で担当ケースワーカーの支援

対象者の選定に問題はない。また，就労支援プログラムによる就職率４

９％は全国平均並みで支援チームによる支援にも問題はない。 

（ⅲ） 中央区 

支援対象者の選定数に対し開始数が９割超で担当ケースワーカーの支

援対象者の選定に問題はない。また，就労支援プログラムによる就職率

49.7％は全国平均並みで支援チームによる支援にも問題はない。 

（ⅳ） 江南区 

支援対象者の選定数に対し開始数が９割で担当ケースワーカーの支援

対象者の選定に問題はない。また，就労支援プログラムによる就職率

33.3％は全国平均に比しかなり低い。しかし，平成２４年度から２年半

の数値に過ぎないところ年度途中の平成２６年度の就職率が著しく低い

ままで集計されたことが影響しており，支援チームによる支援に問題が

あるとまでいえない。 

（ⅴ） 秋葉区 

支援対象者の選定数に対し開始数が１０割で担当ケースワーカーの支
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援対象者の選定に問題はない。また，就労支援プログラムによる就職率

52.4％は全国平均並みで支援チームによる支援にも問題はない。 

（ⅵ） 南区 

支援対象者の選定数に対し開始数が５割で担当ケースワーカーの支援

対象者の選定がややあまい感は否めない。また，就労支援プログラムに

よる就職率35％は全国平均に比しかなり低い。しかし，平成２４年度か

ら２年の数値に過ぎないこと，保護脱率が10％と比較的高いことから支

援チームによる支援に問題があるとまで言えない。 

（ⅶ） 西区 

支援対象者の選定数に対し開始数が９割超で担当ケースワーカーの支

援対象者の選定に問題はない。また，就労支援プログラムによる就職率

54.3％は全国平均並みで支援チームによる支援にも問題はない。 

（ⅷ） 西蒲区 

支援対象者の選定数に対し開始数が１０割で担当ケースワーカーの支

援対象者の選定に問題はない。また，就労支援プログラムによる就職率

50％は全国平均並みで支援チームによる支援にも問題はない。 

 （７） 指摘 

支援対象者の選定があまければ，その後の手続きに無駄が生ずるだけで
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なく，真に支援の必要な者に対する支援がおぼつかなくなる。北区の支援

開始率は４割，南区の支援開始率は５割となっており，担当ケースワーカ

ーの支援対象者の選定がややあまい感は否めない。数値目標のあることは

わかるが，両区の担当ケースワーカーは新潟市就労支援プログラム実施要

綱３の選定条件を十分考慮の上，支援対象者の選定を適切に行うよう心が

けられたい。 

３ 支援対象者の取組状況の組織的把握について 

（１） 就労支援の具体的事例 

本監査において，各区に対し就労支援について具体的事例を挙げて頂く

よう要請をした。しかし，後述のとおり具体的事例は容易に挙がって来な

かった。 

就労に結びついた支援の具体的事例は，各区とも履歴書の書き方の指導，

面接時の指導（挨拶，お辞儀の仕方等の指導），整容や服装アドバイスと

求職情報の提供など就職活動の基本と思われるものが大半であったが，西

区においては，支援期間の延長による支援により保護脱却に至った事例，

支援期間終了後，未就労者個別支援プログラムを実施し，更にその期間を

延長し，現在も就職活動中の事例など粘り強い支援がなされていた。北区

においても就労支援プログラム終了後の面接指導による就労ケースが７ケ

ースあることが報告されていることは上述のとおりである。 

（２） 粘り強い就労支援の必要性 

北区及び西区のような粘り強い就労支援は，就職率の向上に確実に繋
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がると思われるものであるが，粘り強い就労支援は支援対象者の取組状

況を組織的かつ的確に把握していなければ実行できるものではない。新

潟市の就労支援プログラムのマニュアルには「支援対象者の取組状況の

把握（支援対象者からの就労支援事業取組状況報告書の提出，担当ケー

スワーカーの連絡，面接，訪問等による状況把握）」とあるが，果たし

てこのとおり支援対象者の取組状況が組織的かつ的確に把握されている

のか監査する必要がある。 

（３） 監査方法及び監査事項 

本監査において各区に対し就労支援について具体的事例を挙げて頂くよ

う要請をしたところ，具体的事例を挙げたのは２区のみであった。そこで，

就労支援状況を把握していないのではないかと疑われたので，再度，具体

的事例を挙げて頂くよう要請をし，その回答結果・内容により支援対象者

の取組状況を組織的かつ的確に把握しているか監査した。 

（４） 監査結果 

監査人の１度目の要請で，具体的事例を挙げたのは東区と江南区の２

区のみであった。２度目の要請で就労支援の具体的事例を挙げたのは北

区，西区，西蒲区の３区で，中央区，秋葉区，南区は具体的な事例をあ

げることができなかった（中央区の回答事例は抽象的過ぎて具体的事例

とは評価できない）。支援対象者からの就労支援事業取組状況報告書の

提出と担当ケースワーカーの連絡，面接，訪問等による状況把握が的確

になされていれば，就労支援の具体的事例を挙げることは容易な筈であ

る。就労支援の具体的事例を挙げることのできなかった中央区，秋葉区，
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南区においては，就労支援員や職業安定所に任せっきりで，支援対象者

の取組状況の把握が的確になされていないのではないかと思われる。 

（５） 指摘 

中央区，秋葉区，南区の３区においては，就労支援プログラムのマニ

ュアルに従い支援対象者からの就労支援事業取組状況報告書の徴集と担

当ケースワーカーの連絡，面接，訪問等による状況把握を行い，これを

記録することにより支援対象者の取組状況を組織的かつ的確に把握する

ことを心がけられたい。 

４ 自立支援とワークポート新潟について 

（１） 新潟市は，新潟県と共同で国の職業紹介と自治体の福祉サービスの一

体的な実施を提案し，平成２５年1月１５日に東区役所内に「ワークポー

ト新潟」を開設した。同施設は，国の機関であるハローワークの職業紹

介，県の職業訓練の情報提供，市の生活困窮者等への福祉サービスを一

体的に実施し「就労支援と生活支援」の相談や申請を一カ所で受けるこ

とを可能とするものである。業務体制は，国から職業相談員１名・就職

支援ナビゲーター２名，県から職業訓練相談員１名，市から東区職員１

名となっており，国・県・市の３者連携の取組としては全国初の試みと

される。 

（２） 生活保護制度は生活保障と自立支援を２本柱とするものであるが，新

潟市はワークポート新潟で自立を支援することは，利用者にとって利便

性が高く，早期の就労につながるものと期待している。 
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  ちなみに，ワークポート新潟における生活保護受給者等の職業相談数

は平成２５年１月１３３人（そのうち就職者数は１人），同年２月２２２

人（同４人），同年３月２２７人（同６人）となっている。 

益々の実績の向上が期待される。 
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第９ ケース診断会議

１ ケース診断会議について

（１） 目的

ケース診断会議は，保護の決定実施にあたり，特に複雑，困難な問題を

有するケースについての処遇方針，措置内容等を総合的に審査検討し，ケ

ース処遇の充実を図るとともに，福祉事務所としてケース取扱いの妥当性

を確保することを目的とするものである。

（２） 会議の運営

ケース診断会議の運営については，「新潟市各福祉事務所生活保護担当

課ケース診断会議運営要綱」（以下「要綱」という）においてその大筋が

定められている。さらに，北区，東区，中央区及び西蒲区においては，要

領ないし指針（以下「要領等」という）を作成し，当該区における具体的

な実施基準を定めている。江南区，秋葉区，南区及び西区においては要領

等を作成していないものの，実際上の取扱いは全区において大差がない。

要綱において，ケース診断会議の診断員は，各福祉事務所保護担当課長，

補佐，専門指導員，査察指導員，地区担当員（地区担当のケースワーカ

ー），医療事務担当者，嘱託医，精神科業務嘱託医，福祉事務所関係課担

当者，地区民生委員，用地担当者，税務担当者，その他関連諸制度・施策

による担当者又は機関とし，対象ケースによって適宜構成するとされてい

る。

要領ないし指針の内容は各福祉事務所によって異なるが，おおむね，保
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護課長，補佐，査察指導員，地区担当員を中心にケース診断会議を行うも

のとされており，実際，全区においてこれらのメンバーによってケース診

断会議が実施されている。また，これらのメンバー以外の知見が必要とな

る場合には，ケース診断会議の開催前に照会書等により知見を求めている。

以下（３）～（５）の事項は要綱によって定められた内容である。

（３） 対象ケース

ケース診断会議の対象ケースは，原則として次の①～⑤のうちから，査

察指導員が地区担当員と協議し決定する。また，明らかに生活用自動車

（保有否認）である場合以外の自動車の保有認否の決定については新潟市

の「自動車保有世帯指導マニュアル」で，通帳，印鑑，キャッシュカード

（以下「通帳等」という）預かりの必要性判断については「新潟市の生活

保護業務における被保護者の通帳管理に関する指針」で，ケース診断会議

を開催するものとされている。

① 処遇上，特に専門的判断を要するケース

ア，医療扶助受給ケース

イ，精神的に援助を要するケース

② 処遇上，特に専門的機関の協力を要するケース

ア，老人・児童・母子・障がい者等の要看護ケース

イ，問題の多いケース

③ 処分価値の大きい居住用の資産（土地・家屋）を保有しており，総 

合的・多面的な処遇方針を要するケース

④ ホームレスの「居住生活の可否及び敷金支給判定」を要するケース

⑤ その他特に必要と認められるケース
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（４） 事前準備

地区担当員は，ケース診断会議の事前準備として，当該世帯の生活歴，

家族構成，住居及び環境衛生の状況，処遇経過，処遇方針，問題点，その

他必要と思われる関係書類を整備する。

（５） 会議記録

ケース診断会議に付したケースについては，「ケース診断会議結果表」

に記録し，査察指導員はこれを保管する。さらに，別に「ケース診断会議

結果表」をコピーし，当該保護台帳に添付し，活用する。 

２ 監査方法及び監査事項

（１） 全区において平成２５年４月～１０月に実施されたケース診断会議のケ

ース診断会議結果表を閲覧することにより，①適切な診断員により会議が

実施されているか，②会議により妥当な結論が導かれているか，について

監査を実施した。

（２） 問題ありと疑われるケースについては，個別の保護台帳に当たり，ケー

ス診断会議での検討内容及び結果に問題がなかったかについてチェックを

行った。

（３） 監査件数は，北区４２件，東区７６件，中央区４７件，江南区３６件，

秋葉区８件，南区１６件，西区２７件，西蒲区１７件，全区合計２６９件
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である。

【ケース診断会議監査件数】

北 東 中央 江南 秋葉 南 西 西蒲 合計

監査件数 42 76 47 36 8 16 27 17 269

３ 監査結果

   監査の結果は［監９－１］ないし［監９－２］のとおりである。

［監９－１］適切な診断員により会議が実施されているか

北 東 中央 江南 秋葉 南 西 西蒲 合計

○ 38 75 45 35 8 16 24 14 255

× 4 1 2 1 0 0 3 3 14

合 計 42 76 47 36 8 16 27 17 269

（１） 適切な診断員により会議が実施されているか否かは，保護課長，補佐，

査察指導員（複数名いる場合は全員），地区担当員（地区担当のケースワ

ーカー）の全員が出席しているか否かを基準とした。ただし，東区では，

査察指導員が４名いるところ，査察指導員のうち１～２名が会議に出席で

きない場合には，当該査察指導員が担当する係からケースワーカーが代わ

りに会議に出席する扱いとしている。査察指導員が複数名いる場合には，

その全員が会議に出席することが判断の妥当性を確保するためには最も望

ましいといえるが，常に全員が揃わなければならないとすると会議の迅速
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性を失うことにもなりかねない。この点を考慮すると，東区の取扱いは，

会議の迅速性を確保しつつ多様な意見を取り入れることが可能な方法であ

り，一定の合理性がある。そこで，東区については，査察指導員１～２名

の代わりにケースワーカーが出席している場合には，適切な診断員により

会議が実施されているものとした。

（２） 適切な診断員により会議が実施されていなかったケースは，北区４件，

東区１件，中央区２件，江南区１件，西区３件，西蒲区３件，全区合計１

４件であった。その大半は課長もしくは課長補佐が会議に参加していない

ケースであったが，査察指導員が複数名いる場合に，１名しか査察指導員

が参加していないケースも数件あった。

［監９－２］会議により妥当な結論が導かれているか

北 東 中央 江南 秋葉 南 西 西蒲 合計

○ 39 75 46 36 8 14 27 15 260

× 3 1 1 0 0 2 0 2 9

合 計 42 76 47 36 8 16 27 17 269

ケース診断会議での結論が妥当性を欠く（又は妥当性について疑問があ

る）と考えられるケースが北区で３件，東区で１件，中央区で１件，南区で

２件，西蒲区で２件あった。それらのケースの概要は次のとおりである。ま

た，本報告書第４章第７，４項（３）（ⅰ）でも指摘したが，北区では他７

区とは異なり，ケース診断会議の開催に当たり，該当ケースの担当者が会議

用のレジュメを作成していない。
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（１） 北区（問題ケース３件）

（ⅰ） 自動車保有容認要件を満たさないと考えられるにもかかわらず，自

動車保有を認めたケースが２件あった。

（ａ） 車検の切れた車検証のみしか徴しておらず，かつ，任意保険への 

加入が確認できていないにもかかわらず自動車の保有を認めたケー

ス。

（ｂ） 母子家庭において，高校生の子どもの通学用及び母親の通勤用の 

ために自動車の保有を認めたが，子どもは障がい者ではなく，かつ，

母親の通勤は公共交通機関の利用が可能であり，自動車保有容認要

件に該当しないケース。

（ⅱ） 自宅が差し押さえられており，転居を求められているとして転居費

用の支給を認めたが，登記情報により差押えがなされていることが確認

されていないケースが１件あった。

（２） 東区（問題ケース１件）

通帳等預かりの可否について判断されたケースで，ケース診断会議結果

表に「主（被保護者）が抵抗しても預かることを主（被保護者）に承諾さ

せる」と記載されているケースが１件あった。通帳等預かりについては被

保護者の同意が必要となるところ，被保護者に同意を強要したとも取られ

かねない事案であり，問題である。
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（３） 中央区（問題ケース１件）

暴力団該当性が疑われるケースで，警察から暴力団該当の有無について

の回答が到着する前にケース診断会議を実施し，敷金等の支給を認めたケ

ースが１件あった。要保護者について暴力団該当性が疑われる場合には，

該当するとの結果であった場合には原則保護申請を却下することとなるの

であるから，警察から該当なしとの回答が得られるまでケース診断会議の

実施を待つべきである。

（４） 南区（問題ケース２件）

（ⅰ） 事業用兼通勤用自動車保有の認否が判断されたケースで，被保護者

の収入が少額ではあるが，被保護者の能力を考えると能力活用ができて

いるといえるので自動車の保有は認めるとし，３か月後に再度ケース診

断会議を開いて再検討するとされたケースが１件あった（しかしながら，

再度のケース診断会議は開催されていない）。いくら能力活用ができて

いるといっても，収入額を考えると「当該勤務に伴う収入が自動車の維

持費を大きく上回る」との要件に該当するか疑問である。

（ⅱ） 自動車の処分指導が保留されたケースで，被保護者に就労の意欲は

あるものの，精神疾患で３年間不就労であり，「おおむね６か月以内に

就労により保護から脱却することが確実に見込まれる」との要件に該当

しないと考えられるケースが１件あった。

（５） 西蒲区（問題ケース２件）



175 

（ⅰ） 通勤用自動車保有の認否が判断されたケースで，被保護者が自動車

の任意保険に加入していないにもかかわらず，「任意保険に加入するよ

う伝える」としたのみで保有を認めたケースが１件あった。

（ⅱ） 上記（ⅰ）と同一の被保護者で，職場が変更になったために再度保

有の認否が判断されたが，「任意保険に加入を前提とし」保有を容認し

たケースが１件あった。任意保険に加入したことを確認した後に保有を

容認すべきであった。

４ 指摘

（１） 適切な診断員によりケース診断会議が実施されていないケースが全区合

計１４件（全体の約５％）あった。これら１４件の中には，敷金等の支給

について判断された事案で，至急住宅を確保する必要があるなど，事案の

性質上ケース診断会議の開催について急を要するケースも数件あったが，

それだけでは診断員を欠く正当な理由にはならないと思われる。ケース診

断会議の開催について期限があるのであれば，その期限に間に合うようで

きる限り余裕を持って議題を挙げるべきであるし，また，予定されていた

ケース診断会議の開催日に診断員の一部が不在であったとしても，その前

後の日に臨時でケース診断会議を開催することはできなかったのかという

疑問が残る。

     ケース診断会議開催の目的が，ケース処遇の充実を図るとともに，福祉

事務所としてケース取扱いの妥当性を確保することにあることからすれば，

豊富な経験を有する診断員がケース診断会議に参加することが必要である

し，診断員の人数を確保することで多様な意見を取り入れることが可能と

なる。
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     ケース診断会議の開催に当たっては，一部の診断員を欠いたまま安易に

会議を開催することのないよう注意されたい。

（２） ケース診断会議での結論が妥当性を欠く（又は妥当性について疑問があ

る）と考えられるケースが全区合計９件あった。これらのケースの内訳を

みると，おおむね，①要件に該当する事実の確認が取れていない（もしく

は不十分な）ケース（［監９－２］の北区（ⅰ）（ａ）及び（ⅱ），中央

区，西蒲区のケース），②事実確認に問題はないが，当該事実では要件を

満たさないと考えられるケース（［監９－２］の北区（ⅰ）（ｂ），南区

のケース），のいずれかであった。②については要件解釈の問題もあるが，

①については事実確認が取れない（もしくは不十分な）ままケース診断会

議を開催しており，容易に対処が可能であるにもかかわらずそれがなされ

ていない点で問題である。

    もっとも，任意保険に加入していない自動車について保有の認否を判断

する場合には，ケース診断会議の開催前に任意保険に加入させる必要があ

るとすると，会議の結果が保有否認であった場合に任意保険への加入が無

駄になるという問題が生じ得る。しかしながら，任意保険への加入を条件

に自動車保有を認めるとすると，条件が満たされたことを誰が責任を持っ

て確認するのか，また，ケース診断会議開催から長期間経過後に任意保険

に加入した場合にも条件が満たされたとして保有を認めるという結論にな

るがそれでよいのか，などの問題が生じる。被保護者が自動車事故を起こ

した場合に，任意保険に加入していないとすると，被保護者には資力がな

いことから，被害者が受けられる賠償は自賠責保険による限定された賠償

となってしまう。任意保険の不加入が被害者に与える影響の大きさを考え

ると，機動性を欠くきらいがあることは否定できないものの，ケース診断

会議で一旦「任意保険の加入を確認後に保有を容認する」との結論を出し，



177 

被保護者が任意保険に加入した後に，再度ケース診断会議を開いて保有容

認の判断をすることが最も慎重かつ確実である（なお，本報告書第４章第

７，５で述べたとおり，ケース診断会議とは別の会議体の活用も検討され

てよいと思われる）。

ケース診断会議の対象ケースについては，当面の対応についての協議や

過渡的な判断をする場合を除き，必要な事実確認を全て終えてからケース

診断会議を開催すべきである。必要な事実確認が取れていないにもかかわ

らず，適切な判断をすることは不可能なはずである。

また，要件該当性については，１つ１つの要件を個別具体的に検討する

ことで，要件に該当しないにもかかわらず福祉事務所として認めてはなら

ないことを認めるという事態を避けられるものと考える。

（３） 北区では，ケース診断会議の対象ケース全般について，事前準備として

担当ケースワーカーがレジュメを作成していなかった。単に関係資料を準

備するだけでなく，ケースの概要，問題点，関係法令ないし基準，当該判

断のために必要とされる要件，同要件に該当すると考えられる事実などを

レジュメにまとめることで，実効性のある会議が可能となる。北区におい

ては，今後，ケース診断会議の開催に当たりレジュメを作成されたい。

５ 意見

   江南区でのヒアリングにおいて，査察指導員から，経験の浅いケースワーカ

ーの勉強の意味も兼ねて，ケース診断会議の対象ケースを広く解し，できる

限りケース診断会議を開催するようにしたという話が聞かれた。また，北区

及び西蒲区でも，ケースワーカーが悩みを抱えるような事案について，細や

かにケース診断会議を開催している印象があった。
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経験の浅いケースワーカー，特に新人のケースワーカーについては，事案

の処理について悩みを抱えることが多いと思われる。ケース診断会議の対象

を広く解することは，新人ケースワーカーが一人で悩みを抱え込むことを防

止するために有効な手段の一つであろう。ケースワーカーがケース診断会議

に議題を挙げやすいような環境を作ることが望まれる。
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第１０ 保護費の返還及び徴収

１ 生活保護費の返還及び徴収の概要

生活保護において，被保護者に資産があるもののその現金化に時間を要す

るために保護費の支給が行われるケース，また，被保護者が収入を適正に申

告しなかったために保護費が過分に支給されてしまうケースなどがある。こ

のような場合に対処するため，生活保護法は次のような生活保護費の返還及

び徴収の制度を定めている。

法第６３条

 被保護者が，急迫の場合等において資力があるにもかかわらず，保護を受け

たときは，保護に要する費用を支弁した都道府県又は市町村に対して，すみや

かに，その受けた保護金品に相当する金額の範囲内において保護の実施機関の

定める額を返還しなければならない。

法第７８条

 不実の申請その他不正な手段により保護を受け，又は他人をして受けさせた

者があるときは，保護費を支弁した都道府県又は市町村の長は，その費用の全

部又は一部を，その者から徴収することができる。

２ 法第６３条の適用について

（１） 法第６３条の適用
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生活保護は，要保護者が自らの利用できる資力（資産・収入）を活用し

てなお，最低限度の生活に満たない場合に行われるものである。したがっ

て，要保護者が資力を有する場合，例えば不動産を所有している場合には，

当該不動産を換価して，その換価金を最低限度の生活のために活用しても

らうこととなる。しかしながら，資産を有していても換価に時間を要する

場合，もしくは，換価するよりも自ら活用することが最低限度の生活に資

する場合も多く存在する。そこで，要保護者が資力を有する場合であって

も，次のような場合には，例外的に，要保護者が有する資力について法第

６３条の費用返還の対象とすることを条件として必要な保護を行っている。

① 要保護者が急迫状態にあって直ちに保護を必要とする状況にあるケ

ース

② 資力はあるが，これを最低生活の維持のために充てることができな 

い特段の事情のあるケース

法第６３条の適用にあたっては，実施機関は要保護者に対し，当該資産

の取扱いを十分説明し，来るべき時期が到来すれば費用返還すべきことを

通知する。

（２） 費用返還額の決定

費用返還額については，原則として当該資力を限度として支給した保護

金品の全額を返還額とすべきであるが，こうした取扱いを行うことが当該

世帯の自立を著しく阻害すると認められるような場合については，当該世

帯の自立に必要な範囲において実施機関が認めた額を本来の要返還額から

控除して返還額を決定することができる。
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返還額の決定は，担当職員の判断で安易に行うことなく，当該決定を適

当とする事情を具体的かつ明確にした上で，実施機関の意思決定として行

う。

３ 法第７８条の適用について

（１） 法第７８条の適用

被保護者は，収入，支出その他生計の状況及び世帯の構成などに変動が

あったときは，すみやかに，保護の実施機関又は福祉事務所長にその旨を

届け出なければならない（法第６１条）。しかしながら，勤労収入がある

にもかかわらず収入が全くないとして申告をする場合や，実際の収入額よ

りも過少に申告をする場合が存在する。このような場合は，適正な申告を

すれば支給されることのなかった生活保護費を過分に受給したことになり，

過分に受給した分については不正受給となる。不正に受給した生活保護費

を徴収できるとしたのが法第７８条である。

（２） 徴収額の決定

法第７８条にいう「その費用の全部」とは，支給した保護費の全額が不

正受給である場合を言い，「その費用の一部」とは，支給した保護費のう

ち一部が不正受給である場合を言う。

したがって，徴収額は不正受給額を全額決定するものであり，法第６３

条のような実施機関の裁量の余地はない。
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４ 法第６３条と法第７８条の適用区分

本来，法第６３条は，受給者の作為又は不作為により実施機関が錯誤に陥

ったため保護費の不当な支給が行われた場合に適用される条項ではなく，実

施機関が，受給者に資力があることを認識しながら保護費を支給した場合の

事後調整についての規定と解すべきものである。

しかしながら，受給者に不正受給の意図があったことの立証が困難な場合

等については返還額についての裁量が可能であることもあって法第６３条が

適用されている。

広義の不正受給について，法第６３条により処理するか，法第７８条によ

り処理するかの区分は概ね次のような基準で考えるべきである。

（１） 法第６３条によることが妥当な場合

① 受給者に不正に受給しようとする意思がなかったことが立証される

場合で，届出又は申告をすみやかに行わなかったことについてやむを

得ない理由が認められるとき。

② 実施機関及び受給者が予想しなかったような収入があったことが事

後になって判明したとき。

（２） 法第７８条によることが妥当な場合

① 届出又は申告について口頭又は文書による指示をしたにもかかわら

ずそれに応じなかったとき。

② 届出又は申告に当たり明らかに作為を加えたとき。

③ 届出又は申告に当たり特段の作為を加えない場合でも，実施機関又
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はその職員が届出又は申告の内容等の不審について説明等を求めたに

もかかわらずこれに応じず，又は虚偽の説明を行ったようなとき。

５ 法第６３条及び法第７８条の適用状況

   法第６３条及び法第７８条の過去３年度分（平成２３年度～平成２５年度）

の適用状況について，福祉総務課から提供を受けた資料に基づき，新潟市全

体の状況，各区の調定金額の状況，適用理由別件数及び金額（平成２５年

度）の順で，【資１０－１】ないし【資１０－６】にまとめた。
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【資１０－１】法第６３条の適用状況（新潟市全体）

調定年度 件数
調定額
(a)

件数
収入済額
(b)

不納欠損額
(c)

翌年度繰越額
(a)-(b)-(c)

回収率
(b)/(a)

現年度 556 160,076,299 466 112,002,224 0 48,074,075 70.0%

平成２３年度 過年度 716 200,862,975 262 12,958,782 18,157,804 169,746,389 6.5%

合計 1,272 360,939,274 728 124,961,006 18,157,804 217,820,464 34.6%

現年度 585 132,973,181 494 98,044,956 0 34,928,225 73.7%

平成２４年度 過年度 750 217,085,968 292 19,662,897 9,149,850 188,273,221 9.1%

合計 1,335 350,059,149 786 117,707,853 9,149,850 223,201,446 33.6%

現年度 574 154,403,801 487 124,611,753 0 29,792,048 80.7%

平成２５年度 過年度 799 221,525,219 308 14,471,277 22,988,831 184,065,111 6.5%

合計 1,373 375,929,020 795 139,083,030 22,988,831 213,857,159 37.0%

※用語の説明

「調定額」とは，市の歳入として調査・決定された金額

「不納欠損額」とは，時効の完成等により徴収することができなくなった金額
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【資１０－２】法第６３条の適用状況（区別）

件数 調定金額 件数 調定金額 件数 調定金額

北 56 13,754,545 42 10,896,873 66 16,317,843

東 139 49,582,070 162 42,523,833 159 38,820,635

中央 160 44,026,396 194 36,065,638 154 38,746,976

江南 31 3,734,920 35 5,550,148 39 10,322,800

秋葉 15 14,176,188 9 1,762,078 23 9,058,885

南 13 2,473,945 13 5,205,079 15 13,194,466

西 121 29,631,837 112 24,028,286 98 25,030,529

西蒲 21 2,696,398 18 6,941,246 20 2,911,667

合計 556 160,076,299 585 132,973,181 574 154,403,801

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度
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【資１０－３】法第６３条の適用理由別件数及び金額（平成２５年度）

件数 返還決定額 件数 返還決定額 件数 返還決定額 件数 返還決定額

各種年金の遡及受給 8 9,709,968 51 20,890,695 36 18,629,755 7 7,161,004

保険の解約返戻金 5 835,440 12 1,318,340 11 1,500,214 2 110,900

資産売却 0 0 3 120,265 2 2,306,946 0 0

交通事故の補償金 3 2,693,490 9 4,971,827 9 3,508,888 2 1,557,107

介護保険償還金 13 814,014 35 1,518,494 28 1,160,339 11 382,734

入院給付金 0 0 6 769,043 6 2,559,413 1 206,645

高額療養費償還金 0 0 1 51,791 0 0 1 39,617

扶助費算定誤り 7 53,278 13 3,027,614 30 3,483,186 6 415,950

その他 30 2,211,653 29 6,152,566 32 5,598,235 9 448,843

合計 66 16,317,843 159 38,820,635 154 38,746,976 39 10,322,800

件数 返還決定額 件数 返還決定額 件数 返還決定額 件数 返還決定額 件数 返還決定額

各種年金の遡及受給 4 5,823,963 3 5,961,489 17 7,300,180 4 2,338,313 130 77,815,367

保険の解約返戻金 0 0 1 57,150 1 687,925 2 113,065 34 4,623,034

資産売却 1 169,830 0 0 3 3,718,234 2 23,000 11 6,338,275

交通事故の補償金 0 0 2 60,465 9 2,536,685 1 13,200 35 15,341,662

介護保険償還金 7 319,028 6 95,877 20 481,420 8 228,505 128 5,000,411

入院給付金 3 910,036 0 0 1 75,120 0 0 17 4,520,257

高額療養費償還金 0 0 0 0 0 0 0 0 2 91,408

扶助費算定誤り 5 1,729,188 0 0 32 2,649,228 1 35,900 94 11,394,344

その他 3 106,840 3 7,019,485 15 7,581,737 2 159,684 123 29,279,043

合計 23 9,058,885 15 13,194,466 98 25,030,529 20 2,911,667 574 154,403,801

江南

全区合計
理　　由

秋葉 南 西 西蒲

理　　由
北 東 中央
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【資１０－４】法第７８条の適用状況（新潟市全体）

調定年度 件数
調定額
(a)

件数
収入済額
(b)

不納欠損額
(c)

翌年度繰越額
(a)-(b)-(c)

回収率
(b)/(a)

現年度 209 87,930,235 143 10,401,116 0 77,529,119 11.8%

平成２３年度 過年度 507 311,476,920 218 11,021,487 18,683,222 281,772,211 3.5%

合計 716 399,407,155 361 21,422,603 18,683,222 359,301,330 5.4%

現年度 275 116,088,805 183 13,995,137 0 102,093,668 12.1%

平成２４年度 過年度 620 358,883,586 295 19,682,863 16,600,380 322,600,343 5.5%

合計 895 474,972,391 478 33,678,000 16,600,380 424,694,011 7.1%

現年度 307 80,688,955 193 11,816,500 0 68,872,455 14.6%

平成２５年度 過年度 760 426,028,250 341 19,448,014 19,134,863 387,445,373 4.6%

合計 1,067 506,717,205 534 31,264,514 19,134,863 456,317,828 6.2%
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【資１０－５】法第７８条の適用状況（区別）

件数 調定金額 件数 調定金額 件数 調定金額

北 26 7,411,088 35 13,880,576 36 9,443,194

東 71 27,092,808 100 32,977,748 103 24,167,800

中央 39 11,513,992 71 30,871,311 78 24,539,686

江南 14 11,187,847 9 3,483,774 10 2,820,299

秋葉 9 5,766,240 8 2,264,266 12 3,566,290

南 0 0 6 5,013,794 2 293,301

西 49 24,054,430 42 27,064,078 61 14,382,932

西蒲 1 903,830 4 533,258 5 1,475,453

合計 209 87,930,235 275 116,088,805 307 80,688,955

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度
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【資１０－６】法第７８条の適用理由別件数及び金額（平成２５年度）

件数 徴収決定額 件数 徴収決定額 件数 徴収決定額 件数 徴収決定額

稼働収入の無申告 16 4,888,122 40 13,685,129 47 15,402,904 4 1,533,846

稼働収入の過少申告 3 119,262 34 3,959,908 13 5,452,946 2 273,427

各種年金等の無申告 13 2,183,024 17 3,767,240 16 2,773,836 3 646,503

労災補償金等の無申告 0 0 0 0 0 0 0 0

任意保険金等の無申告 1 450,000 0 0 0 0 0 0

その他 3 1,802,786 12 2,755,523 2 910,000 1 366,523

合計 36 9,443,194 103 24,167,800 78 24,539,686 10 2,820,299

件数 徴収決定額 件数 徴収決定額 件数 徴収決定額 件数 徴収決定額 件数 徴収決定額

稼働収入の無申告 4 1,451,011 2 293,301 25 4,807,319 1 83,750 139 42,145,382

稼働収入の過少申告 2 306,756 0 0 7 1,367,051 1 22,500 62 11,501,850

各種年金等の無申告 5 1,638,289 0 0 14 4,663,121 1 350,522 69 16,022,535

労災補償金等の無申告 0 0 0 0 2 960,111 0 0 2 960,111

任意保険金等の無申告 0 0 0 0 3 1,695,509 1 916,201 5 3,061,710

その他 1 170,234 0 0 10 889,821 1 102,480 30 6,997,367

合計 12 3,566,290 2 293,301 61 14,382,932 5 1,475,453 307 80,688,955

西南 西蒲 全区合計

理　　由
北 東 中央 江南

理　　由
秋葉
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６ 監査方法及び監査事項

（１） 全区において，平成２５年度に法第６３条及び法第７８条の調定をした

決裁用書類を閲覧することにより，監査を実施した。監査対象は，調定金

額が５０万円以上のケースとした。

（２） 監査事項は次のとおり。

① 適用の手続きが適切に行われているか

［着目点］・適用の時期に遅れはないか

       ・通知書が正しく記載されているか

・その他問題点はないか

② 法第６３条と法第７８条の区分が適切になされているか

（３） 監査件数は，それぞれ下表のとおり。

【法第６３条の監査件数】

北 東 中央 江南 秋葉 南 西 西蒲 合計

監査件数 6 17 27 3 5 3 12 1 74

【法第７８条の監査件数】

北 東 中央 江南 秋葉 南 西 西蒲 合計

監査件数 6 13 17 2 2 0 9 1 50
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７ 法第６３条についての監査結果

（１） 適用の手続きが適切に行われているか

（ⅰ）適用の時期に遅れはないか

法第６３条の適用は，資力の発生後可能な限りすみやかに行うことで，

高確率での返還金回収が可能となる。しかしながら，法第６３条の適用に

当たっては，収入，必要経費等の正確な金額の把握及び自立更生計画額の

決定等に時間を要する場合もある。そこで，資力の発生が発見されてから

法第６３条が適用されるまで（返還額決定通知書の発送まで）に６か月以

上が経過したケースを適用時期に看過できない遅れがあるものとしてチェ

ックを行った。

中央区で２件，適用時期に看過できない遅れがあるケースがあった。そ

の他の区では，適用時期に看過できない遅れはなかった。また，多くのケ

ースでは発見から適用処理の終了までを１か月～２か月の間に行っていた。

（ａ） 中央区の問題ケース（２件）

・ 被保護者が消費者金融から過払金の返還があったことをケー 

スワーカーに申告したが，その際にケースワーカーは過払金を

使わないよう注意したのみで具体的な金額の聴き取りを行わな

かった。ケースワーカーが過払金の額を把握したのは被保護者

の申告から約１１か月後であり，その間に被保護者は過払金を

費消していた。その後，被保護者に対して返還額決定通知がな

されるまでにさらに７か月間が経過したというケース。
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・ 入院給付金の受領から返還額決定通知がなされるまでに約１ 

０か月が経過したケース。

（ⅱ） 通知書が正しく記載されているか

返還額決定通知書には，返還金額の算定根拠として，①収入額，②必

要経費額，③控除額，④返還対象期間，⑤その間に受給した保護費の額，

⑥自立更生計画額，⑦返還決定額を記載すべきであるところ，これらの

うちのいくつかの項目が通知書に記載されていないケースが散見された。

（ⅲ） その他の問題点

北区では，法第６３条適用について決裁を得るために担当ケースワ

ーカーが作成する起案書に必要な情報（保護開始日，返還の対象期間，

その間に支給された保護費の額など）が記載されていないものが散見

された。起案書に必要な情報が全て正確に記載されているのでなけれ

ば，決裁権者は正しく法第６３条の適用がなされているか確認するこ

とができないはずである。

（２） 法第６３条と法第７８条の区分が適切になされているか

中央区で２件，法第７８条を適用すべきであるのに，法第６３条が適用

されているケースがあった。その他の区では，法第６３条の適用に問題は

なかった。
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（ⅰ） 中央区の問題ケース（２件）

・ 平成２５年１０月に１回，同年１１月に１回の合計２回生活状況

を報告するよう指導指示書を出していたにもかかわらず，被保護

者がこれに従わなかったため，保護廃止となった。その後，同人

から保護費受給時に勤労収入があったにもかかわらず申告してい

なかったことが申告されたケース。文書で指示したにもかかわら

ずこれに応じなかったケースであり，法第７８条を適用すべきで

ある。

・ ケースワーカーが家庭訪問の際に，入院給付金を受領したか否か

被保護者に対して口頭で確認した際，すでに被保護者は入院給付

金を受領していたにもかかわらずこれを申告しなかった。その後，

法第２９条調査により，入院給付金の受領が判明したが，その際

にはすでに被保護者が同給付金を費消していたケース。申告につ

いて口頭で指示をしたにもかかわらずこれに応じなかったケース

であり，法第７８条を適用すべきである。
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８ 法第７８条についての監査結果

（１） 適用の手続きが適切に行われているか

（ⅰ） 適用の時期に遅れはないか

法第７８条の適用に当たっては，収入金額の正確な把握のため，就労

先や金融機関等への調査が必要となり，これらの調査に時間を要する場

合も多い。そこで，不申告等が発見されてから法第７８条が適用される

までに６か月以上が経過したケースを適用時期に看過できない遅れがあ

るものとして，チェックを行った。

不申告の発見から法第７８条の適用までに６か月以上経過したケース

が中央区で４件，西区で４件，合計８件あった。その他の区では，適用

時期に看過できない遅れはなかった。

（ⅱ） 通知書が正しく記載されているか

徴収額決定通知書には，①収入額，②必要経費（実費）額，③徴収対

象期間，④その間に受給した保護費の額，⑤徴収決定額を記載すべきで

あるところ，これらのうちのいくつかの項目が通知書に記載されていな

いケースが散見された。特に，③徴収対象期間が記載されていないもの，

①収入額と④その間に受給した保護費の額を分けて記載せず一括して

「不正受給額」として記載しているものが多く見られた。

（ⅲ） その他の問題点
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北区では，法第６３条適用同様，法第７８条適用についても，決裁を

得るために担当ケースワーカーが作成する起案書に必要な情報（保護開

始日，徴収の対象期間，その間に支給された保護費の額など）が記載さ

れていないものが散見された。

（２） 法第６３条と法第７８条の区分が適切になされているか

西区で１件，一部の期間についてのみ法第７８条を適用すべき（その他

の期間については法第６３条を適用すべき）であるのに，全体について法

第７８条が適用されているケースがあった。その他の区では，法第７８条

の適用に問題はなかった。

（ⅰ） 西区の問題ケース（１件）

被保護者が平成２５年９月に年金を遡及受給していたにもかかわらず，

その事実を申告しないでいたところ，同年１０月にケースワーカーが家

庭訪問をした際，年金の遡及受給事実を発見した。この場合には，年金

受給権発生時から年金遡及受給時までの期間については，「資力がある

にもかかわらず保護を受けていた」と言えるため法第６３条を適用し，

年金遡及受給後から発覚時までの期間は不正に保護を受けていたことに

なるため法第７８条を適用すべきであるのに，全期間について法第７８

条が適用されていたケース。
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９ 指摘

（１） 法第６３条・法第７８条共通

（ⅰ） 決定通知書に返還ないし徴収決定金額（以下「決定金額」という）

の算定根拠の記載漏れがあるものが散見された。法第６３条の返還決定

及び法第７８条の徴収決定は被保護者に対する不利益処分に該当するた

め，その決定通知書には理由を示さなければならない（行政手続法第１

４条１項３項）。理由を示したと言えるためには，決定通知書に，決定

金額の算定根拠が明確にされ，被保護者の側で自らの受けた決定金額が

正しいのかどうか検算ができるようにする必要があろう。決定通知書に，

決定金額の算定根拠の記載漏れがないよう注意すべきである。

（ⅱ） 法第６３条と法第７８条の区分が適切になされていないケースが合計

３件あった。法第６３条が資力はあるがその換金に時間を要するため保

護を受けた場合に適用される規定であるのに対し，法第７８条はいわゆ

る不正受給の場合に適用される規定であり，その意味合いは大きく異な

る。また，法第６３条の場合はその返還すべき金額から当該世帯の自立

に必要な範囲の額（自立更生計画額）を控除することができるのに対し，

法第７８条の場合はこのような控除は認められないという点でもその違

いは顕著であり，法第６３条と法第７８条の適用区分は適切になされな

ければならない。法第６３条及び法第７８条の適用に当たっては，いず

れの法条を適用すべきか，また，対象期間を２つに区分し，前の期間に

法第６３条，後の期間に法第７８条を適用すべきではないかなど，慎重

に検討すべきである。
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（２） 法第６３条適用について

法第６３条返還金の回収率は，現年度分は７０％～８０％で推移してい

るものの，過年度分となると１０％にも満たない。このことから，返還金

については，すみやかに一括で返還させることが肝要であり，返還時期が

遅れたり一括ではなく分割での納付となると，回収率が極端に下がること

がわかる。

法第６３条適用の処理については，特段の理由がない限り，資力発生の

発見から２か月以内には終わらせるべきである。個別の事情により処理に

２か月以上を要する場合であっても，その間は被保護者と密に連絡を取る

ことで，返還すべき金員を費消させることのないよう注意すべきである。

また，個別の事情があり処理に時間を要すると言っても，資力発生の発見

から６か月以上が経過すれば，いかに担当ケースワーカーが被保護者に対

して返還すべき金員を費消しないよう注意していたとしても，被保護者の

緊張感は失われ，金員を費消する危険性は非常に高まると思われる。いか

なる個別事情があろうとも，資力発生の発見から法第６３条適用の処理を

終えるまでに６か月を経過しないよう厳守すべきである。

（３） 法第７８条適用について

法第７８条の監査件数（５０件）は，法第６３条の監査件数（７４

件）の約３分の２であるにもかかわらず，適用時期に看過できない遅れ

が見られたケースは，法第７８条が合計８件，法第６３条が合計２件で

あり，法第７８条の方が多かった。これは，法第６３条よりも法第７８

条の方が調査に時間を要するためであると考えられるが，法第６３条の

処理速度が回収率に直結するのに対し，法第７８条は不正に受給した保
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護費をすでに費消しているケースが圧倒的に多く，処理速度が必ずしも

回収率に結び付かないことも関係しているのではないかと思われる。

しかしながら，早期に徴収決定をすれば，たとえ分割納付であろうと

それだけ早く徴収を終えることができるのはもちろん，すみやかに徴収

決定をすることで，被保護者に対して不正を許さないという厳然とした

姿勢を示すことができ，再度の不正防止に役立つものと考える。

法第７８条の適用処理に当たっては，不申告等が発見されてから法第

７８条処理の終了までに６か月を経過することのないよう努力すべきで

ある。

（４） 個別の区について

（ⅰ） 北区について

北区では，法第６３条及び法第７８条の決裁を得るための起案書に必

要な情報（保護開始日，返還の対象期間，その間に支給された保護費の

額など）が記載されていないものが散見された。起案書を基に通知書を

作成するのが通常であろうし，決裁権者は起案書を見て決裁を行うので

あるから，起案書の不備はそのまま決定の不備に繋がる。北区では，起

案書を正確に作成するよう徹底されたい。

（ⅱ） 中央区について

中央区では，法第６３条及び法第７８条の適用処理の遅れが多く見ら

れた。中央区では，東区に次いで処理件数が多いのではあるが，中央区

より処理件数の多い東区においては適用処理に遅れが見られなかったこ
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とからすると，処理件数の多さは必ずしも理由にならないと思われる。

中央区においては，処理スピードを向上させるよう努力されたい。

１０ 意見

（１） 法第６３条・法第７８条共通

（ⅰ） 新潟市では，法第６３条及び法第７８条の決定通知書について，空

欄を埋めるタイプの定型の書式を用いておらず，個々のケースワーカー

が任意に必要事項を記載しているため，記載漏れが数多く生じている。

通知書の書式を空欄を埋めるタイプに変えることで，容易に記載漏れを

防ぐことが可能である。

法第６３条及び法第７８条の決定通知書について，空欄を埋めるタイ

プの定型の書式を作成することを推奨する。

（ⅱ） 法第６３条及び法第７８条の対象ケースについて，査察指導員が一

覧表を作成し，進捗状況を適宜担当ケースワーカーに確認することで，

処理の遅れを防ぐことが可能である。

    法第６３条及び法第７８条の進捗状況一覧表を作成することを検討

されたい。

（２） 法第６３条適用について

法第６３条の適用理由のうち，各種年金の遡及受給が過半数を占める。

新潟市では，全区において保護開始時の年金調査を実施しているが，年金

制度は複雑であり，調査の結果得られた年金記録を十分に検討するだけの
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知識が個々のケースワーカーにないために，年金の見過ごしが数多く発生

しているものと考えられる。

個々のケースワーカーが年金知識を身に着けるといっても限界があろう

から，年金記録を十分に検討するためには専門の年金調査員を配置するこ

とが最も有効である。現在，新潟市には，東区に専門の年金調査員が１名

いるのみである。将来的には年金調査員の増員を検討されたい。

（３） 法第７８条適用について

法第７８条徴収金の回収率は，過去３年度において，現年度分でもわず

か１０％～１５％に過ぎない。この数字を見れば，法第７８条徴収金を回

収することは極めて困難であり，そもそも徴収金を発生させないことに力

点が置かれるべきであることは明らかである。

   法第７８条適用ケースの発見の端緒は，課税調査が圧倒的多数であっ

たが，ケースワーカーが家庭訪問の際に不審な点に気づき，法第７８条

適用に至ったケースも複数見られた。

   法第７８条徴収金の発生防止のためにも，課税調査の迅速かつ適切な

実施及び訪問調査の充実を図られたい。
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第１１ 生活保護の廃止 

１ 生活保護の停・廃止の概要 

保護の実施機関は，被保護者が保護を必要としなくなったときは，すみや

かに，保護の停止又は廃止を決定し，書面をもって，これを被保護者に通知

しなければならない（法第２６条）。 

法第２６条は保護の必要がなくなったとき（死亡，転出，収入増など）の

停・廃止を規定しているが，第２８条第４項（立入調査拒否等や検診命令違

反）や第６２条３項（指示・指導等に従う義務違反）の場合も保護の停止又

は廃止がなされうる。 

法第２６条による保護の停止又は廃止すべき場合の運用は以下のとおりで

ある。 

（１） 保護を停止すべき場合 

① 当該世帯における臨時的な収入の増加，最低生活費の減少等により，

一時的に保護を必要としなくなった場合であって，以後において見込

まれるその世帯の最低生活費及び収入の状況から判断して，おおむね

６か月以内に再び保護を要する状態になることが予想されるとき。 

② 当該世帯における定期収入の恒常的な増加，最低生活費の恒常的な

減少等により，一応保護を要しなくなったと認められるがその状態が

今後継続することについて，なお確実性を欠くため，若干期間その世

帯の生活状況の経過を観察する必要があるとき。 

（２） 保護を廃止すべき場合 
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① 当該世帯における定期収入の恒常的な増加，最低生活費の恒常的な

減少等により，以後特別な事由が生じない限り，保護を再開する必要

がないと認められるとき。 

② 当該世帯における臨時的な収入の増加，最低生活費の臨時的な減少

等により，以後おおむね６か月を超えて保護を要しない状態が継続す

ると認められるとき。 

（３） 保護の辞退があった場合の扱いについて 

保護受給中の者から「辞退届」が提出された場合には，「辞退届」が有

効なものであり，かつ，保護を廃止することで直ちに急迫した状況に陥る

と認められない場合には，当該保護を廃止して差し支えないとされている。

「辞退届」が有効となるためには，それが本人の任意かつ真摯な意思に基

づくものであることが必要である。なお，新潟市においては，辞退により

保護の廃止をする場合にはケース診断会議に諮ることとされている。 

２ 監査方法及び監査事項 

法第２６条（保護の必要性喪失），第２８条第４項（立入調査拒否等や検

診命令違反）及び第６２条３項（指示・指導等に従う義務違反）に規定する

廃止原因に関し，①廃止の判断は適切か，②辞退による保護廃止の場合にケ

ース診断会議を経ているか，につき保護台帳に基づき監査した。 

なお，保護の停止については廃止に先行し廃止と重複するケースが多いの

で監査対象から除外したが，廃止との関連で必要な範囲において言及した。 

抽出した案件は，平成２５年４月中に保護の廃止決定（決裁）がなされた
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案件７１件（北区７件，東区２３件，中央区１９件，江南区５件，秋葉区３

件，南区１件，西区１２件，西蒲区１件）である。 

３ 監査結果 

［監１１－１］保護廃止の判断は適切か 

北 東 中央 江南 秋葉 南 西 西蒲 合計

○ 7 20 16 5 3 1 11 1 64

× 0 3 3 0 0 0 1 0 7

合 計 7 23 19 5 3 1 12 1 71

上記表の内容について各区ごとにコメントする。 

（１） 北区７件（問題ケース０件） 

北区の保護廃止の原因は，死亡が４件，転出（母国帰国含む）が３件で

あった。 

いずれのケースについても廃止の判断は適切であった。なお，転出ケ

ースの一つは，外国人の被保護者が母国に帰国したことを入国管理局に

て確認後，廃止決定がなされており適切に処理されていた。 

（２） 東区２３件（問題ケース３件） 

東区の保護廃止の原因は，死亡が７件，転出が７件，収入発生・増６件，

最低生活費低下２件，引取りが１件であった。 

転出ケースの２件については，被保護者が転出することになったこと
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を以て，転出前から４月１日付で保護廃止決定がなされていた。 

また，収入発生・増６件のうち１件は年金の遡及受給，もう 1 件は扶

養による収入増のケースであった。 

引取りケースについては，被保護者が知人宅に転居し知人と同居する

こととなったため，知人から扶養届を出してもらい廃止決定をしたとい

うケースである。知人の収入は年金月額十数万円で，資産はわずかな預

貯金しかない。知人による被保護者の扶養と言ってもやや無理がある。

知人の預金がなくなり生活に困窮したらいつでも相談に来るように被保

護者には伝えてあったにせよ，一旦保護の停止として様子を見るべき事

案であったと思われる。 

（３） 中央区１９件（問題ケース３件） 

廃止の原因は，死亡６件，転出８件，収入発生１件，辞退２件，逮捕勾

留・起訴２件であった。 

死亡，転出及び収入発生を廃止原因としたケースにはいずれも問題はな

かった。 

辞退ケース２件のうち，１件については，一旦保護の停止として様子を

見るべき事案で保護廃止の判断は不適切であった。このケースは，居所喪

失及び所在不明をも理由とするものであり，被保護者自身が福祉事務所と

の電話でのやり取りの中で保護を受けなくともよいと発言したことから，

保護の廃止となった事案である。被保護者は，居所喪失後わずか二か月半

足らずでアパートを確保する意思が認められず，本人の任意かつ真摯な辞

退意思ありとして保護を廃止にしてしまうのはいかにも早計である。被保

護者の所在不明でその後の手続きが容易ではないとしても，一旦保護の停

止として様子を見るべき事案であろう。 
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逮捕勾留・起訴ケース２件については，逮捕勾留時点で保護の停止とし，

起訴された時点で保護の廃止とすべきであるのに，起訴事実の把握後も保

護の停止を継続しており不適切である。 

（４） 江南区５件（問題ケース０件） 

廃止の原因は，死亡１件，転出３件，辞退１件であった。いずれのケ

ースにも問題はなかった。なお，辞退ケースは，婚姻を理由とするもの

で，婚姻後被保護者から辞退届が提出されてケース診断会議を経て保護

の廃止となった。 

（５） 秋葉区３件（問題ケース０件） 

廃止の原因は，３件全てが死亡で保護廃止に問題はなかった。 

（６） 南区１件（問題ケース０件） 

廃止の原因は，引取り予定による辞退である。保護廃止に問題はない。 

（７） 西区 １２件（問題ケース１件） 

廃止の原因は，死亡２件，転出３件，収入発生・増５件，最低生活費低

下１件，逮捕勾留・起訴１件である。 

転出３件のうち，１件は５月１日転出予定であるところ，４月２２日に

保護廃止決裁がなされていた。 

それ以外のケースには不適切な処理はなかった。なお，逮捕勾留・起訴
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ケースは，逮捕日に保護停止決定，起訴日に保護廃止決定がなされ適切に

処理されていた。なお，収入発生・増５件のうち，２件はリバースモーゲ

ージによる借入収入の発生を原因とするものであった。 

（８） 西蒲区１件（問題ケース０件） 

廃止の原因は転居で，転居後保護の廃止をしており処理に問題はない。 

［監１１－２］辞退による廃止の場合にケース診断会議に諮られているか 

北 東 中央 江南 秋葉 南 西 西蒲 合計

○ 0 0 2 1 0 1 0 0 4

× 0 0 0 0 0 0 0 0 0

合 計 0 0 2 1 0 1 0 0 4

辞退ケースは中央区に２件，江南区に１件，南区に１件の合計４件であっ

た。いずれの事案についてもケース診断会議に諮られており，手続的には適

切であった。 

４ 指摘 

（１） 転出ケースに関して 

転出ケースについては，東区において２件，西区において１件，被保護

者の転出前に保護廃止決定がなされていた。転出による所管福祉事務所の

実施責任の消滅が保護廃止の要件であるにも拘わらず，転出前に保護廃止
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決定をするのは原則違法であると言わざるを得ない。もっとも，保護の辞

退が認められることとの対比から，被保護者の都合により転出前に保護の

廃止とすることは認められると考える。この場合を除き，転出することが

ほぼ確実であったとしても，被保護者の転出（廃止要件）を確認した後に

廃止決定するよう是正すべきである。 

（２） 東区の引取りケース及び中央区の辞退ケースに関して 

保護の停止と保護の廃止との適用区分は，保護の必要性の喪失が，一時

的かそれとも恒常的か，不確実かそれとも確実かにある。誤って保護を廃

止した後保護を再開するには，その手続きと相応の時間が必要となる。そ

れ故，保護の必要性の喪失が恒常的，確実と言えないような状況が認めら

れるときは，保護の廃止とせずに一旦保護の停止とし，様子を見るべきで

ある。 

（３） 中央区の逮捕勾留・起訴ケースに関して 

いずれも逮捕勾留により保護を停止したが，起訴後も収監場所や判決結

果を確認するため刑務所に照会し保護の停止を継続した事案である。しか

し，起訴後も保護の停止を継続し，様子を見たところで，住宅扶助の支給

を継続するのであれば格別，同支給も停止するのであれば，被保護者が賃

料の滞納によりアパート（居宅）を失ってしまう危険に変わりはない。東

京都事例集や大阪市質疑集などには「公訴の提起が確認された場合は，保

護の停止」という取扱いが示されている（大阪弁護士会貧困・生活再建問

題対策本部編「生活保護利用者をめぐる法律相談」４０２頁）。起訴後は，

引き続き勾留をされたまま裁判を受ける者と保釈により釈放されて裁判を

受ける者とに分かれるが，判決は早ければ，逮捕から２，３ケ月以内でな
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されるが事件によっては判決まで数年かかる場合もある。このように起訴

されればいつ釈放されるか分からないのであるから被保護者が保釈されな

い限り起訴により保護の廃止とすべきである。 

なお，起訴・不起訴については刑事弁護人に照会すれば，容易に把握で

きると思われる。 
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第５章 生活保護の実施体制 

第１ 職員体制 

１ 市の組織及び所管事務 

新潟市においては各区役所単位で福祉事務所が設置され，生活保護に関す

る事務は東区，中央区，西区の３区役所は保護課，それ以外の５区役所は健

康福祉課保護係で所管する。新潟市本庁には福祉総務課が置かれ，同課には

企画管理係と保護室がある。保護室は，各区役所の保護担当部署との連絡調

整をする。 

本庁企画管理係は福祉部の予算及び決算の総括や福祉施策の企画及び総合

調整，地域福祉活動の推進，民生委員・児童委員の総括，総合福祉会館に関

すること，中国残留邦人等の自立支援の総括，戦傷病者・戦没者遺族及び軍

人軍属等の総括，成年後見制度の総括に関すること，社会福祉審議会・福祉

有償運送運営協議会の運営，臨時福祉給付金に関することなどを主な業務内

容としている。 

本庁保護室は，生活保護・支給給付の総括，生活保護法に係る医療機関・

介護機関の指定及び指導，生活保護法施行事務監査に関する事項，法外援護

事業の総括に関する事項，住宅支援給付に関する事項，保護施設に関する事

項，ホームレスの自立支援の総括に関する事項などを業務内容としている。 

２ 各福祉事務所の組織体制１（ケースワーカーと査察指導員の充足率） 

 （１） ケースワーカーと査察指導員の充足率 
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新潟市福祉総務課から提供された資料（下記表）によると，平成２１年

から同２５年（各４月時点）までの各福祉事務所の査察指導員と現業員

（地区担当員＝ケースワーカー）の人数は以下のとおりである。 
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この５年間で，査察指導員は東福祉事務所と中央福祉事務所で各１名の

増員にとどまっているが，現業員については西蒲福祉事務所以外の各福祉

事務所で３割から６割の増員がなされた。 

平成２５年４月時点での各福祉事務所のケースワーカー一人当たりの担

当世帯数（平均）は下記表のとおり，北福祉事務所が 81.1 世帯（７３０

世帯÷９人），東福祉事務所が 73.6 世帯（２，２０９世帯÷３０人），

中央福祉事務所が 83.2 世帯（２，７４４世帯÷３３人），江南福祉事務

所が 73.7 世帯（５１６世帯÷７人），秋葉福祉事務所が８７世帯（３４

８世帯÷４人），南福祉事務所が 54.7 世帯（１６４世帯÷３人），西福

祉事務所が 82.6 世帯（１，４０５世帯÷１７人），西蒲福祉事務所が６

１世帯（１８３世帯÷３人）となっている。 

福祉事務所 世帯数 

北福祉事務所 81.1

東福祉事務所 73.6

中央福祉事務所 83.2

江南福祉事務所 73.7

秋葉福祉事務所 87

南福祉事務所 54.7

西福祉事務所 82.6

西蒲福祉事務所 61

（２） 監査事項及び監査結果 

そこで，社会福祉法第１６条と厚生労働省の示す８０世帯にケースワー
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カー1 人，ケースワーカー７人に査察指導員１人という基準を満たしてい

るか否かについて，保護世帯数と所属ケースワーカーの総数との関連で８

福祉事務所を監査した結果，中央福祉事務所においてケースワーカーと査

察指導員各１名の不足があった。 

（３） 指摘 

最近のケースワーカー増員にも拘わらず北福祉事務所，中央福祉事務所，

秋葉福祉事務所，西福祉事務所がケースワーカー１人当たりの担当世帯数

が８０世帯を超えている。しかし，増員の要否は福祉事務所管轄の保護世

帯の総数と所属ケースワーカーの総数との関連で充足率を考えなければな

らない（社会福祉法第１６条は，２４０世帯以下の場合３名，８０世帯増

えるごとに１名としている）。そうすると，上記４福祉事務所のうち，保

護世帯２，７４４世帯（平成２５年４月時点）に対しケースワーカー３３

名で対応している中央福祉事務所のみが１名の不足となるので，ケースワ

ーカー１名を増員すべきこととなる（２，７４４世帯÷８０＝34.3 人）。

また，中央福祉事務所においてはケースワーカー３３名に対しこれを指導

監督する査察指導員が４名しかおらず，査察指導員１名の増員も必要とな

る（３３人÷７＝4.7 人）。 

３ 各福祉事務所の組織体制２（職員の配置状況，資格の有無等） 

（１） 各福祉事務所の職員の配置状況，資格の有無及び配置の適否について 

新潟市福祉総務課から提供された資料によると平成２５年４月１日現在

の各福祉事務所の職員（査察指導員，ケースワーカーに限る）の配置状況
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及び職員の現職経験年数・過去の職歴，社会福祉主事の資格有無は，後記

福祉事務所ごとの各表のとおりである。 

（２） 監査方法及び監査事項 

社会福祉法第１５条第６項により査察指導員と現業員は社会福祉主事で

なければならない。 

そこで，①各福祉事務所の査察指導員と現業員について社会福祉主事の

資格を有しているか監査した。 

次に，②各福祉事務所への職員（査察指導員，ケースワーカーに限る）

の配置の適否について，その職員の現職経験年数・過去の職歴から監査し

た。 

（３） 監査結果① 

全員社会福祉主事の資格を有しており問題はなかった。 
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 （４） 監査結果② 

（ⅰ） 北福祉事務所について 

（ａ） 職員の配置等 

職名 

ＳＶ，ＣＷの

区別 

現職 

経過年齢 

過去の職歴 

生活保護現業

経験年数 

社会福祉主事

の資格の有無 

年 月 年 月 

係長 ＳＶ 2 0 5 11 〇 

主査 ＣＷ 3 3 0 0 〇 

主査 ＣＷ 2 0 0 0 〇 

主査 ＣＷ 2 0 0 0 〇 

副主査 ＣＷ 0 0 0 0 〇 

主事 ＣＷ 0 0 0 0 〇 

主事 ＣＷ 1 0 0 0 〇 

主事 ＣＷ 1 0 0 0 〇 

主事 ＣＷ 2 0 0 0 〇 

任期付短時間勤務職員 ＣＷ 2 0 0 0 〇 

同事務所の生活保護事務担当職員は査察指導員１名，ケースワ

ーカー９名（但し，任期付短時間勤務１名含む）の体制である。

査察指導員は，現職経験２年，現業経験５年１１月で経験におい

て問題はない。ケースワーカー９名については，いずれも現業経

験のないままでの配置であるところ，現職経験が３年３月１名，
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２年４名，１年２名，０年２名となっている。 

（ｂ） 意見 

平成２５年４月１日時点では北福祉事務所全体でのケースワー

カーの配置に問題はないが，平成２３年度には現業未経験のケー

スワーカー４名が配置されていた。約半数のケースワーカーが未

経験で新任という平成２３年度の状況は，やや乱暴な配置ではな

かったかと考える。ケースワーカーがおおむね３年で異動してい

る現状に鑑みると，現業未経験者が３割以下となるよう，ケース

ワーカーの入れ替えのタイミングに配慮すべきである。 
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（ⅱ） 東福祉事務所について 

同事務所は保護第１係から第４係まであり生活保護事務担当職員は査

察指導員４名，ケースワーカー２８名（但し，任期付短時間勤務９名含

む）の体制である。 

（ａ） 各係の職員の配置等 

【保護第１係】 

職名 

ＳＶ，ＣＷの

区別 

現職 

経過年齢 

過去の職歴 

生活保護現業

経験年数 

社会福祉主事

の資格の有無 

年 月 年 月 

係長 ＳＶ 0 0 3 0 〇 

主査 ＣＷ 3 0 0 0 〇 

副主査 ＣＷ 1 0 0 0 〇 

主事 ＣＷ 2 0 0 0 〇 

主事 ＣＷ 0 0 0 0 〇 

任期付短時間勤務職員 ＣＷ 2 0 0 0 〇 

任期付短時間勤務職員 ＣＷ 1 9 0 0 〇 

任期付短時間勤務職員 ＣＷ 1 0 1 0 〇 

査察指導員１名は，現職経験０年，現業経験３年である。ケー

スワーカー７名については，１名（経験１年）を除き，いずれも

現業経験のないままでの配置であるところ，現職経験が３年１名，
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２年２名，１年９月１名，１年２名，０年１名となっている。生

活保護事務担当職員の配置に問題はみられない。 

【保護第２係】 

職名 

ＳＶ，ＣＷの

区別 

現職 

経過年齢 

過去の職歴 

生活保護現業

経験年数 

社会福祉主事

の資格の有無 

年 月 年 月 

係長 ＳＶ 2 0 3 0 〇 

主査 ＣＷ 4 0 0 0 〇 

主査 ＣＷ 2 0 0 0 〇 

主事 ＣＷ 3 1 1 0 〇 

主事 ＣＷ 0 0 0 0 〇 

主事 ＣＷ 1 0 0 0 〇 

任期付短時間勤務職員 ＣＷ 1 11 0 0 〇 

任期付短時間勤務職員 ＣＷ 1 0 0 0 〇 

査察指導員１名は，現職経験２年，現業経験３年である。ケー

スワーカー７名については，１名（経験１年）を除きいずれも現

業経験のないままでの配置であるところ，現職経験が 4 年１名，

３年 1 月１名，２年１名，１年１１月１名，１年２名，０年１名

となっている。生活保護事務担当職員の配置に問題はみられない。 
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【保護第３係】 

職名 

ＳＶ，ＣＷの

区別 

現職 

経過年齢 

過去の職歴 

生活保護現業

経験年数 

社会福祉主事

の資格の有無 

年 月 年 月 

係長 ＳＶ 3 0 2 0 〇

主査 ＣＷ 2 0 0 0 〇

副主査 ＣＷ 0 0 0 0 〇

副主査 ＣＷ 3 0 0 0 〇

副主査 ＣＷ 1 0 0 0 〇

主事 ＣＷ 2 0 0 0 〇

任期付短時間勤務職員 ＣＷ 1 0 0 0 〇

査察指導員１名は，現職経験３年，現業経験２年である。ケー

スワーカー６名については，いずれも現業経験のないままでの配

置であるところ，現職経験が３年１名，２年２名，１年２名，０

年１名となっている。生活保護事務担当職員の配置に問題はみら

れない。 
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【保護第４係】 

職名 

ＳＶ，ＣＷの

区別 

現職 

経過年齢 

過去の職歴 

生活保護現業

経験年数 

社会福祉主事

の資格の有無 

年 月 年 月 

係長 ＳＶ 1 0 3 0 〇

主査 ＣＷ 0 0 0 0 〇

主査 ＣＷ 2 0 0 0 〇

主査 ＣＷ 1 0 0 0 〇

主事 ＣＷ 3 0 0 0 〇

主事 ＣＷ 1 0 0 0 〇

任期付短時間勤務職員 ＣＷ 1 0 0 0 〇

任期付短時間勤務職員 ＣＷ 2 0 0 0 〇

任期付短時間勤務職員 ＣＷ 0 0 0 0 〇

査察指導員１名は，現職経験１年，現業経験３年である。ケー 

スワーカー８名については，いずれも現業経験のないままでの配

置であるところ，現職経験が３年１名，２年２名，１年３名，０

年２名となっている。生活保護事務担当職員の配置に問題はみら

れない。 
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（ⅲ） 中央福祉事務所について 

同事務所は保護第１係から第４係まであり生活保護事務担当職員は

査察指導員４名，ケースワーカー３３名（但し，任期付短時間勤務１

１名，臨時的任用職員３名含む）の体制である。 

（ａ） 各係の職員の配置等 

【保護第１係】 

職名 

ＳＶ，ＣＷの

区別 

現職 

経過年齢 

過去の職歴 

生活保護現業

経験年数 

社会福祉主事

の資格の有無 

年 月 年 月 

係長（主幹） ＳＶ 3 0 0 0 〇 

主査 ＣＷ 2 0 0 0 〇 

主査 ＣＷ 3 0 0 0 〇

主事 ＣＷ 1 5 0 0 〇

主事 ＣＷ 1 0 0 0 〇

任期付短時間勤務職員 ＣＷ 2 0 0 0 〇

任期付短時間勤務職員 ＣＷ 0 0 0 0 〇

任期付短時間勤務職員 ＣＷ 0 0 0 0 〇

臨時的任用職員 ＣＷ 0 0 0 0 〇

査察指導員１名は，現職経験３年，現業経験０年である。ケー 

スワーカー８名については，いずれも現業経験のないままでの配

置であるところ，現職経験が３年１名，２年２名，１年５月１名，
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１年１名，０年３名となっている。平成２５年度の現業未経験ケ

ースワーカー３名の新任はやや乱暴ではあるが約３分の１である

ので不適切とまでは言えない。 

【保護第２係】 

職名 

ＳＶ，ＣＷの

区別 

現職 

経過年齢 

過去の職歴 

生活保護現業

経験年数 

社会福祉主事

の資格の有無 

年 月 年 月 

係長 ＳＶ 1 0 3 0 〇 

主査 ＣＷ 3 0 0 0 〇 

主査 ＣＷ 4 0 0 0 〇 

主査 ＣＷ 0 0 0 0 〇

主事 ＣＷ 2 0 0 0 〇

主事 ＣＷ 1 0 0 0 〇

任期付短時間勤務職員 ＣＷ 1 0 0 0 〇

任期付短時間勤務職員 ＣＷ 2 0 0 0 〇

任期付短時間勤務職員 ＣＷ 0 0 0 0 〇 

査察指導員１名は，現職経験１年，現業経験３年である。ケー 

スワーカー８名については，いずれも現業経験のないままでの配

置であるところ，現職経験が４年１名，３年１名，２年２名，１

年２名，０年２名となっている。生活保護事務担当職員の配置に

問題はみられない。 
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【保護第３係】 

職名 

ＳＶ，ＣＷの

区別 

現職 

経過年齢 

過去の職歴 

生活保護現業

経験年数 

社会福祉主事

の資格の有無 

年 月 年 月 

係長 ＳＶ 0 0 4 0 〇 

主査 ＣＷ 2 0 0 0 ○ 

主査 ＣＷ 2 5 0 0 〇 

副主査 ＣＷ 2 5 0 0 〇 

主事 ＣＷ 2 0 0 0 〇 

任期付短時間勤務職員 ＣＷ 1 9 0 0 〇 

任期付短時間勤務職員 ＣＷ 1 0 0 0 〇 

臨時的任用職員 ＣＷ 0 0 0 0 〇 

査察指導員１名は，現職経験０年，現業経験４年である。ケー 

スワーカー７名については，いずれも現業経験のないままでの配

置であるところ，現職経験が２年５月２名，２年２名，１年９月

１名，１年１名，０年１名となっている。生活保護事務担当職員

の配置に問題はみられない。 
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【保護第４係】 

職名 

ＳＶ，ＣＷの

区別 

現職 

経過年齢 

過去の職歴 

生活保護現業

経験年数 

社会福祉主事

の資格の有無 

年 月 年 月 

係長（主幹） ＳＶ 2 0 4 0 〇 

主査 ＣＷ 0 0 0 0 〇 

主査 ＣＷ 2 0 0 0 〇 

副主査 ＣＷ 5 0 0 0 〇 

主事 ＣＷ 3 0 0 0 〇 

主事 ＣＷ 1 0 0 0 〇 

主事 ＣＷ 0 0 0 0 〇 

任期付短時間勤務職員 ＣＷ 0 0 0 0 〇 

任期付短時間勤務職員 ＣＷ 1 0 0 0 〇 

任期付短時間勤務職員 ＣＷ 0 0 0 0 〇 

臨時的任用職員 ＣＷ 0 0 0 0 〇 

査察指導員１名は，現職経験２年，現業経験４年である。ケー 

スワーカー１０名については，いずれも現業経験のないままでの

配置であるところ，現職経験が５年１名，３年１名，２年１名，

１年２名，０年５名となっている。 
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（ｂ） 意見 

      【保護第１係について】 

平成２５年４月１日時点では保護第１係の人員配置には問題は

ないが，同係には平成２２年度に生活保護の現業経験のない査察

指導員が新任で配置された。ケースワーカーを指導監督する査察

指導員に現業経験のない者を配置することは適切ではない。改め

るべきである。 

 【保護第４係について】 

平成２５年４月１日に現業未経験のケースワーカー５名が配置

された。半数のケースワーカーが未経験で新任という状況は，や

や乱暴な配置ではなかったかと考える。未経験者が３割以下とな

るよう，ケースワーカーの入れ替えのタイミングに配慮されたい。 
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（ⅳ） 江南福祉事務所について 

（ａ） 職員の配置等 

職名 

ＳＶ，ＣＷの

区別 

現職 

経過年齢 

過去の職歴 

生活保護現業

経験年数 

社会福祉主事

の資格の有無 

年 月 年 月 

係長 ＳＶ 0 0 4 0 〇 

主査 ＣＷ 1 0 0 0 〇 

主査 ＣＷ 3 0 0 0 〇 

主査 ＣＷ 2 0 0 0 〇 

主事 ＣＷ 1 0 0 0 〇 

主事 ＣＷ 0 0 0 0 〇 

任期付短時間勤務職員 ＣＷ 0 0 0 0 〇 

任期付短時間勤務職員 ＣＷ 0 0 0 0 〇 

同事務所の生活保護事務担当職員は査察指導員１名，ケースワ

ーカー７名（但し，任期付短時間勤務２名含む）の体制である。

査察指導員は，現職経験０年，現業経験４年で経験において問題

はない。ケースワーカー７名については，いずれも現業経験のな

いままでの配置であるところ，現職経験が３年１名，２年１名，

１年２名，０年３名となっている。 

（ｂ） 意見 
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江南福祉事務所には平成２５年４月１日に現業未経験のケース

ワーカー３名が配置された。約半数のケースワーカーが未経験で

新任という状況は，やや乱暴な配置ではなかったかと考える。現

業未経験者が３割以下となるよう，ケースワーカーの入れ替えの

タイミングに配慮されたい。 

（ⅴ） 秋葉福祉事務所について 

（ａ） 職員の配置等 

職名 

ＳＶ，ＣＷの

区別 

現職 

経過年齢 

過去の職歴 

生活保護現業

経験年数 

社会福祉主事

の資格の有無 

年 月 年 月 

係長 ＳＶ 0 0 4 0 〇 

副主査 ＣＷ 0 0 0 0 〇 

副主査 ＣＷ 1 0 0 0 〇 

主事 ＣＷ 1 0 0 0 〇 

任期付短時間勤務職員 ＣＷ 0 0 0 0 〇 

同事務所の生活保護事務担当職員は査察指導員１名，ケースワ

ーカー４名（但し，任期付短時間勤務１名含む）の体制である。

査察指導員は，現職経験０年，現業経験４で経験において問題は

ない。ケースワーカー４名については，いずれも現業経験のない

ままでの配置であるところ，現職経験が１年２名，０年２名とな
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っている。 

（ｂ） 意見 

秋葉福祉事務所には平成２４年度と平成２５年４月１日に現業

未経験のケースワーカー各２名が配置された。半数のケースワー

カーが未経験で新任という状況は，やや乱暴な配置ではなかった

かと考える。現業未経験者が３割以下となるよう，ケースワーカ

ーの入れ替えのタイミングに配慮されたい。 

（ⅵ） 南福祉事務所について 

（ａ） 職員の配置等 

職名 

ＳＶ，ＣＷの

区別 

現職 

経過年齢 

過去の職歴 

生活保護現業

経験年数 

社会福祉主事

の資格の有無 

年 月 年 月 

係長 ＳＶ 2 0 0 0 〇 

主査 ＣＷ 3 0 0 0 〇 

主査 ＣＷ 2 0 6 0 〇 

主査 ＣＷ 1 0 0 0 〇 

同事務所の生活保護事務担当職員は査察指導員１名，ケースワ

ーカー３名の体制である。査察指導員は，現職経験２年ではある
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が生活保護の現業経験は０年である。ケースワーカー３名につい

ては１名（経験６年）を除き現業経験のないままでの配置である

ところ，現職経験が３年１名，２年１名，１年１名となっている。 

（ｂ） 意見 

平成２５年４月１日時点では南福祉事務所の人員配置には問題

はないが，同事務所には平成２３年度に生活保護の現業経験のな

い査察指導員が新任で配置された。ケースワーカーを指導監督す

る査察指導員に現業経験のない者を配置することは適切ではない。

改められたい。 
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（ⅶ） 西福祉事務所について 

同事務所は保護第１係と第２係があり生活保護事務担当職員は査察指

導員２名，ケースワーカー１７名（但し，任期付短時間勤務４名）の体

制である。 

（ａ） 各係の職員の配置等 

【保護第１係】 

職名 

ＳＶ，ＣＷの

区別 

現職 

経過年齢 

過去の職歴 

生活保護現業

経験年数 

社会福祉主事

の資格の有無 

年 月 年 月 

係長 ＳＶ 0 0 5 0 〇 

主査 ＣＷ 2 0 3 0 〇 

主査 ＣＷ 4 0 0 0 〇 

主査 ＣＷ 1 0 0 0 〇 

主事 ＣＷ 2 0 0 0 〇 

主事 ＣＷ 1 0 0 0 〇 

主査 ＣＷ 2 0 0 0 〇 

任期付短時間勤務職員 ＣＷ 0 0 0 0 〇 

任期付短時間勤務職員 ＣＷ 2 0 0 0 〇 

任期付短時間勤務職員 ＣＷ 1 9 0 0 〇 

主事 ＣＷ 0 0 0 0 〇 

査察指導員１名は，現職経験０年，現業経験５年である。ケー 
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スワーカー１０名については，１名（経験３年）を除きいずれも

現業経験のないままでの配置であるところ，現職経験が４年１名，

２年４名，１年９月１名，１年２名，０年２名となっている。 

（ｂ） 意見 

西福祉事務所保護第１係には平成２３年度に現業未経験のケー

スワーカー４名が配置された。約半数のケースワーカーが未経験

で新任という状況は，やや乱暴な配置ではなかったかと考える。

現業未経験者が３割以下となるよう，ケースワーカーの入れ替え

のタイミングに配慮されたい。 

【保護第２係】 

職名 

ＳＶ，ＣＷの

区別 

現職 

経過年齢 

過去の職歴 

生活保護現業

経験年数 

社会福祉主事

の資格の有無 

年 月 年 月 

係長 ＳＶ 2 0 6 0 〇 

主査 ＣＷ 3 0 4 0 〇 

主査 ＣＷ 2 5 0 0 〇 

主査 ＣＷ 2 4 0 0 〇 

主事 ＣＷ 1 0 0 0 〇 

副主査 ＣＷ 0 0 0 0 〇 

主事 ＣＷ 1 0 0 0 〇 

任期付短時間勤務職員 ＣＷ 1 0 0 0 〇 
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査察指導員１名は，現職経験２年，現業経験６年である。ケー 

スワーカー７名については，１名（経験４年）を除きいずれも現

業経験のないままでの配置であるところ，現職経験が３年１名，

２年５月１名，２年４月１名，１年３名，０年１名となっている。 

（ｂ） 意見 

西福祉事務所保護第２係には平成２４年度に現業未経験のケー

スワーカー３名が配置された。約半数のケースワーカーが未経験

で新任という状況は，やや乱暴な配置ではなかったかと考える。

現業未経験者が３割以下となるよう，ケースワーカーの入れ替え

のタイミングに配慮されたい。 
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（ⅷ） 西蒲福祉事務所について 

（ａ） 職員の配置等 

職名 

ＳＶ，ＣＷの

区別 

現職 

経過年齢 

過去の職歴 

生活保護現業

経験年数 

社会福祉主事

の資格の有無 

年 月 年 月 

係長 ＳＶ 2 0 0 0 〇 

主査 ＣＷ 2 0 0 0 〇 

主査 ＣＷ 4 0 0 0 〇 

主事 ＣＷ 1 0 0 0 〇 

同事務所の生活保護事務担当職員は査察指導員１名，ケースワ 

ーカー３名の体制である。査察指導員は，現職経験２年，現業経

験０年である。ケースワーカー３名については，いずれも現業経

験のないままでの配置であるところ，現職経験が４年１名，２年

１名，１年１名となっている。 

（ｂ） 意見 

平成２５年４月１日時点では西蒲福祉事務所の人員配置には問

題はないが，平成２３年度に生活保護の現業経験のない査察指導

員が新任で配置された。ケースワーカーを監督する査察指導員に

現業経験のない者を配置することは適切ではない。改められたい。 
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４ 各福祉事務所の組織体制３（他業務の兼務及び任期付短時間職員の配置状況

等） 

（１） 監査方法及び監査事項 

ケースワーカー１名につき８０世帯，ケースワーカー７名に対し査察指

導員１名という標準数は，担当業務の専任者で，かつ週４０時間労働を前

提とするものと考えられる。そこで，査察指導員とケースワーカーに関し，

市内８福祉事務所につき，他業務の兼務の有無と任期付短時間職員の数を

調査し，職員配置の実質的な適否を監査した。なお，監査の便宜上，任期

付短時間職員については週３０時間労働と想定し 0.75 人と計算した。 

（２） 監査結果 

（ⅰ） 北福祉事務所について 

（ａ） 査察指導員（１名のみ）は他業務を兼務している。また，ケー 

スワーカー９名中（標準数９人），１名が任期付短時間職員である

ので，これにより修正されたケースワーカーの人数は 8.75 人で一

人当たりの担当世帯数は 83.4 世帯（７３０世帯÷8.75 人）となる。 

（ｂ） 意見 

 北福祉事務所の査察指導員が指導監督するケースワーカーの人

数は９名で標準数の７名を超えているにも拘わらず，査察指導員

は他の業務を兼務している。適切な指導監督機能を発揮するため
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査察指導員は他の業務を兼務すべきではない。 

（ⅱ） 東福祉事務所について 

   査察指導員４名は全員専任である。ケースワーカー２８名（標準数

２７人）中，９名は任期付短時間職員であるので，これにより修正さ

れたケースワーカーの人数は 27.75 人で一人当たりの担当世帯数は

79.6 世帯（２，２０９世帯÷27.75 人）となる。 

   また，ケースワーカー中１名は他業務を兼務している。 

（ⅲ） 中央福祉事務所について 

（ａ） 査察指導員４名中，１名は他業務を兼務している。ケースワー 

カー３３名（標準数３４人）中，１１名は任期付短時間職員である

ので，これにより修正されたケースワーカーの人数は 30.25 人で一

人当たりの担当世帯数は 90.7 世帯（２，７４４世帯÷30.25 人）

となる。 

（ｂ） 意見 

中央福祉事務所のケースワーカーの人数は形式的にも標準数か 

ら１名不足しているが，任期付短時間職員が１１名いるため実質

的には４名不足していることになる。中央福祉事務所は任期付短

時間職員によるケースワーカーの補充を改めるか，時短に見合う

ケースワーカーの増員を行うべきである。 

また，中央福祉事務所の査察指導員の人数は形式的にも標準数
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（５名）から１名不足しているところ，他業務を兼務している者

が１名おり他業務兼務が過剰な負担となっている。中央福祉事務

所においては査察指導員の他業務兼務を改められたい。 

（ⅳ） 江南福祉事務所について 

査察指導員（１名）は他業務を兼務している。ケースワーカー７名

（標準数６人）中，２名は任期付短時間職員であるので，これにより修

正されたケースワーカーの人数は 6.5 人で一人当たりの担当世帯数は

79.4 世帯（５１６世帯÷6.5 人）となる。 

また，ケースワーカー中１名は他業務を兼務している。 

（Ⅴ） 秋葉福祉事務所について 

（ａ） 査察指導員（１名）は他業務を兼務している。ケースワーカー 

４名（標準数４人）中，１名は任期付短時間職員であるので，これ

により修正されたケースワーカーの人数は 3.5 人で一人当たりの担

当世帯数は 99.4 世帯（３４８世帯÷3.5 人）となる。 

     また，ケースワーカー中１名は他業務を兼務している。 

（ｂ） 意見 

ケースワーカー人数が短時間勤務による修正値 3.5 名の秋葉福

祉事務所は任期付短時間職員によるケースワーカーの補充を改め

るか，時短に見合うケースワーカーの増員を行うべきである。ま

た，ケースワーカーが不足しているのであるから，ケースワーカ
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ーの他業務兼務を改められたい。 

（ⅵ） 南福祉事務所について 

査察指導員（１名）は他業務を兼務している。ケースワーカー３名

（標準数３人）中，１名が他の業務を兼務しているがケースワーカー１

名あたりの担当世帯数が少ないので問題はない。 

（ⅶ） 西福祉事務所について 

（ａ） 査察指導員２人は他業務を兼務している。ケースワーカー１７名

（標準数１７人）中，４名は任期付短時間職員であるので，これに

より修正されたケースワーカーの人数は１６人で１名不足となり，

一人当たりの担当世帯数は 87.8 世帯（１４０５世帯÷１６人）と

なる。 

     また，ケースワーカー中１名は他業務を兼務している。 

（ｂ） 意見 

 指導監督すべきケースワーカーの人数が標準の７名を超えてい

るにも拘わらず，査察指導員が他業務を兼務している。西福祉事

務所は，査察指導員の他業務兼務を改められたい。 

また，任期付短時間職員によるケースワーカーの補充を改める

か，時短に見合うケースワーカーの増員を行うべきである。さら

に，修正値によればケースワーカーが１名不足しているのである

から，ケースワーカーの他業務兼務を改められたい。 
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（ⅷ） 西蒲福祉事務所について 

査察指導員（１名）は他業務を兼務している。ケースワーカー３名

（標準数３人）全員が他の業務を兼務しているが，ケースワーカー１名

あたりの担当世帯数が少ないので問題はない。 

５ 各福祉事務所の組織体制４（専門職の配置） 

（１） 専門職の採用配置について 

新潟市福祉総務課から提供された資料によると就労支援員を配置してい

る福祉事務所は多いが，年金調査員を配置しているところは，東福祉事務

所だけである。東福祉事務所の年金調査員は平成２３年４月からの配属で

あるが，新潟市内８福祉事務所全所の年金調査を担当しており，要請によ

り各福祉事務所に出向いているという。 

（２） 年金調査員増員の必要性 

年金調査には高度の専門知識と経験が必要である。また，平成２７年１

０月１日から年金受給資格期間を２５年から１０年に短縮する改正法も施

行されることとなっており，年金調査の必要性は高まっている。しかも，

法第６３条調査の適用に際して触れたように年金受給権の見過ごしが多発

している現状が認められる。このようなことから，東福祉事務所の年金調

査員１名で新潟市内８福祉事務所全所の要請に対し適切に対応することは

容易ではないと推察されるので，年金調査員を増員すべきである。 
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第２ 査察指導 

１ 状況 

査察指導員は高い専門性を有するケースワーカーを指導監督する立場にあ

る。指導監督すべきケースワーカーの人数は７名（標準数）であり，ケース

ワーカーの担当世帯数は８０世帯（標準数）であるから，査察指導員は実に

５６０ものケース（標準数からの想定数）を把握し，指導監督しなければな

らないことになる。適正な援助を組織的に行い，かつ，後日，その検証をな

すためには，個々の保護台帳に必要な書類・資料の全てが記録，編綴されて

いなければならないが，既に指摘したとおり必ずしもそのようにはなってい

ない（法第２９条調査一覧表，不動産，資産活用状況の調査及び検討表など

編綴の有無，名寄・登記簿謄本など収集の有無）。また生活保護事務は市長

が国から受託して実施するのであるから，市内全区において不公平・不平等

がないよう統一的な書式・手順によって事務処理されることが望ましい。 

しかし，年金調査の監査，不動産保有・自動車保有の各監査，ケース診断

会議や法第６３条及び法第７８条の適用の監査などでも触れたが保護台帳に

編綴すべき書類・資料，事務処理のための書式・手順は必ずしも各福祉事務

所間において統一されているとは言えない。 

また，査察指導員は，５６０ケース（想定数）につき，訪問調査，ケース

診断会議開催，不動産や自動車の処分指導をはじめとする各種の指導・指示

などの要否等を判断し，必要に応じてこれらが行われるよう適切なタイミン

グで担当ケースワーカーを指導監督すべき立場にある。そのためには資産管

理台帳などの各種管理台帳や訪問計画実施表等を整備活用して情報を共有化

し，年金加入状況管理進行表，査察指導台帳，法第６３条及び法第７８条の

適用台帳等により査察指導員が担当ケースワーカーのスケジュール管理をす
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ることが肝要である。 

しかし，訪問調査，ケース診断会議，自動車保有及び法第６３条及び法第

７８条の適用などの監査において指摘したとおり，査察指導員による担当ケ

ースワーカーのスケジュール管理が十分になされているとは言い難い状況に

ある。 

２ 意見 

（１） 市内全区において組織的かつ継続的な援助を統一的に実施するため

には生活保護事務の基本となる保護台帳に編綴すべき書類・資料，事務

処理の書式・手順を統一すべきである。 

（２） 資産管理台帳などの各種管理台帳や訪問計画実施表等を整備活用し

て情報を共有化し，年金加入状況管理進行表，査察指導台帳，法第６３

条及び法第７８条の適用台帳等を利用した査察指導員による担当ケース

ワーカーのスケジュール管理を徹底すべきである。 
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第６章 総括

第１ 監査を終えて 

生活保護制度は，様々な原因から生活困窮に陥った被保護者に対し困窮の

程度に応じた保護を実施するとともに就労指導などにより被保護者の自立を

助長する制度である。保護費を税金で賄い，調査指導を伴う生活保護事務は，

事柄の性質上，被保護者と生活保護事務担当職員とが生身の人間として接し，

時には緊張関係を持つことも避けられない。 

また，経験不足や人手不足のため多忙でもある。そのためか，生活保護業

務は不人気業務であると一般的に指摘されている。 

新潟市福祉総務課から得た資料によれば平成２５年４月時点において，市

内８福祉事務所のケースワーカー１０４名中，生活保護の現業経験のある者

は僅か５名に過ぎない。また，課長補佐以上の幹部職員２４名中，生活保護

の現業経験のある者は６名に過ぎない。 

既に指摘したとおり，生活保護の現業経験のないまま査察指導員に配属さ

れることすらある。そして，殆どのケースワーカーが３年程度で異動し（平

成２５年４月時点で５年勤務が１名，４年勤務が４名に過ぎない），生活保

護業務には戻って来ていない。 

以上の状況から，新潟市においても生活保護業務は不人気業務であると判

断して間違いないであろう。専門知識と豊富な経験が要求される生活保護業

務が不人気業務であり配属希望が僅かであるならば，職員の配置や査察機能

にも問題が生じて来よう。 

しかしながら，本監査において接した各区の生活保護事務担当職員は，い

ずれも誠実かつ懸命に生活保護業務に従事していた。監査の性質上，本報告

書では不備のある点ばかりに焦点を当てているが，業務全体として見れば，
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その大半が正確に行われている。限られた人員で，大量かつ複雑困難な業務

を的確に処理していることは，十分に評価されるべきである。本監査を通し

て，生活保護業務に生じる不備は，個々の職員の処理上の問題というより，

体制上の不備（主として人手不足）に起因するとの感想を強く持った。 

不人気業務であるとは，すなわち，過酷な業務であるということである。

誠実かつ懸命に業務をこなせばこなすほど，多忙すぎるあまり手の行き届か

ない点が不可避的に生じることを悔しく，また遣る瀬無く思うであろうし，

現状の業務の過酷さに鑑みれば，一旦生活保護業務から離れた職員が，再度

同じ情熱を持って生活保護業務に戻ろうと積極的に思えないとしても無理か

らぬことである。 

せめて，人手不足だけでも速やかに解消してもらいたいものである。 
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第２ 指摘及び意見の概要一覧

１ 指摘の概要一覧

№ 対象 指　摘　概　要

第１

1 秋葉

　自動車を保有していないことが保護申請の要件であるかのように説
明している事案が多く見られた。
　面接相談者は保護要件と保護決定後の処分指導とを明確に区分し
た認識を持つようにされたい。

2 全
　面接記録票の申請の意思の有無欄にチェックされていないケースが
わずかながらあった。全件において必ずチェックされたい。

第３
3 全

　保護申請時の収入申告書の徴集について不十分なケースがわずか
ながらあった。収入申告書は保護の要否判断をするには必要不可欠
の資料であるため，的確に徴集されたい。

4 全
　ホームレス申請や入院中の申請等合理的な理由が記録上見当たら
ないケースがわずかながらあった。合理的な理由のない限り，申請後
１週間以内の訪問調査を励行されたい。

5 全

　申請時の資産調査において預金・保険の調査等がなされているが，
その結果の一覧表が綴られているケースと綴られていないケースが
あった。必要な調査がなされていることを明確にするためにもこの一覧
表を綴るようにされたい。

6 全

　絶対的扶養義務者への扶養照会は概ね適切になされていたが照会
書の発送時に住所が変わっていたため戻ってきたものをそのまま放置
していたケースや照会しない理由が不明なものがわずかながらあっ
た。合理的な理由のない限り照会を励行されたい。

第４

１ 保護開始
7 西

　保護申請があった後，２週間以内に保護の要否決定がされたケース
とされなかったケースがほぼ同数となっていた。事務処理の遅れを理
由とすることなく，可能な限り２週間以内に決定されたい。

２ 却下及び
取下げ

8 江南

　事後フォローの必要がないと認められるためには，年金受給権の発
生と年金額が最低生活費を超えるという前提が必要であるところ，保
護台帳には年金受給権の発生については裏付け資料が全くないばか
りか，年金額について何らの記載もなかった。収入認定額が最低生活
費を超えていることを理由に保護申請の却下をした場合において事後
フォローの必要がないと認めたときには，保護申請者が生活に困窮し
ない状況にあることを保護台帳に記録し，かつ，その裏付け資料を編
綴されたい。

保護決定

該当項目

 第４章　生活保護業務

面接相談

保護要件の審査
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№ 対象 指　摘　概　要

２ 却下及び
取下げ

9 秋葉

　ハローワークを週３回以上利用，週１度は応募せよとの保護廃止前
の指導は，被保護者に無駄，無理を強いるものであった。同指導を前
提として，指導義務違反を理由に保護の再申請を却下する場合には，
当該指導が再申請者に対し無駄・無理を強いる内容になっていないか
等その合理性について十分に検討されたい。

10 中央

　申請者の親族が申請者の口座を使い借入金の返済をしていた場合
の口座残高に関し，「主の所持金とみなされる」旨説明がなされた。し
かし，当該口座の開設経緯や入出金状況によっては，法的には，預金
口座の名義人が預金者であるとは限らないため，預金の収入認定の
説明をなすに際しては，保護申請に対する不適切な働きかけとならな
いよう，預金口座の名義のみを根拠に断定的な説明をしないよう心が
けられたい。

第５

１ 援助方針
11 全

　就労を支援・助言する等具体性を欠く援助方針が見受けられたた
め，例えば新潟市就労支援プログラムに参加させるための方策等具体
的な方針を策定されたい。

２ 訪問調査

12 全

　保護開始後の３ヶ月は毎月１回は訪問し被保護者の生活実態を把握
する必要があるところ，的確に訪問調査がされていないケースが半分
以上あった。少なくとも格付けどおりの頻度で訪問調査を励行された
い。

13 全

　訪問格付の変更において，保護開始から３ヶ月の経過をもって機械
的にCもしくはＤに格付変更がなされていたケースが多かった。問題を
抱える被保護者については安易にこのような変更をせず訪問調査を充
実されたい。

14 全
　格付変更後の訪問調査が格付どおりに行われていないケースが約
半分あった。十分な就労支援等のためにも訪問調査の重要性を十分
意識して訪問調査を励行されたい。

３ 収入調査
15 全

　収入申告書の不提出や何ヶ月分もの申告書の一括提出が散見され
た。被保護者の生活実態に合わせて適切な頻度で確実に徴集された
い。

４ 課税調査

16 全

　課税調査の突合作業が毎年８月中に終了していない区があった。調
査結果を８月分の保護費に反映させるためにも毎年６月から８月は課
税調査に集中して作業されたい。また，その調査結果を踏まえての法
７８条の処理も年度内の処理を徹底されたい。

６ 債務整理

17 全

　債務整理が適切に指導されなかったケースが半数にのぼった。その
内訳をみると，何ら指導がなされなかったケースが大半であった。被保
護者に債務がある場合には，まずは法テラスの無料法律相談を受ける
よう指導するべきである。法テラスに繋いだ後は，その進捗をフォロー
していけばよい。何ら指導がなされず放置されている債務がないように
徹底されたい。

保護開始後の調査等

該当項目
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№ 対象 指　摘　概　要

第６

18 全

　被保護者が不動産を保有しているケースで名寄帳・登記簿謄本が収
集されていないケースがあったが，保有の可否を判断するためには必
要不可欠な資料のため，保護申請後早期に全件漏れなく収集された
い。また，これらの資料を踏まえて保有の容認・否認の検討がされるが
その検討結果表が綴られているケースと綴られていないケースがあっ
たため，検討結果表も保護台帳に綴られたい。

19 全
　保有不動産の共有者との関係調査や処分指導がされていない。多く
は遺産分割未了ケースであるため，遺産分割協議や登記手続，共有
者との調整等について指導されたい。

20 全
　保有不動産について適切な指導を行うため，定期的な保有要件の
チェック及び評価替えが必要である。保有不動産の台帳を充実させ定
期的にチェックできる体制を整えられたい。

第７
21 全

　車検証の徴収し忘れもしくは保護台帳への綴り忘れと見られるケー
スが数件あった。自動車保有ケースの全件において車検証を徴収し，
かつ，保護台帳に綴るように留意されたい。

22 全
　適切な時期にケース診断会議が開催されていないケースが全体の
約２割にものぼった。保有開始から３か月を経過してなおケース診断
会議を経ずに保有されている自動車がないように徹底されたい。

23 全

　一定期間経過後にケース診断会議で再検討するとされながら，再検
討がされない，ないしは再検討が遅れたケースが数件あった。ケース
診断会議で再検討するとされた場合には，査察指導員が再検討の時
期を把握し，時期を逃さず会議を開催するようにされたい。

24 全
　ケース診断会議結果表の保護台帳への綴り忘れが散見された。同
結果表は，備忘のため及び将来的な引継ぎのためにも，必ず保護台
帳に綴るべきである。

25 全

　自動車保有認否の決定のためのケース診断会議の開催に当たり，
【資７－３】調査票書式を利用していないケースが散見された。同書式
を利用し，必要事項を全て埋めることで，保有容認要件の検討漏れを
防止することができる。【資７－３】調査票書式を利用するよう徹底され
たい。

26 全

　保有容認要件該当性について疑問のあるケースが数件見られた。
特に，公共交通機関の利用についての検討が曖昧になっているケー
スが多い。保有容認要件該当性，特に公共交通機関の利用可能性に
ついては，電車やバスの時刻，所要時間，乗継等について具体的に
検討すべきである。

27 全

　保有容認要件の定期的な点検について，就業場所が変更になった
にもかかわらず，保有容認要件の再検討を行っていないケースが数件
あった。通勤用自動車の保有を認めたケースで，被保護者の就業場
所が変更になった場合には，必ず保有容認要件の再検討を行うよう注
意されたい。

不動産保有

自動車保有

該当項目
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№ 対象 指　摘　概　要

第７
28 全

　保有容認後に車検の更新があったケースのうち，４分の１強のケー
スで更新後の車検証を徴していなかった。車検の更新時期に注意し，
更新後の車検証を確実に徴するよう留意されたい。

29 全

　処分指導保留について，「おおむね６か月以内に就労により保護から
脱却することが確実に見込まれる」という要件に該当しないと考えられ
るにもかかわらず，処分指導が保留されたケースが数件あった。被保
護者の自立を助長するという観点，また，新潟市内は中心部を除き公
共交通機関の利用が不便であることを考慮すれば，就労の蓋然性に
ついてある程度緩やかに考えることも必要ではあるが，就労の見込み
が乏しいような場合にまで上記要件に該当するとの判断をすることは，
単に処分指導を遅らせるだけの結果になりかねない。同要件を緩やか
に解しすぎることのないよう注意されたい。

30 全

　処分指導を適切に行っていないケースが約半数にのぼった。処分指
導は保有否認後ないしは処分指導保留期間経過後直ちに着手するこ
と，及び指導に当たっては，指導開始当初から，処分したことの証明書
類を提出する必要があることを必ず説明するよう徹底されたい。

第８

31 北，南

　北区，南区の担当ケースワーカーが選定した被保護者のうち，６ない
し５割がその後の手続きにより支援対象者から除外されている。支援
開始率が４ないし５割と比較的低く自立支援対象者の選定がややあま
いと言わざるを得ない。担当ケースワーカーは新潟市就労支援プログ
ラム実施要綱３の選定条件を十分に考慮の上，支援対象者の選定を
適切に行うよう心がけられたい。

32
中央，
秋葉，
南

　監査人の２度の要請にも拘わらず，中央区，秋葉区，南区の３区は
就労支援の具体的事例を挙げることができなかった。同３区において
は，支援対象者の取組状況が適切に把握されていないのではないか
と思われる。同３区においては就労支援プログラムのマニュアルに従い
支援対象者からの就労支援事業取組状況等報告書の徴集と担当
ケースワーカーの連絡，面接，訪問等による状況把握とその記録によ
り，支援対象者の取組状況を組織的かつ的確に把握することを心がけ
られたい。

第９

33 全

　適切な診断員によりケース診断会議が実施されていないケースが全
体の約５％あった。ケース処遇の充実を図るとともに，ケース取扱いの
妥当性を確保するためには，豊富な経験を有する診断員がケース診
断会議に参加することが必要であるし，診断員の人数を確保すること
で多様な意見を取り入れることが可能となる。ケース診断会議の開催
に当たっては，一部の診断員を欠いたまま安易に会議を開催すること
のないよう注意されたい。

34 全

　ケース診断会議での結論が妥当性を欠く（又は妥当性について疑問
がある）と考えられるケースが若干あった。これらのケースの内訳を見
ると，おおむね，要件に該当する事実の確認が不十分なケースか，事
実確認に問題はないが，当該事実では要件を満たさないと考えられる
ケースであった。ケース診断会議の対象ケースについては，当面の対
応についての協議や過渡的な判断をする場合を除き，必要な事実確
認を全て終えてからケース診断会議を開催すべきである。また，要件
該当性については１つ１つの要件を個別具体的に検討すべきである。

自立支援

ケース診断会議

自動車保有

該当項目
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№ 対象 指　摘　概　要

第９

35 北

　北区では，ケース診断会議の対象ケース全般について，事前準備と
してケースワーカーがレジュメを作成していない。単に関係資料を準備
するだけでなく，レジュメを作成することで，実効性のある会議が可能と
なる。北区においては，今後，ケース診断会議の開催に当たりレジュメ
を作成されたい。

第10
36 全

　決定通知書に返還ないし徴収決定金額の算定根拠の記載漏れがあ
るものが散見された。決定通知書に，算定根拠の記載漏れがないよう
注意すべきである。

37 全

　法第６３条と法第７８条の区分が適切になされていないケースが数件
あった。法第６３条及び法第７８条の適用に当たっては，いずれの法条
を適用すべきか，また，対象期間を２つに区分し，前の期間に法第６３
条，後の期間に法第７８条を適用すべきではないかなど，慎重に検討
すべきである。

38 全

　法第６３条の適用に遅れがあるケースが数件あった。法第６３条適用
の処理については，特段の理由がない限り，資力発生の発見から２か
月以内には終わらせるべきである。個別の事情により処理に２か月以
上を要する場合であっても，その間は被保護者と密に連絡を取ること
で，返還すべき金員を費消させることのないよう注意すべきである。
　また，いかなる個別事情があろうとも，資力発生の発見から法第６３
条適用の処理を終えるまでに６か月を経過しないよう厳守すべきであ
る。

39 全
　法第７８条の適用に遅れがあるケースが若干あった。法第７８条の適
用処理に当たっては，不申告等が発見されてから法第７８条処理の終
了までに６か月を経過することのないよう努力すべきである。

40 北
　北区では，法第６３条及び法第７８条の決裁を得るための起案書に必
要な情報が記載されていないものが散見された。法第６３条及び法第
７８条の決裁を得るための起案書を正確に記載するよう徹底されたい。

41 中央
　中央区では，法第６３条及び法第７８条の適用処理の遅れが多く見ら
れた。処理スピードを向上させるよう努力されたい。

第11

42 東，西

　転出が保護廃止の要件であるにも拘わらず，転出前に廃止決定が
なされている。被保護者の都合により廃止決定をする場合は認められ
るが，そうでなければ転出することがほぼ確実であったとしても，被保
護者の転出（廃止要件）を確認した後に廃止決定をなすよう是正すべ
きである。

43
東，
中央

　保護の停止と廃止との適用区分は保護の必要性の喪失が一時的か
恒常的か，不確実か確実かにあるため，保護の必要性の喪失が恒常
的，確実といえないような状況にあるときには保護廃止にせずに一旦
保護停止とし，様子をみるべきである。

44 中央
　逮捕勾留された被保護者が保釈されない限り起訴により保護の廃止
とすべきである。起訴事実の把握にあたっては，刑事弁護人に対する
照会を試みられたい。

生活保護の廃止

保護費の返還
及び徴収

該当項目

ケース診断会議
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№ 対象 指　摘　概　要

第１

45 中央

　平成２５年４月時点において保護世帯２，７４４世帯の中央区のケー
スワーカーの標準数は３４名（２，７４４世帯÷８０＝３４．３人）である。
また，同区査察指導員の標準数は５名（ケースワーカー３３人÷７＝
４．７人）である。しかし，平成２５年４月時点において保護世帯２，７４４
世帯に対し担当ケースワーカーは３３名しかおらず，１名不足している
ため，ケースワーカーを１名増員されたい。また，査察指導員は４名し
かおらず１名不足しているため，査察指導員も１名増員されたい。

職員体制

 第５章　生活保護の実施体制

該当項目
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２ 意見の概要一覧

№ 対象 意　見　概　要

第１

1 全

　少額の現金預金保有者の相談においても資産活用を促す扱いが多
いように見受けられた。その対応自体誤りではないし，ほとんどのケー
スで事後フォローもなされていたが，相談者の生活の不安感を考える
と，このような場合にはできる限り相談時に申請書用紙を交付し，所有
資産が最低生活費を下回ったら早期に申請するよう助言されたい。

第３

2 全

　預金照会において申請者の住所歴も考慮した適切な照会がなされ
ているが，新潟県外から初めて新潟市に来たホームレスの申請につ
いても定型的な新潟市内の金融機関への照会がなされている。この
様な照会が必要なのかやや疑問であり，事務の効率化のためには省
略してもよいのではないかと思われる。

3 全

　扶養義務者の調査において戸籍・除籍謄本の収集に担当者によっ
てバラツキが見受けられた。絶対的扶養義務者や遺産分割未了の相
続財産等の確認のため，どのような資料を収集すべきか明確にするマ
ニュアルを作成されたい。

4 全
　不動産の保有については申請者自身が保有していることの認識がな
いケースがあった。申請者からの聞き取りだけでなく，全件で名寄帳あ
るいは無資産証明を収集すべきではなかろうかと思われる。

5 全

　資産調査においては，申請者の両親等の死亡による遺産分割未了
の資産（特に不動産）が存在することもあるが，記録を見る限りあまり
注意が払われていないように見受けられた。そのような資産の有無に
ついても留意し，調査されたい。

第５ 保護開始後の調査等

２ 訪問調査

6 全

　訪問調査が格付どおりに行われていない原因の１つは，ケースワー
カーの負担の大きさにあると思われる。特に問題を抱えている被保護
者については担当ケースワーカーを組織として支えていく方策を考慮さ
れたい。

５ 年金調査

7 全

　現在，年金調査員は東区に１名が配置されているだけであるが，年
金制度の複雑さや今後の年金制度の改正により年金受給者が増える
可能性もあることを考えると他区でも年金調査員を配置することも有意
義であると思われる。

第６

8 全

　不動産の保有を容認するか否かについては個別具体的に，地域住
民との比較において，居住用不動産としてその価値が著しく不公平に
ならないか等，住民意識や世帯の事情等を十分勘案して検討された
い。

9 全
　不動産を保有するケースにおいて，これまであまり利用されていない
ようであるが，可能な限りリバースモーゲージを利用するよう指導され
たい。

保護要件の審査

該当項目

 第４章　生活保護業務

面接相談

不動産保有
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№ 対象 意　見　概　要

第６

10 全

　保有する不動産の共有状態の解消（遺産分割手続）や設定されてい
る担保権の性質等，民法等の知識が必要なケースも多く見られるた
め，ケースワーカーにはこれら関係法規の研修が必要であると思われ
る。

第７

11 全

　処分指導保留は例外的措置であるという点で，保有容認の場合と同
様に慎重な判断が求められることから，処分指導保留はケース診断会
議を開催して決定するよう「自動車保有世帯指導マニュアル」に明記す
ることが望ましい。ただし，場合によっては，ケース診断会議よりもより
機動的で，かつ組織としての判断の慎重性を担保できる別の会議体を
活用できるよう「自動車保有世帯指導マニュアル」を改定することも検
討されたい。

第９

12 全

　経験の浅いケースワーカー，特に新人のケースワーカーについて
は，事案の処理について悩みを抱えることが多いと思われる。ケース
診断会議の対象を広く解することは，新人ケースワーカーが一人で悩
みを抱え込むことを防止するために有効な手段の一つであろう。ケー
スワーカーがケース診断会議に議題を挙げやすいような環境を作るこ
とが望まれる。

第10

13 全

　新潟市では，法第６３条及び法第７８条の決定通知書について，空欄
を埋めるタイプの定型の書式を用いておらず，個々のケースワーカーが
任意に必要事項を記載しているため，記載漏れが数多く生じている。
法第６３条及び法第７８条の決定通知書について，空欄を埋めるタイプ
の定型の書式を作成することを推奨する。

14 全
　査察指導員が適用処理の進捗状況をチェックすることができるよう，
法第６３条及び法第７８条の進捗状況一覧表を作成することを検討され
たい。

15 全
　法第６３条の適用理由のうち，各種年金の遡及受給が過半数を占め
る。法第６３条適用ケースを減少させるために，年金調査員の増員を検
討されたい。

16 全

　法第７８条適用ケースの発見の端緒は，課税調査が圧倒的多数で
あったが，ケースワーカーが家庭訪問の際に不審な点に気づき，法第
７８条適用に至ったケースも複数見られた。法第７８条徴収金の発生防
止のために，課税調査の迅速かつ適切な実施及び訪問調査の充実を
図られたい。

第１

17
中央，
南，
西蒲

　平成２２年度ないし同２３年度に生活保護の現業経験のない査察指
導員が新任で配置された。ケースワーカーを指導監督すべき査察指導
員に現業経験のない者を配置することは適切ではないため，改められ
たい。

該当項目

不動産保有

職員体制

ケース診断会議

保護費の返還
及び徴収

 第５章　生活保護の実施体制

自動車保有



250 

№ 対象 意　見　概　要

第１

18

北，
中央，
江南，
秋葉，
西

　平成２３年度ないし同２５年度に生活保護の現業経験のないケース
ワーカーが全体の半数ないし約半数の規模で新任配置された。ケース
ワーカーが概ね３年で異動している現状に鑑み，現業未経験者が３割
以下となるようケースワーカーの入れ替えのタイミングに配慮された
い。

19
北，
中央，
西

　指導監督すべきケースワーカーの人数が標準の７人を超えているに
も拘わらず査察指導員が他業務を兼務しており，他業務兼務が過剰な
負担となっている。査察指導員の他業務兼務を改められたい。

20
中央，
秋葉，
西

　任期付短時間職員による人員補充をしているため，実質的にはケー
スワーカーが不足している。任期付短時間職員による人員補充を改め
るか，時短に見合うケースワーカーの増員を行うべきである。また，実
質的にケースワーカーが不足しているにも拘わらず，他業務を兼務し
ている。ケースワーカーの他業務兼務を改められたい。

第２

21 全

　保護台帳に編綴すべき表などの書類や登記済謄本等の資料につい
て全区で統一されていない。また書式，事務処理手順についても全区
で統一されていない。市内全区において組織的・継続的な援助を統一
的に実施するため，生活保護事務の基本となる保護台帳に編綴すべ
き書類・資料及び事務処理のための書式・手順を全区において統一さ
れたい。

22 全

　ケースワーカー（標準担当世帯８０世帯）７人を指導監督すべき査察
指導員は，実に５６０ものケース（標準数からの想定数）を把握し，指導
監督しなければならない。そのためには，担当ケースワーカーのスケ
ジュール管理をすることが肝要である。しかし，スケジュール管理が十
分なされているとは言い難い状況である。そこで資産管理台帳などの
各種管理台帳や訪問計画実施表等を整備活用して情報の共有化を図
り，年金加入状況管理進行表，査察指導台帳，法第６３条及び法第７８
条の適用台帳等を作成し，もって査察指導員によるケースワーカーの
スケジュール管理を徹底されたい。

該当項目

職員体制

査察指導


